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第 1 部 実施計画の概要                         

１ 計画策定の主旨 

  この実施計画は、第３次伊勢市総合計画の基本構想を実現するための施策を体系的に示す基本計画を展

開していくための具体的な事業をまとめたものです。 

 

 

２ 実施計画の位置づけ 

   伊勢市総合計画は、伊勢市が行う政策や事業の根拠となる最上位計画となるもので、まちの将来像やま

ちづくりの基本理念を明らかにし、市政運営の基本的方向を示すものです。第３次伊勢市総合計画は、伊

勢市総合計画条例第２条の規定に基づき、基本構想・基本計画・実施計画の３層により構成します。 

  「基本構想」では、市の目指すべき将来像及び将来像を実現 

するための基本理念等を示しています。 

 また、「基本計画」では、基本構想を実現するための施策 

の基本的な方針等を体系的に示しています。その中では施策 

ごとに「目指す４年後の数値指標」を設定しています。 

 「実施計画」では、基本計画に掲げる施策を推進するため 

の具体的な事業を示しています。 

 

 

３ 実施計画の期間 

この実施計画の期間は、令和元年度から令和２年度までの 2 か年とします。 

この実施計画は、各年度の実績及び今後の社会経済情勢等の諸条件の変化に応じて見直しを行い、ローリ

ング方式により毎年度策定するものです。   

※ローリング方式…実施計画の内容と実績のずれを埋めることや変動する社会情勢や財政状況等に対応するため事業を見直す

など部分的な修正を定期的に行う手法 

 

【第 3 次総合計画の計画期間】 

構 成 計画期間 

基本構想 平成３０年度（2018 年度）から令和 11 年度（2029 年度）までの 12 年間とします。 

基本計画 

計画期間は 4 年間とし、前期計画、中期計画及び後期計画を策定します。 

前期基本計画【平成 30 年度（2018 年度）～令和 3 年度（2021 年度）】 

中期基本計画【令和 4 年度（2022 年度）～令和 7 年度（2025 年度）】 

後期基本計画【令和 8 年度（2026 年度）～令和 11 年度（2029 年度）】 

実施計画 ２年間を計画スパンとした毎年度ローリング方式で策定します。 

 

４ 実施計画の対象事業 

対象とする事業は、基本計画で示したまちづくりの主要課題や分野別計画で掲げる施策を推進するための

事業です。 

基本構想

基本計画

実施計画
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第２部 主要課題別事業計画                         

基本構想に掲げるまちの将来像の実現に向け、前期基本計画では政策分野を 8 つに分け、分野別計画を置

き、それぞれを「章」として位置づけています。また 7 つのまちづくりの主要課題は、各政策を横断する重

点的な課題として位置づけています。 

ここでは、７つのまちづくりの主要課題の解決に向け、それぞれの政策分野で取り組む事業を整理します。 
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主要課題① 子どもを産み育てやすい環境づくり 

子どもたちは、地域の活力であり、未来へ誇りをつなぐ担い手であることから、少子化の進行を食い止めな

ければ、直接的に人口減少につながり、まちの存続に関わります。 

少子化の背景には、結婚・出産に対する価値観の変化による晩婚化・未婚化の進行、子育てに対する負担感

の増大、経済的理由などがあるとされます。 

出会い支援をはじめ、切れ目のない子育て支援、健康・医療や教育環境の充実、地域力による安全・安心な

生活環境、仕事と子育てを両立できる環境の整備など、さまざまな観点から総合的な取組を進め、結婚、出産、

子育てに夢や希望をもてる環境を構築していくことが必要です。 

 

≪令和元年度取組事業≫ 【104 事業・事業費計 4,962,845 千円】 

 

主な取組 主な事業名 担当所属 

結婚の希望をかなえる支援 出会い・結婚支援事業（第１章第３節） 市民交流課 

親と子の健康支援 
産後健康管理事業（第４章第１節） 

妊婦・乳児健康診査事業（第４章第１節） 

健康課 

健康課 

保育体制の充実 

スマート保育（ICT）導入事業（第４章第４節） 

民間保育施設特別保育事業（第４章第４節） 

市立保育所特別保育事業（第４章第４節） 

医療的ケア児童保育支援事業（第４章第４節） 

民間保育施設低年齢児保育充実事業（第４章第４節） 

こども課 

こども課 

こども課 

こども課 

こども課 

教育環境の充実 

ICT 教育推進事業（第２章第１節） 

奨学金育英事業（第２章第１節） 

子ども輝き生き活き総合推進事業（第２章第１節） 

学校施設長寿命化計画策定事業（第２章第１節） 

教育研究所 

学校教育課 

教育研究所 

教育総務課 

子どもが安心して遊べる環境整備 
自主防犯活動地区啓発推進事業（第５章第２節） 

公園長寿命化事業（交付金）（第７章第４節） 

危機管理課 

基盤整備課 

働きながら育てられる環境整備 

病児・病後児保育事業（第４章第４節） 

放課後児童対策事業（第４章第４節） 

ファミリー・サポート・センター事業（第４章第４節） 

就労支援事業（第６章第４節） 

こども課 

こども課 

こども課 

商工労政課 
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主要課題② 超高齢社会への対応 

平成 22 年（2010 年）の国勢調査を基にした「伊勢市人口ビジョン」では、令和 12 年（2030 年）に

は、本市の総人口に占める老年人口の割合が 33.6％となり「3 人に 1 人が高齢者」になるという推計が出て

います。本市は、本格的な超高齢社会に入りつつありますが、今後は高齢者単身世帯増も予想されています。 

このことから、高齢者やその家族が安心して介護、医療が受けられるような体制整備はもちろん、高齢者が

孤立せず、地域で安心して自立した生活を送り続けられるよう、地域全体での見守りや支えあいができる地域

づくりが求められています。 

また、現在の高齢者は、以前の同年代に比べ、元気で活動的に過ごしている人がたくさんいます。高齢者が、

セカンドライフを楽しむと同時に社会活動の一端を担うことで、「自分らしく暮らし続ける」ことを可能にす

ることから、健康づくり・介護予防の促進等を進めながら、地域活動や働く場といった活躍の場や生涯学習の

場などの超高齢社会に対応した「生きがい」の創出が必要です。 

 

≪令和元年度取組事業≫ 【61 事業・事業費計 2,057,469 千円】 

 

主な取組 主な事業名 担当所属 

生きがいづくりの支援 

生涯学習推進事業（第２章第２節） 

生涯スポーツ推進事業（第２章第３節） 

老人福祉センター運営事業（第４章第５節） 

高年齢者労働能力活用事業費補助金（第６章第４節） 

社会教育課 

スポーツ課 

高齢者支援課 

商工労政課 

健康づくり、介護予防の促進 

健康文化都市推進事業（第４章第１節） 

成人健康診査事業（第４章第１節） 

健幸ポイント事業（第４章第５節） 

健康課 

健康課 

高齢者支援課 

地域福祉の充実 
小地域活動推進事業（第４章第２節） 

バリアフリー化推進事業（第 7 章第２節） 

福祉総務課 

都市計画課 

介護、医療体制の充実 介護予防・生活支援サービス事業（第４章第５節） 介護保険課・高齢者支援課 
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主要課題③ 地域のつながりの再生 

まちはコミュニティの集合であり、その構成員である個人や地域による連帯や互助により、住みやすく安心

した生活が営まれます。 

しかしながら、少子高齢化や人口減少、核家族化の進行や生活の多様化、価値観の変化などにより、日々の

活動からの新しいつながりが生まれる一方で、地域のつながりの希薄化が進み、地域住民間での親しい付き合

いや助け合いという家族や地域で相互に支えあう機能が失われてきています。 

災害時の助け合いや子育て、高齢者や障がい者の生活介助をはじめ、社会的孤立を生まないためにも、地域

のつながりは非常に重要です。 

また、地域が抱える課題は地域によって異なるとともに、さまざまな分野にわたっているため、身近な地域

で合意形成しながら、自らの地域は自らが創るという考えのもと、住民一人ひとりがまちづくりへの参画意識

を高め、住民自治と地域活動を促進していく必要があります。 

 

≪令和元年度取組事業≫ 【30 事業・事業費計 631,761 千円】 

 

主な取組 主な事業名 担当所属 

地域コミュニティ活動の推進 

地域自治推進事業（第１章第１節） 

自治会集会所建設事業補助金（第１章第１節） 

自治会活動補助事業（第１章第１節） 

市民交流課 

市民交流課 

市民交流課 

地域ぐるみ教育の体制づくり 学校教育支援事業（第２章第１節） 学校教育課 

民俗行事の保存、継承に係る支援 指定無形民俗文化財等保存継承事業補助金（第２章第４節） 文化振興課 

地域福祉の充実 
小地域活動推進事業（第４章第２節） 

生活困窮者自立支援事業（第４章第２節） 

福祉総務課 

生活支援課 

災害に備える地域づくり 
地域防災力向上支援事業（第５章第１節） 

自主防災隊補助事業（第５章第１節） 

危機管理課 

危機管理課 
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主要課題④ 集約型都市構造の促進と公共交通体系の整備 

 車社会の進展等を背景に都市機能が郊外へ拡散するなど都市構造に関わる問題が全国的に生じ、本市におい

ても、中心市街地や集落地域における人口の空洞化・高齢化が進行しました。都市機能の拡散は、低密度の市

街地を拡大させ、非効率的な公共施設やインフラ整備によって公共投資などの都市経営コストが増加すること

になります。また人口減少、高齢化が著しい地域では、空き家の増加やコミュニティを維持できなくなること

などが懸念されます。 

 市街地の拡大と高齢化は、高齢者などの移動手段を有しない市民にとって、移動困難な地域が増加すること

になり、市民意識調査を見ても「移動手段の確保」に対する不安が高まっています。 

 一方、多くの観光客を迎え、観光地周辺においては交通渋滞が起こるなど市民生活に支障を来している状況

であり、パーク＆バスライドなど渋滞対策とあわせ、公共交通機関の利用促進に取り組んでいますが、観光客

の二次交通の更なる充実も図らなければなりません。 

今後、市街地や地域拠点に誘導区域を定め、都市機能や居住を計画的に誘導して緩やかに集約型都市構造へ

の転換を図り、将来にわたって持続可能で暮らしやすい生活圏を構築するとともに、公共交通体系の見直しを

図り、移動しやすいまちづくりを進めることが必要です。 

 

≪令和元年度取組事業≫ 【29事業・事業費計 2,136,676 千円】 

 

主な取組 主な事業名 担当所属 

交通ネットワークの形成 

一之木５丁目１６号線整備事業（交付金）（第７章第１節） 

コミュニティバス運行事業（第７章第２節） 

路線バス運行維持事業（第７章第２節） 

自主運行バス運行事業（第７章第２節） 

公共交通再編事業（第７章第２節） 

基盤整備課 

交通政策課 

交通政策課 

交通政策課 

交通政策課 

立地適正化計画の推進 中心市街地再生事業（第７章第４節・第５節） 

中心市街地都市機能再生促進事業（第７章第４節・第５節） 

都市計画課 

都市計画課 市街地の整備 

公共施設マネジメントの推進 公共施設マネジメント事業（第８章第１節） 情報調査室 
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主要課題⑤ 選ばれるまちづくり 

 若い世代の多くが「伊勢が好き」「伊勢に住み続けたい」と思っているにもかかわらず、進学や就職による

転出傾向が見られ、人口減少の大きな一因となっていることから、若者やファミリー層にとって「伊勢」を魅

力あるまちにし、「住みたい」「住み続けたい」場所として選ばれるまちづくりを推進していかなければいけま

せん。 

子育て支援策や教育環境の充実、安心で快適な住環境など他市町との差別化を図りながら、新たなビジネス

創出を支えたり、安定した雇用の受け皿を整えたりするなど、魅力的な「しごと」が「ひと」を呼び込み、「ひ

と」が「しごと」を呼び込む好循環を確立していくことが必要です。 

そのためには、地域に存在する多様な資源を幅広く掘り起こし、有機的に結び付けた地域産業の育成が課題

です。 

また、伊勢のまちは、20 年に一度執り行われる式年遷宮を契機に発展をしてきましたが、過去の状況を見

ると、ご遷宮が終わった後の観光客の減少に伴い、まちの活力が低下していく傾向にありました。 

しかし、平成 25 年（2013 年）の式年遷宮後、継続した PR に加え、伊勢志摩サミットの開催によるメデ

ィア露出もあり、引き続き多くの観光客が訪れています。さらに今後は大きなスポーツイベントが控えている

ことから、これらのチャンスを生かした戦略的なシティプロモーションを展開し、何度でも「訪れたい」場所

として選ばれるまちづくりを進めていく必要があります。 

 

≪令和元年度取組事業≫ 【120事業・事業費計 5,258,411 千円】 

 

主な取組 主な事業名 担当所属 

教育環境の充実 
学力向上推進事業（第２章第１節） 

エンジョイイングリッシュ事業（第２章第１節） 

学校教育課 

学校教育課 

自然環境、生活環境の保全 生活排水対策啓発事業（第３章第２節） 環境課 

障がい者福祉の充実 障がい者サポーター事業（第 4 章第 3 節） 障がい福祉課 

子育て環境の充実 
妊娠出産支援事業（第４章第１節） 

こども医療費支給事業（第４章第１節・第４節） 

健康課 

医療保険課 

高齢者福祉の充実 健幸ポイント事業（第４章第５節） 高齢者支援課 

雇用の場の確保、地域産業の育成 

農産物ブランド化推進事業（第６章第１節） 

商品力・販売力向上支援事業（第６章第２節） 

創業支援事業（第６章第２節） 

企業立地推進事業（第６章第 4 節） 

農林水産課 

商工労政課 

商工労政課 

商工労政課 

観光振興 
観光情報発信事業（第６章第３節） 

観光客滞在環境快適化事業（第６章第３節） 

観光誘客課 

観光振興課 

市街地の活性化 中心市街地再生事業（第７章第４節・第５節） 都市計画課 

安全・安心な水の供給 上水道事業に係る普及啓発経費（第７章第６節） 上下水道総務課 

シティプロモーションの展開 シティプロモーション推進事業（第８章第１節） 企画調整課 
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主要課題⑥ 自然災害への備え 

平成 23 年（2011 年）の東日本大震災の発生は、我が国の広域にわたり甚大な被害をもたらし、これまで

の想定をはるかに超えた地震・津波であったことから、理論上最大となる災害を想定した防災・減災対策が必

要なことを学びました。 

市民の生命を守るため、個人や家族で災害から身を守る「自助」、隣近所や自治会及びまちづくり協議会な

ど地域の助け合いやＮＰＯ及び企業ボランティアなどによる「共助」、公的機関による「公助」のあり方を確

立し、地震・津波、短時間豪雨等に備え、市民一人ひとりの防災意識の向上、適切な避難行動、地域における

協力体制の構築、被害を最小限に抑える施設整備など、ハード・ソフト両面における対策を講じることが喫緊

の課題です。 

また、災害発生前からの地域と連携した取組が重要な災害時要配慮者対策や、児童生徒に対する防災教育な

どは、継続的に取り組む必要があります。 

そして、災害時の帰宅困難者には、観光客も多く含まれることから関係団体や企業と連携した帰宅困難者対

策の構築も課題です。 

さらに、防災・減災対策や被災した場合の早期復旧を可能とするために、大きな災害が起きることを前提に

したまちづくりや取組を考える必要があります。 

 

≪令和元年度取組事業≫ 【59事業・事業費計 2,947,608 千円】 

 

主な取組 主な事業名 担当所属 

災害における地域づくりの推進 
地域自治推進事業（第１章第１節） 

地域防災力向上支援事業（第５章第１節） 

市民交流課 

危機管理課 

防災教育の充実 防災教育の推進（第２章第１節） 学校教育課 

地球温暖化防止、気象環境変化の理解向上 電気自動車等の普及推進（第３章第１節） 環境課 

災害時要配慮者対策の推進 災害時要援護者対策事業（第４章第３節・第５節） 障がい福祉課・高齢者支援課 

防災意識の普及・定着 避難対策事業（第５章第１節） 危機管理課・監理課 

災害応急対応の充実 応急手当普及啓発事業（第５章第３節） 消防総務課 

災害に強い観光地づくり 災害に強い観光地づくり事業（第６章第３節） 観光振興課 

災害から身を守る都市基盤づくり 
排水機場維持管理経費（ポンプ場機能更新）（第７章第３節） 

住宅・建築物耐震改修等促進事業（第７章第４節） 

維持課 

建築住宅課 

災害に強いライフラインの整備 送配水管敷設・敷設替事業（第７章第６節） 上水道課 
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主要課題⑦ 有形・無形の歴史的・文化的資産の継承と活用 

 伊勢市固有の有形・無形の歴史的・文化的資産は、長い歴史の中で連綿と培われてきた祖先の営みを知り、

現在・未来に伝える貴重な“財産”であり、それらがまちのイメージを作り、人を惹きつける魅力となってい

ます。 

 本市では、歴史・文化を生かしたまちづくりが行われ、また、世代を超えて伝統芸能などが継承されている

地域もあるものの、少子高齢化、生活様式の変化、価値観の多様化などにより、継承への不安の声が聞かれま

す。 

本市の誇る歴史・文化を後世に伝え、国内外にその価値を広く浸透させるために、歴史的・文化的資産の保

存・継承を進めるとともに、市民がその価値をより深く理解し、市民の共有財産としての愛着と誇りを育んで

いけるよう、教育や啓発に努めることが必要です。 

また、観光をはじめ、さまざまな分野において歴史的・文化的資産を活用した積極的な取組が求められます。 

 

≪令和元度取組事業≫ 【34 事業・事業費計 989,465 千円】 

 

主な取組 主な事業名 担当所属 

郷土の学習 
教育研究研修推進経費（第２章第１節） 

学校教育支援事業（第２章第１節） 

教育研究所 

学校教育課 

伊勢の歴史文化の啓発 全市博物館構想推進経費（第２章第４節） 文化振興課 

文化財等の保存・活用 

指定無形民俗文化財等保存継承事業補助金（第 2 章第 4 節） 

文化財案内板設置事業（第 2 章第 4 節） 

賓日館保存事業（第 2 章第 4 節） 

文化振興課 

文化振興課 

文化振興課 

歴史文化を活用した観光振興 

観光情報発信事業（第 6 章第３節） 

外国人観光客誘致推進事業（第 6 章第３節） 

民俗伝統行事継承事業（第６章第３節） 

観光誘客課 

観光誘客課 

観光振興課 

良好な景観の保全・形成 景観形成推進事業（第 7 章第 4 節） 都市計画課 
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第３部 施策体系別事業計画                         

 各施策における事業の内容や令和元年度当初予算額、その方向性などを掲載します。 

 

施策体系別事業費一覧 

 

章（政策） 事業費 節（施策） 事業費 頁 

第 1 章  

市民自治・市民交流 

 

千円 

337,432 

第１節 地域コミュニティ 
千円 

282,004 
13 

第２節 市民活動 28,401 15 

第３節 人権尊重・男女共同参画 22,980 16 

第４節 国際交流・多文化共生 4,047 18 

第 2 章  

教育 
3,283,359 

第１節 学校教育 2,258,902 19 

第２節 社会教育 413,484 24 

第３節 スポーツ 118,364 27 

第４節 文化 542,166 29 

第 3 章  

環境 
582,458 

第１節 循環型社会 479,338 32 

第２節 環境保全 108,493 34 

第３節 環境教育 12,874 36 

第４章  

医療・健康・福祉 
4,594,630 

第１節 医療・健康 1,859,396 38 

第２節 地域福祉 148,472 42 

第３節 共生 284,348 44 

第４節 子育て支援 2,024,944 46 

第５節 高齢者福祉 686,180 50 

第５章  

防災・防犯・消防 
427,943 

第１節 防災・減災 204,543 55 

第２節 防犯 53,296 57 

第３節 消防・救急 152,963 59 

第４節 交通安全 17,141 61 

第６章  

産業・経済 
1,434,369 

第１節 農林水産業 633,953 63 

第２節 商工業 179,893 67 

第３節 観光 478,961 70 

第４節 就労・雇用 132,910 73 

第５節 消費者行政 8,652 75 

第７章  

都市基盤 
7,723,059 

第１節 道路 1,492,667 76 

第２節 交通環境 752,077 79 

第３節 河川・排水 657,167 81 

第４節 住環境 969,108 83 

第５節 市街地整備 627,582 86 

第６節 上水道・下水道 3,852,040 87 

第 8 章  

市役所運営 
171,532 

第１節 行財政運営 147,596 89 

第２節 行政組織力 23,936 92 

合計 18,554,782    

※複数の節（施策）に影響する事業については、事業費の合計から重複した事業費を差し引いています。 
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第１章　市民自治・市民交流

地域の連携を深め、地域活動を活性化します

課題
コード

★
◎

11A

◎ 11Ｂ

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

52% 54% 56% 58% 60%

【令和元年度の方向性】

課　題 課題解決の方向性

各自治会への施設整備等の助成をはじめ、地域のつながりの醸成
に資する各自治会やまちづくり協議会の防災活動や伝統文化の継
承等を支援します。

地域自治に主体的に参画する機運の向上

地域コミュニティ活動の推進

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

・市民に地域活動への関心を持ってもらうため、まちづくり講演会等の開催や、広報いせ、ホームページ、ケーブルテレビ
行政番組において、ふるさと未来づくり制度の概要やまちづくり協議会の活動内容を発信し、認知度及び参加意識の向上を
図る。

第１節　地域コミュニティ ③地域のつながりの再生
⑥自然災害への備え
⑦歴史的・文化的資産の継承と活用

関連するまちづくりの主要課題

まちづくり協議会の
認知度の向上

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

「市民アンケート」による 地域コミュニティの活性化

地域活動に参加したい市民の割合　４２％ （平成２９年度　３７％）

節の目指す４年後の数値指標

地域自治の理解を深めるための啓発活動を進めながら、まちづく
り協議会等の活動を「広報いせ」やホームページ、チラシで市民
に周知します。
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（参考）
H30

R1

地域自治推進事業
まちづくり協議会活動への財政的支援及び人的支
援、人材の育成、研修会の開催等、組織・活動を
確かなものとするための事業を行う。
区長謝礼事業
市内175自治会の長に対し、行政からの各種依
頼や行政委員等の候補者推薦業務の謝礼として、
世帯数に応じた報償金を支払う。
自治会集会所建設事業補助金
地域のコミュニティ活動を促進し活性化を図るた
め、自治会等が行う自治会集会所の新築、改築、
増築、修繕、購入及びバリアフリー改修に要する
経費の一部に補助金を交付する。
コミュニティ助成事業補助金
一般財団法人自治総合センターの宝くじの社会貢
献広報事業として実施している助成金を市の財源
として、自治会等が行う集会施設の建設整備や活
動備品の整備等に対して補助金を交付する。
自治会コミュニティ放送設備補助事業
地域活動の活性化に関する情報伝達手段として自
治会コミュニティ放送整備を行う自治会に対し、
その整備に要する費用の一部を補助金として交付
する。
自治会活動補助事業
住みよい地域社会の実現に向けてその基盤となる
自治会活動の活性化の支援及び市と地域との協働
を推進するため、助成金等（振興助成金・元気な
まちづくり協働事業補助金・広報紙配布等事業交
付金）を交付する。
総連合自治会運営補助金
加盟自治会（165自治会）の連絡調整等の事業
活動を支援するため補助金を交付する。
地域美化・地域安全活動などコミュニティ活動増
進への支援。相互連携・研修事業等にかかる会議
の開催

295,113 282,004

★
◎

11A
11B

市民
交流課

備考

R1-R2 179,396

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

R1-R2 8,422

179,443 ③⑥⑦

市民
交流課

R1-R2 7,570 7,370 ③

施策合計

取り組む事業

1,400 ③
市民

交流課
R1-R2 1,430

6,434 ③
市民

交流課
R1-R2 3,459

8,000 ③

11Ｂ◎

③⑥⑦51,65753,836R1-R2
市民

交流課

市民
交流課

R1-R2 41,000 27,700 ③⑥⑦

市民
交流課
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第１章　市民自治・市民交流

個人やNPO等の市民活動を促進します

課題
コード

★
◎

12A

◎ 12Ｂ

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

21,660
人

22,100
人

22,500
人

23,000
人

23,400
人

【令和元年度の方向性】

R1

28,401

第２節　市民活動

節の目指す４年後の数値指標

市民活動団体数　200団体　　　（平成28年度　182団体）

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

関連するまちづくりの主要課題

③地域のつながりの再生
⑥自然災害への備え

課題解決の方向性

市内における市民団体の活動の周知や、協働のあり方に係る普及啓
発に取り組みます。

市民活動を促進するため、活動団体に対し各種支援制度の周知を図
ります。また、団体や有識者の意見を踏まえた支援の見直しを行い
ます。

課　題

市民活動に対する市民意識の醸成

市民活動の促進

課
題

課題
コード

所属名
事業
年度

新
規

事業名（中事業名）・事業概要

R1-R2 19,273 ③市民活動の拠点として、いせ市民活動センター
の管理運営を行う。

市民活動促進事業

指標の算出方法

各事業参加者数の計

事業予算（単位：千円）

（参考）
H30

14,759

・目標値達成のためには、市民活動の活性化が欠かせない。活性化には次世代育成が重要なため、当面は音楽、ダンス、デザ
インなど若者の好むアートの要素を取り入れながら、イベントの中で次世代交流を行っていく。

指標の設置理由

意識が醸成された市民の数として成
果の目安になるため

指標
年度別目標値

市民活動事業
参加者数

備考

★
◎

12A
市民

交流課

◎ 12B

8,110

⑥災害時にボランティアを受け入れる「伊勢市災
害ボランティアセンター」の運営に備えた講習
会や運営訓練等を行う。

取り組む事業

施策合計 23,887

8,110 ③市民が見て、参加して楽しめる行事「伊勢まつ
り」の開催を支援する。

災害ボランティア支援事業
市民

交流課
R1-R2 1,018 1,018

伊勢のまつり開催事業
市民

交流課
R1-R2
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第１章　市民自治・市民交流

人権意識を高めるとともに、心のバリアフリーを推進します

課題
コード

★
◎

13A

◎ 13Ｂ

◎ 13C

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

970人
1,010

人
1,060

人
1,110

人
1,160

人

【令和元年度の方向性】

出会い・結婚を支援するため、「いせ出会い支援センター」を活
用し、出会い・結婚に関する情報発信、相談受付等を継続して行
います。

関連するまちづくりの主要課題

①子どもを生み育てやすい環境づくり
⑤選ばれるまちづくり

節の目指す４年後の数値指標

人権を侵害されたと思う市民の割合の減少　５ポイント減（平成２９年度16％）

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

・様々な人権課題の中から、地域の実情実態、住民アンケートの結果等を考慮して、市民のニーズに沿える講演会、セミ
ナー、研修会等の機会を提供し課題の解決につなげる。
・市民との協働により男女共同参画の意識高揚を図るとともに、女性のキャリアアップを支援する。また、出会い支援セン
ターを活用し、出会いの場の情報提供や相談受付を行う。

男女共同参画の推進

男女共同参画意識普及の更なる推進を図ります。また、政策・方
針決定過程への男女共同参画を推進するため、市民が参加しやす
い仕組みづくりを進めるとともに、人材の育成や把握に努めま
す。

第３節　人権尊重・男女共同参画

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

啓発事業の参加者数
講演会等における参加人数
の計

人権に関心を示す市民の数とし
て、成果の目安になるため

課　題 課題解決の方向性

人権啓発活動への参加促進
市民が関心を示すようなテーマの講演会や啓発イベントを企画
し、人権に興味を持つ機会を提供するとともに、参加者の増員に
努めます。

出会い支援センターの利用促進
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（参考）
H30

R1

人権施策推進事業
伊勢市人権施策推進協議会の開催と同協議会の負
担金支出。

市民館講座開催事業
地域社会づくりを推進するための地域活動の場と
なる事業。

人権啓発推進事業
市民一人ひとりの人権が大切にされ、明るく住み
よい地域社会実現のため人権全般にわたる啓発を
行う。
非核平和推進事業
平和を推進する団体等に負担金を支出し、非核平
和宣言都市として広く市民に核兵器の廃絶と軍備
縮小並びに平和の尊さを訴える。
講演会開催事業
講演会を開催して市民に人権問題を考える機会を
提供し、人権に対する認識を深め人権尊重の文化
を築く。
小学校区別人権・同和教育推進連絡協議会事業
様々な人権問題について、地域社会で住民が主体
的に啓発活動に取り組むため、そのリーダーとし
て各小学校区に結成された人権・同和教育推進連
絡協議会の活動をサポートする。
人権啓発講座開催事業
  受講者の一人ひとりが人権尊重の正しい知識を
持ち、人権感覚を養うために講演及びグループ討
議の場を設定する。
  様々な人権問題を取り上げ、現在の課題や問題
点を明らかにすることにより、人権問題について
の認識を深め、解決に向けた広がりを浸透させる
講座とする

男女共同参画推進都市事業
市民と行政の協働により、啓発イベントの開催
や、広報いせ紙面への啓発記事掲載により男女共
同参画の意識の高揚を図る。
また、女性活躍推進計画に基き、女性のキャリア
アップを後押しし、企業のワーク・ライフ・バラ
ンスを推進することで働く女性の支援を行う。
男女共同参画推進一般経費
男女共同参画審議会を開催し、男女共同参画基本
計画の進捗状況等について審議する。女性活躍推
進計画について協議する。また、男女共同参画に
関する会議や研修会に参加し、最新事例等の情報
収集を行なう。
出会い・結婚支援事業
若者の意識を結婚・出産へつなげるため、情報提
供や出会いの場の提供を行なう。
社会全体で結婚をバックアップしていく気運の醸
成を図り、安心して結婚・出産ができる社会づく
りを目指す。

23,756 22,980

★
◎

13A

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

1,000 ⑤

人権
政策課

R1-R2 304 309 ⑤

人権
政策課

R1-R2 1,180

1,982 ⑤

人権
政策課

R1-R2 1,556 1,411 ⑤

人権
政策課

R1-R2 2,056

R1-R2 12,638

2,923 ①

市民
交流課

R1-R2 576 380

市民
交流課

R1-R2 3,045

施策合計

◎ 13C
市民

交流課

1,010 ⑤

12,508 ①

272 ⑤

13Ｂ◎

⑤1,207 1,185

人権
政策課

R1-R2 294

人権
政策課

R1-R2

人権
政策課

R1-R2 900
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第１章　市民自治・市民交流

国際理解を深めるとともに、多様な文化を認め合えるまちづくりを進めます

課題
コード

★
◎

14A

◎ 14Ｂ

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 H30 1 2 3

2,605
人

2,680
人

2,760
人

2,850
人

2,930
人

【令和元年度の方向性】

R1

4,047施策合計 4,169

第４節　国際交流・多文化共生

課　題

国際交流、多文化共生社会の理解の推進

在住外国人に向けた各種支援

・国際交流協会主催のイベントや国際交流フェスティバルにおいて、委員が主体的にスムーズに活動できるよう支援する。
その上で、実施ごとに改善を繰り返すことで事業の魅力を高め、集客数の増加を図り国際理解・啓発を推進する。

取り組む事業

事業予算（単位：千円）

備考

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

国際交流事業
参加者数

4,047 ⑤⑥
伊勢市国際交流協会への支援、国際交流イベン
トの開催により、市民の国際感覚の醸成を促
す。また多文化共生の意識啓発を行い、外国人
が住みやすいまちづくりを行う。

（参考）
H30

★
◎

14A
14B

国際交流推進事業

市民
交流課

R1-R2 4,169

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

各事業参加者数の計
理解する市民の数として成果の目安
になるため

課題解決の方向性

市民の理解度を深めるため、他国の人々や文化に手軽に触れること
ができるイベントの開催や啓発活動に取り組みます。

やさしい日本語での行政サービスの周知や外国人対応の避難訓練な
ど、在住外国人への各種支援を当事者の声を聞き取りながら行いま
す。

関連するまちづくりの主要課題

⑤選ばれるまちづくり
⑥自然災害への備え

節の目指す４年後の数値指標

市民の国際交流への関心度　50％　　　（平成29年度　45％）

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題
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心豊かでたくましい子どもたちが育つ教育環境づくりを進めます

課題
コード

★
◎

21A

★
◎

21Ｂ

◎ 21Ｃ

◎ 21Ｄ

◎ 21Ｅ

◎ 21Ｆ

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

小学校
78.3％
中学校
73.0％

小学校
80.0％
中学校
75.0％

小学校
82.0％
中学校
77.0％

小学校
84.0％
中学校
79.0％

小学校
85.0％
中学校
80.0％

小学校
91.1％
中学校
93.5％

小学校
92.5％
中学校
94.0％

小学校
93.5％
中学校
94.5％

小学校
94.5％
中学校
95.0％

小学校
95.5％
中学校
95.5％

【令和元年度の方向性】

安全で安心な教育環境
づくり

第１節　学校教育

自分には、よいとこ
ろがあると思う児童
生徒の割合

指標
年度別目標値

子どもたちの学校生活満足度　　　小学生68.0％、中学生72.0％
　　　　　　　　　　　（平成29年度　小学生63.9％　中学生69.5％）

節の目指す４年後の数値指標

信頼される学校づくり

家庭や地域社会と連携し、共に協力して学校づくりを進めます。また、教職員の資
質向上や授業改善に努めるとともに、時代に即応した快適な教育環境を整えるため
に、教育施設・設備の整備・充実、「伊勢市立小中学校適正規模化・適正配置基本
計画」を推進し、信頼される学校づくりに努めます。

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

安全で安心な生活を送るために、いじめや不登校を生まない学習環境を整えるとと
もに、子どもたちを取り巻くあらゆる環境に潜む危険に対し、学校・家庭・地域が
連携し予測・回避・協働につながる力を育む防災教育に取り組みます。
また、防犯教育、交通安全教育等も含め、発達段階を踏まえつつ、学校の教育活動
全体で取り組みます。

指標の設置理由

児童生徒の自己肯定感
の高さが示されるため

指標の算出方法

豊かな心の育成

児童生徒の自己有用感
の高さが示されるため

小学校６年生、中学校３年生に行った
「全国学力・学習状況調査」（文部科
学省）の質問において肯定的な回答を
した伊勢市の児童生徒の割合

人の役に立つ人間に
なりたいと思う児童
生徒の割合

小学校6年生、中学校3年生に行った
「全国学力・学習状況調査」（文部科
学省）の質問において肯定的な回答を
した伊勢市の児童生徒の割合

・様々な取組により児童生徒の自己肯定感、自己有用感が高まっている。今後の課題として、それらを、今求められている
「自らの人生を切り拓く力」にまで高めていく必要がある。そのために、児童生徒の中の自己肯定感、自己有用感をもとに
社会参画力を発揮する場や他者と協働する経験を設定していきたい。また、そこで役立つ知識やスキルを身に付けることが
できるよう今後も各事業を展開、充実させていきたい。
・不登校対策子ども未来サポート総合推進事業において、児童生徒が未来を見すえて、自らの一歩を踏み出す力を身に付け
る支援を進めるために、教職員及び保護者の子ども理解能力や実践スキルを高めるための研修会を充実させる。
・確かな学力を育成するために、ＩＣＴ活用実証研究事業（新規）として、小学校においてタブレットＰＣを活用した持ち
帰り学習（ドリル学習）の実践に着手し、研究を進める。

第２章　教育
関連するまちづくりの主要課題

①子どもを産み育てやすい環境
③地域のつながりの再生
⑤選ばれるまちづくり
⑥自然災害への備え
⑦歴史的・文化的資産の継承と活用

確かな学力と社会参画力
の育成

課　題 課題解決の方向性

子どもたちの主体的・対話的で深い学びを実現させ、確かな学力を育むとともに、
新たな価値を創造していく力、社会において自立していく力を育みます。また、グ
ローバル化時代を生き抜き、夢や志を実現できるよう、外国語教育を中心とした国
際理解教育を進めます。さらに伊勢を愛し、伊勢を大切に思う心を育み、自分たち
の力で伊勢をより良くしていこうとする社会参画力を育成するとともに、社会の変
化に対応する力をつけるためにICTを活用した情報教育、キャリア教育等を推進し
ます。

人を人として大切にし、かけがえのない生命を尊ぶ精神を基盤にした道徳教育や人
権教育、地域の一員としての自覚を養うことにつながる郷土の学習、主体的に行動
する実践的な態度や資質を身につけられるような環境教育等に取り組むことを通し
て豊かな心を育んでいきます。

健やかに生きていくため
の身体の育成

食育や健康教育、体力の向上の取組を通して、子どもたちが、生涯にわたり、たく
ましく健やかに生きていくための身体の育成に努めます。

特別支援教育の推進
発達障がいを含む全ての障がいのある子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じ、適
切な指導及び必要な支援を行うことができるよう特別支援教育の推進を図ります。
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（参考）
H30

R1

未来へチャレンジ！職場体験推進事業
中学２年生を対象として、学校、家庭、地域社会
が一丸となって地域ぐるみで職場体験活動を行
う。
学力向上推進事業
児童生徒の学力を向上させるために、学力検査を
全小中学校で実施し、きめ細かな指導に生かすと
ともに、研究指定校4校で教育課程一般について
研究を進め、授業改善事例集を作成する。
エンジョイイングリッシュ事業
ALTによる英語体験イベント（児童向け）、中学
生スピーチコンテストを開催する。小学校外国語
の研究指定校（２校）を指定し、ＡＬＴを重点配
置する。市立学校に通う全小中学生、及び市内在
住の小中学生に検定料の全額を年１回補助する。
就学前における英語活動の充実をめざし、就学前
英語活動支援事業を行う。
ＡＬＴ活動事業
小中学校１～３校ごとに外国語指導助手（ALT)
を配置し、担当教諭とともに外国語活動等の指導
にあたる。
スクールイノベーション推進事業
小学校では令和２年度から、中学校では令和３年
度から、次期学習指導要領の本格実施となること
を踏まえ、ICT機器を有効活用した授業改善につ
いて研究を進める。
ICT教育環境整備事業
第２期伊勢市教育振興基本計画に則り、ICT機器
整備を充実し、次世代型学習環境を構築するとと
もに、校務の軽減及び効率化を図る。
ICT活用実証研究事業
市内小学校高学年児童（3,300人）が、タブレッ
ト端末（約1,300台）を交替で家庭に持ち帰り、
ドリル学習に取り組むことにより、家庭学習の定
着と学力向上を図ることを検証する。
教科書等購入経費（小学校・中学校）
教師用「教科書」と「指導書」を購入する。

子どもたちとつくる「やさしいまち伊勢市」支援事業
「やさしいまち伊勢市発見大賞」を実施する。事
業推進校での体験学習の支援をする。「子ども未
来会議」を開催する。「赤ちゃんとのふれあい体
験等を通したいのちの学習」を実施する。「授業
のユニバーサルデザイン化推進事業」実施校の支
援をする。
学校行事開催事業
児童生徒が音楽や美術・科学等に触れる機会を支
援するため各種行事の開催を委託し、学校行事の
充実を図る。（科学創作展、教育美術展、中学校
連合音楽演劇発表会、伊勢まつり、伊勢市小学生
演劇鑑賞会）
文化活動県外大会参加負担金
文化活動の促進を図るため、県外への大会に参加
する学校へ支援を行う。

非核・平和推進事業
広島平和記念式典に伊勢市立全10中学校から各
校2名を派遣し、参加報告会を開催したり、報告
作文集を発行したりして、中学生だけでなく、広
く市民に核兵器の廃絶、平和の尊さと維持するこ
との重要性を訴える。
学校図書館活性化支援事業【22Bで再掲】
子どもたちの読書活動推進のために、学校図書館
スタッフを市内各校に週1.5回程度派遣する。

⑤

学校
教育課

R1-R2

学校
教育課

R1-R2 1,236 1,101

事業
年度

学校
教育課

教育
研究所

取り組む事業

学校
教育課

備考

38,820 ⑤

R1-R2 12,175

①⑤73,628

課
題

13,384 13,150 ①⑤

★
◎

事業予算（単位：千円）

R1-R2 124,731

13,150 ①⑤

67,027R1-R2
学校
教育課

113,708 ①⑤

31,404

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名

R1-R2 1,440 1,360 ①③⑤

③⑤

学校
教育課

R1-R2

①⑤
学校
教育課

R1-R2 26,488

教育
研究所

R1-R2 2,892 1,805 ①⑤

①

5,835 6,179 ①

●
教育
研究所

R1-R2 －

学校
教育課

R1-R2 6,918 2,642

学校
教育課

R1-R2 2,554 2,842

学校
教育課

R1-R2 3,566 3,351

★
◎

21A

21B
★
◎

21A
21B
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（参考）
H30

R1

読書大好キッズプロジェクト事業【22Bで再掲】
子どもたちの読書活動推進のために、平成29年
度後期から実施の「読書ツアー（低学年版）」、
平成30年度から実施の「読書ツアー（高学年
用）」の充実をはかるとともに、令和２年度実施
のための準備を行う。
人権教育研究委託経費

人権教育実践研究団体に、人権教育の研究や研修
をより深く実践的に進めるため、実践研究や指導
者向け研修会等の事業を委託する。

人権教育推進一般経費

指導主事を各種人権教育研究大会等に参加させ、
最新の教育情報や技法を身につけるなど、資質向
上を図る｡伊勢度会人権教育実践交流会担当中学
校区に必要な研究費等を充て、研究体制の充実を
図る。

人権教育子ども輝きプラン総合推進事業
中学校区人権教育推進事業。子ども人権フォーラ
ムの開催。小中学校人権作文集「人権の芽」の作
成
教育集会所人権教育事業
人権が真に尊重される社会の担い手の育成を目指
し、教育集会所等において、子ども人権スクール
事業を開催する。
学校図書館充実経費（小学校・中学校）【22Bで再掲】

児童・生徒が意欲的に読書活動に取り組めるよう
にするため、児童の多様な興味・関心に応えるよ
う学校図書館を充実させる。

教育研究研修推進経費

教職員等を対象とした研修講座等を開催し、教職
員の資質向上をもって市全体の教育力向上を図
る。また、社会科副読本、歴史資料など学習活動
に生かせる教育資料を作成し、活用の推進を図
る。

食育推進事業
食育推進のための学校における食に関する指導の
支援。食育担当者対象講演会の開催

部活動指導員配置事業
部活動指導員を配置し、部活動を担当する教員の
負担軽減・支援並びに部活動の質的な向上を図
る。

特別支援教育推進事業
発達障がいを含むすべての障がいのある幼児児童
生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じ、適切な指
導及び必要な支援を行うことができるよう特別支
援教育の推進を図る。

特別支援教育就学奨励事業（小学校・中学校）

特別支援学級へ就学する児童・生徒の保護者の経
済的負担を軽減し、特別支援教育の振興を図る。

学校教育支援事業
地域人材や学生を、学習支援員や教育支援ボラン
ティアとしてさまざまな教育場面で活用する。

通学安全対策事業

道路・交通事情等により通学に危険等が生じる遠
距離通学等児童生徒に対してスクールバス等を運
行することで、安全な通学環境を整備する。
（伊勢宮川中学校及び二見浦小学校スクールバス
運行経費、伊勢宮川中学校スクールタクシー運行
経費、高麗広地区安全対策経費、小学校遠距離等
通学費支給事業）

教育
総務課
・
学校
教育課

R1-R2 61,576

R1-R2

－

学校
教育課

①⑤

1,512 1,387 ①⑤

R1-R2 344 344

◎ 21Ｅ

学校
教育課

R1-R2

◎
21Ｃ
21Ｅ

●
学校
教育課

R1-R2

学校
教育課

R1-R2 17,705 16,766

21B
21F

◎ 21Ｃ
学校
教育課

R1-R2

③

学校
教育課

R1-R2 1,812 1,459

★
◎

3,101 3,756

①③⑦
21D
21E
21F

学校
教育課

R1-R2 124,112 125,133

61,044 ①

学校
教育課

①

⑦

941 ①③⑤

学校
教育課

R1-R2 5,077 4,871 ①

398 438 ①⑤

①

教育
研究所

R1-R2

831

3,592

学校
教育課

R1-R2 255 249

学校
教育課

R1-R2 700 900

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

21B
★
◎

21D◎

課
題

課題
コー
ド

◎
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（参考）
H30

R1

スクールカウンセラー活用事業
スクールカウンセラーを配置し、教育相談体制の
充実を図る。

奨学金育英事業
社会に貢献する有用な人材を育成することを目的
として、大学・高等学校等に在学する学生生徒
（保護者が市内に住所を有すること）で、経済的
理由により修学困難な者に対し、奨学金を支給す
る。
いじめ防止対策推進事業
学校及び各団体のいじめ防止の取組が実効性の高
いものとなっているかの点検・見直し等を行う
「伊勢市いじめ問題対策連絡協議会」、いじめの
重大事態に備えての「伊勢市いじめ問題対策委員
会」を設置するとともに、いじめ防止のための教
職員対象の研修会を実施する。
要保護及び準要保護児童生徒援助事業（小学校・中学校）

経済的理由によって就学困難な児童・生徒につい
て、学用品費等を給与するなど必要な援助を行
い、義務教育を円滑に実施する。

防災教育の推進（非予算化）
防災ノートの活用、県や市の防災教育推進支援事
業などを通して、予測・回避・協働につながる力
を育む防災教育に取り組む。

子ども輝き生き活き総合推進事業

「いじめ」の早期発見対応・未然防止のため「子
どもの人間関係づくり」研究を行う。全小中学校
において、hyper-QU（よりよい学校生活と友達
づくりのためのアンケート）を実施しその分析に
基づき安心して過ごせる学級集団づくりのための
取組を行う。また、非常勤講師を配置し研究体制
の強化を図ると同時に、教職員のカウンセリング
マインドの向上を図り、児童生徒が安心して学校
生活を送れるよう環境を整備する。

カウンセリングルーム総合推進事業

教職経験者や臨床心理士を学校に派遣し、学校長
と連携をとりながら学校経営に対する助言およ
び、きめ細かな生徒指導体制の充実・強化の支援
を図るなど、各学校の教育力を高める。
児童生徒の教育、不登校等の問題に関する相談に
対応し、問題の早期解消を支援する。

不登校対策子ども未来サポート総合推進事業

新たな不登校児童生徒を生まない学校づくりを支
援するとともに、児童生徒の未来を見すえて、自
らの一歩を踏み出す力を身に付ける支援を行う。

教育支援センター沼木教室維持管理経費
教育支援センター沼木教室（旧伊勢市立沼木幼稚
園）施設の維持管理を行う。

修学旅行等引率事業

小中学校教員及び学習支援員の修学旅行・社会見
学等の経費の一部（県費又は旅費で支給されない
経費）を負担することで、引率した教職員の自費
の負担をなくす。

教職員研修経費
教職員の資質向上を図るための研修会実施や研修
会参加にかかる経費を負担する。

学校施設長寿命化計画策定事業
学校施設については、さらに個別施設毎の長寿命
化計画を令和２年頃までに策定することになって
おり、整備内容や時期、費用等を具体的に表す計
画を策定する。

①

48,707 45,649

学校
教育課

R1-R2 1,384 804

ー ①③⑥－

学校
教育課

学校
教育課

R1-R2 5,966 5,966 ①

1,100

R1-R2

11,037 ①●
教育
総務課

R1-R2 －

①

教育
研究所

R1-R2 1,218

1,840 1,750

①

課題
コー
ド

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

学校
教育課

R1-R2 89,090 91,928

学校
教育課

R1-R2

学校
教育課

R1-R2 752 441

①

①⑤

学校
教育課

10,528 10,684

教育
研究所

R1-R2

教育
研究所

R1-R2 23,408 22,949 ①⑤

R1-R2 1,964 2,905 ①

教育
研究所

R1-R2

21Ｆ◎

21Ｅ◎

課
題
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（参考）
H30

R1

学校水泳民間プール施設活用事業
市内の一部の小学校の学校水泳を民間プール施設
や民間の指導力を活用して実施する。

二見地区小中学校整備事業

伊勢市立小中学校適正規模化・適正配置基本計画
に基づき、二見小学校と今一色小学校の統合校で
ある二見浦小学校（H29.4開校）と二見中学校
の校舎等建設を行う。（R5.4移転予定）
【R１事業内容】
建築設計業務委託、土木設計業務委託

私立学校等振興助成事業
【伊勢市私立幼稚園就園奨励費補助金】【伊勢市
私立幼稚園及び私立認定こども園保育料補助金】
保護者の経済的負担軽減を目的に補助金を交付。
【伊勢市幼児教育育成補助金】私立幼稚園等の運
営に補助金を交付。
【伊勢市一時預かり事業(幼稚園型)補助金】通常
の教育時間の前後や長期休業期間中などに預かり
保育を行う園に対し補助する。

小中学校適正規模化・適正配置推進事業
学校の小規模化による課題を解消し、本市の子ど
もたちが確かな学力を身に付け、豊かな人間性と
健やかな体の育成といった「生きる力」を育むこ
とができるより望ましい教育環境の構築と、教育
の質の充実を目的として策定した伊勢市小中学校
適正規模化・適正配置基本計画の推進を図る。
学校評議員設置経費（小学校・中学校）
学校評議員を設置し、校長が、学校評議員に学校
運営に関して意見を聞く。

小学校教材整備経費・中学校教材整備経費
子どもたちの確かな学力の育成を図るため、文部
科学省策定の「教材整備指針」に基づく教材整備
を図る。
小学校整備事業・中学校整備事業
児童・生徒が安全で快適な学校生活が送れるよ
う、小学校・中学校施設の整備を行う。
神社小学校・大湊小学校統合校整備事業

伊勢市立小中学校適正規模化・適正配置基本計画
に基づき、神社小学校と大湊小学校の統合を目的
とし、統合校の建設を行う。（R3.4開校予定）
【R１】造成工事、建設工事及び工事監理業務委託

幼稚園教材整備経費
教育現場において幼稚園教育要領を実施するにあ
たり、必要となる教材備品の購入や破損備品の修
繕、教材消耗品の整備を行う。
小俣幼稚園空調設備改修事業
小俣幼稚園の既設空調設備は、設置から40年が
経過しており、老朽化が著しいため改修するも
の。改修に伴い空調設備を、集中方式から効率の
良い個別方式とする。
給食施設整備経費
耐用年数を過ぎた備品の更新、老朽化のため衛生
維持が困難になった施設の改修等を行う。
（給食室備品の更新）
教育研究所運営経費
教育研究に関する情報の発信、教育資産の活用に
より、教職員の資質及び教育力向上を図るととも
に、広い分野での研究資料及び情報を収集するた
め、他研究機関との連携を図る。
（小学校・中学校）教育用コンピュータ管理経費

小学校・中学校教育用及び校務用コンピュータの
整備、維持管理を行う。

1,188,311 2,258,902

16,000 14,700

①

109,596 222,746 ①

30,875

27,733 27,461

1,138 1,281

学校
教育課

R1-R2

●

●
学校統合
推進室

R1-R2

学校統合
推進室

2,446 2,635

204,422 ①⑤

①

249,000

R1-R2

施策合計

教育
総務課

R1-R2

学校
教育課

R1-R2

教育
総務課

R1-R2

教育
研究所

R1-R2

教育
研究所

R1-R2

教育
総務課

－

事業予算（単位：千円）
新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

①

学校
教育課

R1-R2 990 960 ⑤

①

①⑤

①⑤
学校統合
推進室

R1-R2

①⑤

26,675

1,744 19,127

教育
総務課

R1-R2

962,982

R1-R2

72,364 48,314

備考

学校
教育課

R1-R2 － 3,842

5,899 4,524 ①⑤

21Ｆ◎

課
題

課題
コー
ド

23 



第２章　教育

生涯にわたり学習できる環境の充実を図ります

課題
コード

◎ 22A

★
◎

22Ｂ

◎ 22C

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

87.9% 88.5% 89.0% 89.5% 90.0%

【令和元年度の方向性】

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

第２節　社会教育

関連するまちづくりの主要課題

①子どもを生み育てやすい環境づくり
②超高齢社会への対応
⑦歴史的・文化的資産の継承と活用

節の目指す４年後の数値指標

市民１人当たりの社会教育施設の年間利用回数　２．２０回　（平成28年度　１．７６回）

課　題 課題解決の方向性

学習機会と学習環境の充
実

家庭や地域の教育力の低下や地域文化の担い手不足といった社会的課題を学習し、
その成果を生かせる機会を充実させます。
また、地域における社会教育活動の推進のためにも、公民館、生涯学習センターや
図書館などをはじめとする社会教育施設が、社会教育の活動拠点として積極的に活
用されるよう、必要な施設の整備や内容の充実を図り、学習環境の整備に努めま
す。

子ども読書活動の推進

子どもに読書を強制するのではなく、子どもが自ら進んで本を手に取り、読書を楽
しく充実したものと感じ、生涯にわたる読書習慣を身につけることによって、心の
豊かさと知恵を獲得できるような環境を整備するため、家庭・地域・学校が連携
し、子どもたちの発達段階に応じた取組を推進します。

１ヶ月に１冊以上読
書をする子ども（中
学生）の割合

全校対象にアンケートを実施し、1ヶ
月に本を1冊以上読んだと回答した子
ども（中学２年生）の割合

読書離れが顕著な中学
生の読書習慣の定着度
が表されるため

・公民館講座に関して、講座内容を見直し、子育て世代等を対象とした講座を取り入れるなど、地域社会における課題の解
決につながる方策を検討する。
・子ども読書活動については、第３次子ども読書活動推進計画が円滑に進むよう、事務局として進行管理を適切に実施す
る。
・青少年非行の減少傾向を維持させるため、引き続き街頭指導を継続するとともに、子どもを狙う不審者への対策として、
パトロールを強化する。また、国・県が進めるネット上のトラブル防止施策に協力し、関係機関と連携を図る。

青少年の健全育成

青少年の健やかな成長を支援するためには、関係機関・団体・地域住民等が青少年
の非行・被害の防止に関する理解と認識を深め、啓発活動や街頭指導の推進によ
り、子どもたちへの関心を喚起し、周りの大人が声をかける機会を充実させるな
ど、子どもたちと積極的に関わっていく取組を推進します。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由
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（参考）
H30

R1

社会教育推進事業
社会教育委員11名の設置および会議の運営。伊
勢市女性団体連絡協議会・飯田市婦人会との交流
会事業

生涯学習推進事業
生涯学習講座開催。生涯学習情報の収集と発信
生涯学習サークルの集合体である、伊勢文化サー
クル協会の活動（自主事業及び文化祭等）への補
助

放課後子ども教室運営事業

地域社会の中で、放課後等に子どもたちの安全で
健やかな活動場所を確保し、様々な体験・活動を
提供するため、放課後子ども教室を実施する。

図書整備経費
閲覧用図書、雑誌、視聴覚資料の購入経費及び電
算管理システム登録経費

図書館運営経費
指定管理料、施設修繕費、図書館協議会・子ども
読書活動推進会議、電算システム端末更新経費等

公民館管理運営経費
市立公民館施設（地元指定管理含む）の施設管理

学習等供用施設維持管理経費
市立学習等供用施設（地元指定管理含む）の施設
管理

生涯学習センター施設維持管理経費
伊勢市生涯学習センター及び二見生涯学習セン
ターの施設管理

ブックスタート支援事業
赤ちゃんと保護者に「絵本」と「赤ちゃんと絵本
を楽しむ体験」をプレゼントする活動である。赤
ちゃんと保護者が、絵本を介して、心ふれあう時
間を持つきっかけを届ける。対象赤ちゃんに絵本
2冊とアドバイス集が入ったブックスタートパッ
クを図書館、1歳6ヶ月児健診で配布する。

学校図書館活性化支援事業【21Bで再掲】
子どもたちの読書活動推進のために、学校図書館
スタッフを市内各校に週1.5回程度派遣する。

読書大好キッズプロジェクト事業【21Bで再掲】

子どもたちの読書活動推進のために、平成29年
度後期から実施の「読書ツアー（低学年版）」、
平成30年度から実施の「読書ツアー（高学年
用）」の充実をはかるとともに、令和２年度実施
のための準備を行う。

学校図書館充実経費（小学校・中学校）【21Bで再掲】

児童・生徒が意欲的に読書活動に取り組めるよう
にするため、児童の多様な興味・関心に応えるよ
う学校図書館を充実させる。

青少年健全育成推進事業
青少年の保護及び健全な育成のため、広報・啓発
及び調査研究等、青少年健全育成の推進に必要な
事業を「伊勢市青少年育成市民会議」に委託し、
事業を推進する。

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

R1-R2 2,861

880 ①②⑦

社会
教育課

R1-R2 2,692 2,552 ②⑦

社会
教育課

R1-R2 540

22A◎

172,665 ①②⑦

社会
教育課

R1-R2 21,892 28,898 ②

社会
教育課

R1-R2 153,373

2,994 ①

社会
教育課

R1-R2 28,194 27,639 ①②⑦

社会
教育課

8,417 ②

社会
教育課

R1-R2 119,362 109,947 ①②

社会
教育課

R1-R2 10,276

22B
★
◎

1,505 ①

学校
教育課

R1-R2 26,488 31,404 ①

社会
教育課

R1-R2 1,531

1,387 ①

学校
教育課

R1-R2 17,705 16,766 ①

学校
教育課

R1-R2 1,512

1,652 ①◎ 22C
社会
教育課

R1-R2 1,686
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（参考）
H30

R1

飯田市交流会実施事業

伊勢市・飯田市の児童の代表が、児童会活動や学
校内外の生活、そして住んでいる地域社会のこと
について話し合い、友情と連帯の輪を強め、次代
のリーダーとして両市の親睦を深める。

成人式開催事業
新成人のつどい（成人式）を開催する。新成人代
表からなる実行委員会において、企画から当日の
準備運営までを行う。

相談センター管理運営事業

青少年の健全な育成を図るため、伊勢市青少年相
談センターを設置し、青少年の相談業務を実施す
るとともに、関係機関及び関係団体との協力体制
を確立する。また、青少年指導員を委嘱・任命
し、青少年に対する街頭指導を実施するととも
に、非行防止のための有害環境浄化活動を行う。

394,796 413,484

社会
教育課

R1-R2 1,004 1,436 ①

備考
課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

施策合計

1,192 ①

社会
教育課

R1-R2 4,464 4,150 ①

社会
教育課

R1-R2 1,216
22C◎
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第２章　教育

ライフステージに合わせてスポーツを楽しめる環境の充実を図ります

課題
コード

★
◎

23A

◎ 23Ｂ

23C

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

5,052
人

6,250
人

7,500
人

8,750
人

10,000
人

【令和元年度の方向性】

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

第３節　スポーツ
関連するまちづくりの主要課題

②超高齢社会への対応

節の目指す４年後の数値指標

週１回以上スポーツ（運動）を行っている市民の割合　43.0％　（平成29年度　3２.3％）

スポーツ施設の利便性の
向上

利用者の安全・安心を確保し、快適に利用していただけるよう努めるとともに、施
設整備においては、施設の現状を把握し適切に対応していきます。
さらに、令和３年（2021年）の第76回国民体育大会（三重とこわか国体）に向
けて、国体施設基準にあった施設整備を行います。

指標
年度別目標値

課　題 課題解決の方向性

スポーツ活動の充実
スポーツを「する人」、「みる人」、「支える人」の輪が広がるように、イベント
の実施や各種大会、教室等の開催支援を行うなど、生涯にわたって健康で生きがい
を持ってスポーツに親しむことができるよう、スポーツ活動の充実を図ります。

スポーツ関係団体の強化
と連携強化

多様化するニーズに対応できるように、スポーツ推進委員連絡協議会や体育協会、
スポーツ少年団、レクリエーション協会、総合型地域スポーツクラブ等の団体の育
成や支援を行います。

スポーツ大会等への
参加人数

・スポーツ大会等への参加人数を増やすため、市内に８クラブある全総合型地域スポーツクラブと連携を図り、クラブ会員
をはじめ広く市民の皆さんが気軽にスポーツに親しんでいただける新たな交流事業を実施する。
　また、第２期伊勢市スポーツ推進計画で掲げる社会像である「市民一人ひとりが、それぞれのライフステージに合わせ
て、子どもから成人、高齢者、障がい者を問わず自分のスタイルを持ってスポーツを楽しみ、生き生きとした生活を送るこ
とができる社会を目指します」を実現するため、特に、障がい者スポーツの理解と普及に努める。

指標の算出方法

市主催大会等への参加人数

指標の設置理由

スポーツに親しむきっかけづく
りに寄与するため
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（参考）
H30

R1

生涯スポーツ推進事業
各種スポーツ大会、教室等を開催することで、ス
ポーツするきっかけを提供する。

スポーツ推進審議会開催事業
市の諮問に応じてスポーツの推進に関することを
審議する。
小学校体育活動推進事業・中学校体育活動推進事業
小学校体育の充実と活性化を図る（小学校陸上記
録会の開催等）。中学校体育の充実、学校部活動
の活性化を行う（伊勢市中学校各種体育大会等の
実施等）。
全国大会等参加激励事業
全国大会等に出場する競技者への激励金を支給す
る。

競技スポーツ推進事業
競技人口の拡大、ジュニア層の競技力の向上、競
技スポーツ大会への参加機会の充実を図るための
費用を一部負担する。
スポーツ国際交流推進事業
スポーツを通し、子ども同士の国際交流を実施す
る。
集客誘致大会開催事業（スポーツ課）
全国規模の大会を開催する。
（神宮奉納全日本ソフトテニス大会、都道府県対
抗全日本中学生ソフトテニス大会、神宮奉納選抜
社会人野球大会）
スポーツ推進委員事業
スポーツ基本法に基づき設置するスポーツ推進委
員の活動等に伴う経費
総合型地域スポーツクラブ育成事業
それぞれの地域において、「いつでも」「どこで
も」「いつまでも」、誰もが気軽にスポーツに親
しむことができる環境を作ることで、市民の体力
の維持・向上はもとより、健康づくりや仲間づく
り、子どもたちの人間形成や地域コミュニティの
強化を図る。

スポーツ少年団育成事業
子どもたちのスポーツ活動に関する視野を拡大
し、スポーツ人口の一層の拡大を図ることを目的
として各地域で活動するスポーツ少年団に対して
支援する。
Ｂ＆Ｇ海洋センター事業
水泳教室等を通じて水に触れる機会の提供と泳力
の向上を図るとともに、健全な子どもたちを育成
する。（水泳教室の開催・研修会への参加・
B&G財団及び近隣海洋センターとの情報交換）
学校体育施設開放事業
市内小中学校の体育施設の夜間・休日を一般開放
することで、市民の身近な場所にスポーツ活動の
場を提供し、体力の保持・増進、住民相互の交流
及び生涯スポーツの振興を図る。
体育施設整備事業
安全で快適にスポーツを楽しむための環境整備を
行う。（小俣総合体育館高圧受電設備改修工事、
小俣総合体育館トイレ改修工事、二見グラウンド
観覧席塗装工事　ほか）

159,893 118,364施策合計

スポーツ
課

スポーツ
課

スポーツ
課

スポーツ
課

スポーツ
課

スポーツ
課

スポーツ
課

スポーツ
課

スポーツ
課

スポーツ
課

5,510

6,129

5,510

500

6,300 4,012

R1-R2 151

R1-R2 5,390

R1-R2 6,129

R1-R2 19,997 17,473

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

4,467

R1-R2 5,690

951 984R1-R2

R1-R2 2,184 2,154

②

8,296 ②

4,908

239

4,875

500

スポーツ
課

R1-R2

23C

★
◎

23A

23B◎

R1-R2

スポーツ
課

R1-R2

R1-R2

R1-R2

スポーツ
課

R1-R2 2,624 5,284

100,000 58,000
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第２章　教育

郷土愛を醸成するとともに伊勢らしい文化・芸術の振興を図ります

課題
コード

◎ 24A

24Ｂ

◎ 24C

★
◎

24D

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

20,793
人

22,000
人

23,000
人

24,000
人

25,000
人

【令和元年度の方向性】

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

第４節　文化
関連するまちづくりの主要課題

③地域のつながりの再生
⑦歴史的・文化的資産の継承と活用

節の目指す４年後の数値指標

文化・芸術事業の満足度　８０．０％　（基準値　なし）

課　題 課題解決の方向性

文化財（有形・無形）等
の保存・活用

伊勢市固有の文化、民俗芸能などに市民が触れる機会を設け、文化財と伝統文化の
保存継承及び整備活用を支援し、伊勢の魅力を高めていくことを目指します。

文化芸術活動への参加の
きっかけづくりと後継者
の育成

小中学校等に文化芸術活動に関わる個人又は団体を派遣し、質の高い文化芸術を鑑
賞・体験する機会を提供し、子どもたちの豊かな創造力やコミュニケーション能力
を養います。

市博物館施設の
入館者数

文化振興課所管の博物館施
設の入館者数

伊勢の歴史文化等への興味・関
心の高まりを表すため

・文化財等の保存・活用として、新たに４件の保存整備事業への補助、１件の案内板の設置、史跡の公有地化、賓日館の耐
震診断を行う。
・文化芸術に親しむ機会の拡充として、秋に第63回伊勢市民芸能祭等を開催する。新規公演として、３つの文化公演を開
催する。
・文化芸術活動への参加のきっかけづくりと後継者の育成として、新たな講座を追加し、文化体験講座を開催する。
・文化施設の整備と利用推進として、各施設の維持管理を行うとともに、他課と連携してスタンプラリーの特典を充実し、
更に楽しみながら学ぶことができるよう取り組む。

文化芸術に親しむ機会の
拡充

市民が文化芸術に親しむとともに、日頃の文化芸術活動の成果を発表する場とし
て、伊勢市芸術祭を開催します。また、上質な音楽や演劇等を提供することを目的
とした文化芸術公演を開催します。

文化施設の整備と利用推
進

施設整備の更新を計画的に行うとともに、文化施設の利用推進を図り、質の高い文
化振興と地域の発展を目指します。また、市民が地域の歴史や文化について興味や
関心を持ち、楽しみながら学べるよう、博物館や美術館等の活用と文化財や史跡を
実際に見て学ぶ活動を推進します。

指標

年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由
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（参考）
H30

R1

文化財保存整備事業補助金
市内に所在する指定文化財の保存修理等にあたっ
て所有者へ補助金を交付する。
令和元年度は５件の文化財の保存修理費等に対し
て補助金を交付する。
指定無形民俗文化財等保存継承事業補助金
伊勢市内で伝承されている指定無形民俗文化財等
の連綿とした保存継承を支援するため、伝承団体
が行う後継者育成・備品整備・記録作成・普及宣
伝等の事業に対し補助金の交付を行う。令和元年
度は指定無形民俗文化財１７団体、未指定無形民
俗文化財６団体に対して実施する。

文化財案内板設置事業
市内の旧跡等の文化財に対し、文化財案内板等を
設置することにより、その所在を明らかにし、来
訪者への周知を図る。令和元年度は、新設案内板
1基を設置し、新設案内板文章の英語翻訳およ
び、その読み取り用ＱＲコード付きステッカーの
貼付に取り組む。

旧豊宮崎文庫整備活用事業
市が所管する国指定史跡「旧豊宮崎文庫」につい
て、来訪者が利用しやすい環境を維持する目的で
実施する。令和元年度は、史跡公有地化と旧豊宮
崎文庫に関する講演会・史跡見学会、せんぐう館
見学を開催する。

全市博物館構想推進経費
伊勢市全体を「博物館」としてとらえ、市民によ
り隠れた文化資産・地域資源を発掘・展示ができ
る人材を育成する。また、既存の博物館等のネッ
トワークを通じて情報の共有・発信を行う。
文化財保護審議会運営経費
本市に所在する文化財の保存・活用に関する重要
事項等について調査・審議を行う。令和元年度
も、指定文化財等候補物件やその他文化財の保
存・活用に関する事項の調査・審議を行う。
文化財維持管理経費
市が所有する史跡等について、市民が利用しやす
い環境を維持するとともに、将来に渡って継承し
ていくために必要な管理を行う。令和元年度には
市指定天然記念物オヤネザクラの剪定業務委託を
新たに実施する。

二見浦保存管理計画運営経費
平成18年7月に国指定名勝となった「二見浦」
について、名勝二見浦保存管理計画に基づき、各
方面の専門家等を交えた運営組織により、適切な
名勝の整備、活用及び運営を行う。令和元年度
も、引き続き現状変更等の調査審議を行う。

賓日館保存事業
賓日館は市が所管する文化財（国の重要文化財）
であり誘客施設として活用されているため、文化
財の価値を守り、安全に公開活用するために、耐
震診断を行い、補強案を策定する。また、建物の
維持管理のための修繕を実施する。

芸術祭開催事業
市内の文化芸術の振興を図るため、「伊勢市芸術
祭」としてさまざまな事業を開催する。（市民芸
能祭、市美術展覧会等の開催）.

文化芸術鑑賞事業
上質な音楽や演劇等を提供することを目的とした
文化芸術公演を開催する。なお、開催にあたって
は、各種助成金を活用する。

24A

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

◎

8,932 ⑦R1-R2 2,266

⑦

文化
振興課

24B

★
◎

24A
24D

●
文化
振興課

R1-R2 － 18,761 ⑦

3,217

39 27,403 ⑦

文化
振興課

R1-R2 575

文化
振興課

R1-R2 377 297 ⑦

552 ⑦

文化
振興課

R1-R2

3,800 3,600 ③⑦
文化
振興課

R1-R2

文化
振興課

R1-R2

文化
振興課

R1-R2 804 320 ⑦

文化
振興課

R1-R2

2,412 3,588

995 281 ⑦

文化
振興課

R1-R2 2,352

文化
振興課

R1-R2 5,305 4,987
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（参考）
H30

R1

次世代のための文化芸術推進事業
いせうどんや蓮台寺柿等の伊勢の美しい食べ物、
民俗行事等の歴史文化をお題にした「短詩型文学
祭」の作品公募、美術館等の博物館を巡る文化ス
タンプラリー、茶道・箏等の体験講座を行い、次
代を担う小中学生に伊勢の魅力を伝え、創造力や
感性を養う。

全国大会等参加激励事業
全国規模の芸術文化大会（合唱、吹奏楽、将棋
等）に出場する者に激励金を交付する。

賓日館管理運営事業
国指定重要文化財である賓日館の適正な管理運営
を目的としている。

観光文化会館施設維持補修経費
観光文化会館を安全に維持管理するために必要な
維持補修経費

古市資料館施設維持管理経費
展示室並びに研修室の運営を指定管理者に委託す
ることによって行う。また郷土文化振興の拠点の
場として最良の利用環境を保つために、適切に施
設の維持管理を行う。
伊勢河崎商人館施設維持管理経費
河崎商人館の運営を指定管理者に委託することに
よって行う。また最良の利用環境を保つために、
適切に施設の維持管理を行う。
尾崎咢堂記念館施設維持管理経費
展示室並びに会議室の運営を指定管理者に委託す
ることによって行う。また教育・学術・地域文化
の振興拠点として最良の利用環境を保つために、
適切に施設の維持管理を行う。
山田奉行所記念館施設維持管理経費
山田奉行所記念館の運営を指定管理者に委託する
ことによって行う。また郷土文化振興の拠点の場
として最良の利用環境を保つために、適切に施設
の維持管理を行う。
観光文化会館施設維持管理経費
観光文化会館を維持管理するため必要な経費

109,850 542,166

⑦
文化
振興課

R1-R2 1,037

備考

24C◎

課
題

課題
コード

所属名
事業
年度

⑦

⑦

3,942 ⑦

新
規

事業名（中事業名）・事業概要

9,129

1,140

施策合計

53,265

24D
★
◎

文化
振興課

R1-R2 3,765

二見
生活福祉

課
R1-R2 11,350

文化
振興課

R1-R2 7,581

文化
振興課

R1-R2 582 752

文化
振興課

R1-R2 45,499

文化
振興課

R1-R2 8,800 382,547

R1-R2 6,471 7,883 ⑦

文化
振興課

7,953

文化
振興課

R1-R2 5,468 3,989

⑦

事業予算（単位：千円）

31 



第３章　環境

資源の有効活用及び循環型のまちづくりを進めます

課題
コード

◎ 31A

◎ 31Ｂ

◎ 31C

★ 31D

31E

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

1,739
ｔ

1,673
ｔ

1,642
ｔ

1,615
ｔ

1,579
ｔ

【令和元年度の方向性】

電気自動車等の普及推進
低炭素社会を目指し、住民・事業者等と連携しながら電気自動車
等の普及を促進します。

ごみの発生抑制
ごみとなるものを出さない発生抑制（リデュース）を図るため、
住民や事業者等への効果的な施策を推進します。

ごみの資源化
リサイクル意識を高め、ごみの減量を図るため、分別実態等を踏
まえた効果的な啓発等を推進します。また、新たなリサイクルに
ついての情報収集・研究を進めます。

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

・社会環境の変化等への対応として、令和2年以降の環境の保全に関する目標、基本的方向及び配慮の指針となる第3期環
境基本計画の策定を進める。
・ごみの発生抑制について、食品ロスを削減するため、消費者一人ひとりの意識をどのように変えていくか、企業、関係団
体、行政が一体となった取組を進める。
・ごみの資源化について、保存版「雑がみ分別表」を作成し全戸配布することにより、さらなる雑がみ分別の定着化・習慣
化を促進させる。

第１節　循環型社会 ⑥自然災害への備え

関連するまちづくりの主要課題

未利用食品の量

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

家庭系燃えるごみ量（収集
量+直接搬入量）×組成調査
に基づく未利用食品の割合

ごみの発生抑制が表されます

市民１人１日当たりの家庭系燃えるごみ排出量　540.77ｇ　（平成28年度　562.67ｇ）

節の目指す４年後の数値指標

観光都市としての自然環境や景観などについて、設備規模に応じ
た必要な配慮が行われる「地域と調和した太陽光発電の普及」を
推進します。

課　題 課題解決の方向性

市として率先して省エネ活動に取組むとともに、暮らしや事業活
動の転換に関する提案や情報提供に取り組みます。

地域と調和した太陽光発電の普及推進

省エネ活動の促進
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（参考）
H30

R1

太陽光発電普及促進事業
一般家庭及び事業所における太陽光発電設備普及
促進のため、太陽光発電設備設置者に対し補助金
を交付する。60千円×100件＝6,000千円
太陽光発電適正導入推進（非予算化）
三重県太陽光発電施設の適正導入に係るガイドラ
イン等に基づき、関係法令の遵守等を図り、地域
と調和した適正な導入を進める。
エコドライブ普及推進事業
環境にやさしいクリーンな車環境の実現のため、
エコドライブ実践を行うとともに、市民、事業者
に対して情報発信や講習会の開催等を行う。
電気自動車等の普及推進（非予算化）
事業者、団体、市民等と連携し、啓発活動等を実
施し、電気自動車等の普及促進を図る。

きれいなまちづくり推進事業【33Ｂ･Ｃで再掲】
ごみの発生抑制・リサイクル意識を高め、ごみの
減量を図るため、伊勢市環境会議により、住民や
事業者等へごみの減量や分別の啓発を実施する。
また、路上喫煙対策について、調査・検討を行
う。
ごみ減量化容器設置補助金
生ごみの自家処理を促進し、ごみの減量化を図る
ことを目的に、ごみ減量化容器購入者に対し、助
成を行う。
ＭＯＴＴＡＩＮＡＩ推進事業【33Ｂで再掲】
ごみ減量・資源化を進めるため、ごみの発生抑制
（リデュース）と質の高い再生利用（リサイク
ル）を重点に置き、”もったいないをもう一度”
をスローガンに啓発強化に取り組む。
再生資源回収推進事業
市民のリサイクル意識の高揚の促進を図るため、
資源物の集団回収活動を行う団体に対して、回収
量に応じて奨励金を交付する。
環境基本計画策定事業【32関連、33関連で再掲】
伊勢市環境基本条例８条に基づき「第３期伊勢市
環境基本計画」を策定する。【計画期間】2020
～2029年度
廃棄物集積所設置補助金
燃えるごみの排出場所を集積化し、収集の効率
化・排出環境を充実するため、集積所設備を設
置、修繕する自治会等へ補助金を交付する。
不法投棄防止対策推進事業
看板の設置等により不法投棄の防止を図るととも
に、不法投棄された廃棄物の撤去及び適正処理を
行う。
再資源分別回収事業
資源物の分別回収と効率的な収集を行うため、資
源拠点ステーションの維持管理や資源物収集業務
を委託する。

454,182 479,338施策合計

取り組む事業

813清掃課 R1-R2 946

－ ⑥◎ 31C 環境課

⑥－－

31A◎

R1-R2 354

6,021環境課

349◎ 31Ｂ 環境課

R1-R2環境課

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名

R1-R2

2,600 2,030

備考

R1 6,623

事業
年度

事業予算（単位：千円）

⑥

R1-R2 －

⑥

237 616

★
31D
31E

清掃課 R1-R2 5,045 3,305

清掃課 R1-R2

清掃課

ー 7,000 ⑥

清掃課 R1-R2 425,791 446,972

環境課 R1

清掃課 R1-R2 6,007 5,866

6,579 6,36631E 清掃課 R1-R2

31D★

31
関連

◎
31
関連

●
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第３章　環境

豊かな自然を守り快適な生活環境と調和のとれたまちづくりを進めます

課題
コード

★
◎

32A

◎ 32Ｂ

◎ 32C

◎ 32D

◎ 32E

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

72.6
％

74.7
％

76.4
％

79.0
％

80.8
％

【令和元年度の方向性】

・本市における自然環境及び生活環境の保全、公衆衛生の向上のため、今後も継続して啓発事業等の取組を進めていく。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

汚水処理人口普及率

(下水道処理人口+合併処理浄
化槽処理人口)/市総人口×
100
※環境省が実施する浄化槽等処
理人口調査の算出方法による

伊勢市の生活排水処理の状況が
表されます。

公害についての状況把握と水質事故等への
適切な対応

市内における大気汚染、騒音・振動の状況を調査・把握し分かり
やすい情報発信に努めます。また、水質事故が発生した場合は関
係機関と連携し適切に対応します。

土地所有者の適正管理意識の向上
空き地の適正管理について啓発に努めるとともに、必要に応じて
土地所有者に連絡します。

ペット飼育マナーの向上
動物愛護週間等を通じて飼育マナーの向上に努める他、必要に応
じて飼い主への直接訪問等により適正飼育の啓発に努めます。

課　題 課題解決の方向性

下水道・合併処理浄化槽の普及 補助金等により合併処理浄化槽の普及を進めます。

生活排水に関する住民意識の向上
広報やホームページはもとより、イベントや自治会単位で生活排
水に関する説明会を実施するなど、きめ細かい啓発に努めます。

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

第２節　環境保全
関連するまちづくりの主要課題

①子どもを産み育てやすい環境づくり
⑤選ばれるまちづくり

節の目指す４年後の数値指標

勢田川BOD値　　3.0ｍｇ/ℓ　　（平成28年度　6.1ｍｇ/ℓ※中部地方整備局測定値）
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（参考）
H30

R1

合併処理浄化槽整備事業補助金
合併処理浄化槽の設置促進のため、設置者に対し
補助を行う。また、団地等に設置されている共同
汚水処理施設の適正管理のため、管理団体が行う
修繕に対し費用の一部を補助する。
生活排水対策啓発事業【33Ａ･Ｃで再掲】
公共用水域の水質保全等の啓発を図るため、市民
と連携し生活排水対策意識の高揚、清掃活動など
を行う。
調査事業
市内において河川等の水質、騒音振動、悪臭等の
調査を行い、調査結果を基に周知、啓発を行う。

空き地苦情対応（非予算化）
草木の繁茂等の苦情があった市内の空き地に対し
て、現地確認を行い、土地所有者に対処を依頼す
る。
犬猫不妊手術費等補助金
犬猫の不妊去勢手術実施者に対して費用の一部を
補助する。

環境基本計画策定事業【31関連、33関連で再掲】
伊勢市環境基本条例８条に基づき「第３期伊勢市
環境基本計画」を策定する。【計画期間】2020
～2029年度
高麗広地区飲料水浄化施設等設置補助金
高麗広地区において、自家用井戸又は飲料用の浄
水装置等の設置、又は改修する者に対しその費用
の一部を補助する。
共同墓地整備事業補助金

共同墓地内のごみ集積所、水汲み場、通路等の共
同利用施設の設置等の環境整備を実施した墓地管
理自治会等に対しその費用の一部を補助する。

102,859 108,493

4,238

施策合計

環境課 R1-R2 1,732

32
関連

◎ 32E 環境課 R1-R2 2,340 ①⑤

環境課 R1-R2 430 430

2,302

4,905 ①⑤

◎ 32D 環境課 R1-R2 － － ①⑤

◎ 32C 環境課 R1-R2 5,180

89,254 ①⑤

◎ 32B 環境課 R1-R2 333 326 ①⑤

★
◎

32A 環境課 R1-R2 92,882

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

ー 7,000 ①⑤◎
32
関連

● 環境課 R1
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第３章　環境

環境を守り育てる文化の醸成を図ります

課題
コード

33A

★ 33Ｂ

◎ 33C

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

52.9% 58.8% 61.8% 67.6% 70.6%

【令和元年度の方向性】

企業と連携して環境
教育を推進している
小中学校の割合

三重県教育ビジョンに関す
る調査において、企業と連
携して、環境教育を推進し
ていると回答した伊勢市の
小中学校の割合

学校教育における環境教育の充
実の状況が表されるため

・事業所や団体、教育機関等との連携を図り、多様な環境啓発・教育機会の創出を図る。
・ごみ分別キャラクターを用いた体験・参加型の「出前授業」等を定着化させ、どの世代も楽しく分かりやすい環境教育を
進め、さらなるごみの減量、分別・資源化に向けた市民意識の定着化・習慣化を図っていく。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

住民による環境保全活動の促進
取組例に関する情報提供や相互交流の機会提供等の支援を行い、
地域・グループによる主体的な環境保全活動の促進を図ります。

関連するまちづくりの主要課題

③地域のつながりの再生

節の目指す４年後の数値指標

レジ袋辞退率　　93.0％　　　　　　（平成28年度　90.7％）

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

第３節　環境教育

学校教育における環境教育の充実
自ら考え、実践できる人づくりのため、各教科や総合的な学習の
時間等における環境教育のほか、多様な主体との連携等により、
体験・参加型の環境教育機会の充実を図ります。

課　題 課題解決の方向性

環境学習に関する機会充実と多様化
住民・事業所等の多様な主体、また、他分野との連携等により、
様々な内容・機会の充実を図ります。
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（参考）
H30

R1

生活排水対策啓発事業【32Ｂで再掲】
公共用水域の水質保全等の啓発を目的に、市民と
連携し水生生物調査、河川浄化実験等を実施す
る。
環境フェア等開催事業
地域団体や大学、事業所等と連携し、多様な環境
学習の機会を提供するとともに、相互交流の機会
提供を図るため、伊勢市環境フェアを開催する。
環境教育推進事業
環境教育推進のために民間事業者、地元大学と連
携し、市内小中学校での出前授業の開催や、イベ
ントへの出展を行う。
ＭＯＴＴＡＩＮＡＩ推進事業【31Ｄ･Ｅで再掲】
小学校低学年、幼年期の子どもたちへの関心を図
るため、ごみ分別ＰＲキャラクターを取り入れ、
参加・体験型の出前授業を実施する。
きれいなまちづくり推進事業【31Dで再掲】
グループによる主体的な環境保全活動の促進と体
験・参加型の環境教育機会の充実を図るため、伊
勢市環境会議へ支援を行う。
環境基本計画策定事業【31関連、32関連で再掲】
伊勢市環境基本条例８条に基づき「第３期伊勢市
環境基本計画」を策定する。【計画期間】2020
～2029年度

6,717 12,874

3,305

施策合計

7,000 ③◎
33
関連

● 環境課 R1 ー

R1-R2

300

★
◎

33B
33C

清掃課 R1-R2 237 616 ③

33A 環境課

5,045

902 1,327 ③

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

◎
33A
33C

環境課 333 326 ③

◎
33A
33C

環境課 R1-R2

R1-R2 200

★ 33B 清掃課 R1-R2
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第４章　医療・健康・福祉

資源の有効活用及び循環型のまちづくりを進めます

課題
コード

★
◎

41A

◎ 41B

◎ 41C

◎ 41D

41E

41F

★
◎

41G

◎ 41H

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

１か所 ２か所 ３か所 ４か所 ４か所

59% 61% 63% 65% 67%

【令和元年度の方向性】

助産師による産前産
後相談の充実

年１か所ずつ設置
各総合支所の単位
（身近な場所で相談できる機会
を拡大する）

地域医療体制の確保
看護師・准看護師や公的病院への支援を行うとともに一次救急・
二次救急の地域医療体制の維持確保に努めます。

地域医療連携の推進（市立伊勢総合病院）
保健（予防）、医療・ケア、介護、福祉において、他の関係機関
と協働して、市の施策を推進、遂行します。

福祉医療費制度による保健福祉の増進
障がい者・こども・一人親家庭・寡婦などの医療費を助成するこ
とにより、保健の向上と福祉の増進を図ります。

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

・健康寿命の延伸を目的とした身体活動・運動習慣を増やすために、日常生活の中で気楽に取り組むことができるオリジナ
ル体操として『いせし健康体操』を平成29年度に完成させ、平成30年度は様々なイベント等でお披露目や普及啓発を行っ
た。令和元年度は、更にこの体操を広めるために『いせし健康体操普及推進員』の養成を行い、普及活動を強化する。ま
た、関係機関と連携し、糖尿病性腎症の重症化予防の取組を推進する。
・ハイリスク妊婦が年々増える状況の中、妊娠期からのスムーズな支援、顔の見える関係づくり、全数把握のため、妊娠期
から子育て期への切れ目ない支援を強化の一環として、令和元年度から母子健康手帳の交付を母子保健コーディネーター
（保健師）のいる中央保健センターに集約して実施する。
　また、助産師による産前産後相談は、更に１か所増やし、３か所での実施とする。

第１節　医療・健康 ①子どもを産み育てやすい環境づくり
②超高齢社会への対応
⑤選ばれるまちづくり

関連するまちづくりの主要課題

紹介率（病院）

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

地域医療支援病院紹介率 病診連携の進捗度を表すため

健康寿命の延伸　男性79歳、女性8３歳　（平成27年　男性77.8歳、女性80.3歳）

節の目指す４年後の数値指標

安心して妊娠・出産・子育てができるよう、ママほっとテラス
（子育て世代包括支援センター）を拠点に母子保健コーディネー
ター（保健師）や助産師が中心となって、妊娠・出産・子育ての
切れ目ない支援を強化します。

課　題 課題解決の方向性

母子保健法に基づき、乳幼児の健全育成と虐待予防及び子育て支
援を図るため、健康診査、健康教育、健康相談、訪問指導を実施
します。

妊娠期から子育て期への切れ目ない支援の
充実

子どもの健やかな成長を支援する母子保健
事業の充実

主体的な健康づくりの推進
誰もが健康に生涯を過ごすことができるよう、健康づくりに取り
組みやすい環境づくりと個人の主体的な健康づくりの取組を支援
します。

生活習慣病の発症予防と重症化予防の推進
がん検診の受診勧奨や生活改善の普及啓発を行うとともに、生活
習慣病の発症や糖尿病性腎症などの重症化を防ぐ取組を強化しま
す。

予防接種の推進
感染症予防の知識の普及や予防接種を促進し、感染症の発生及び
まん延防止を図ります。
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（参考）
H30

R1

妊娠出産支援事業
安心して妊娠・出産・子育てができるよう、中央
保健センターを拠点に、母子保健コーディネー
ターや助産師が中心となって妊娠期からの切れ目
ない支援を行う。
産後健康管理事業
産後うつの予防や新生児への虐待予防、疾病や異
常の早期発見、早期対応のため、産婦健康診査を
２回、乳児健康診査を１回実施することにより、
産後間もない時期の母と子の健康管理および支援
を強化する。
母子健康手帳交付事業
妊娠の届出により、妊娠、出産、育児に関する一
貫した健康管理の記録となる母子健康手帳を交付
する。妊婦にやさしい環境づくりの一環として、
「マタニティマーク」の普及・啓発を図ってい
る。

妊婦・乳児健康診査事業
妊婦健康診査を14回、乳児健康診査を２回実施
し、疾病や異常の早期発見、早期対応により、各
期に応じた母子の健康づくりを支援する。
幼児健康診査事業
身体発育、精神発達の面で重要な時期である1歳
6か月時と3歳6か月時に健康診査を実施し、疾
病や障害などの早期発見と早期治療を目指す。
また、深刻化する児童虐待を防止するため、相談
機能の充実を図り、児童虐待の徴候を早期発見
し、育児不安等の解消と児童虐待の防止に努め
る。

歯科健康診査事業
妊婦および子育て世代の保護者、幼児のための歯
科健康診査（個別・集団）を行う。また、幼児期
からの口腔衛生意識を高め、正しい口腔清掃の生
活習慣を身につけることを目的に、幼児の歯科健
康診査の際にフッ化物塗布やブラッシング指導も
行う。

新生児聴覚検査助成事業
子どもの健やかな発育を支援していくために、生
まれつきの難聴児の早期発見、早期支援に向けて
新生児期に聴覚検査を実施する。
乳幼児保健指導事業
乳幼児の疾病異常の早期発見及び健康の保持増進
に努めるとともに母子ともに健全育成を図り、育
児上の悩み等への適切な助言や、保護者が自信を
持って育児が出来るように、専門職による相談や
教室を開催する。

新生児等訪問指導事業
不安の多い新生児期や発達の遅れ等のある乳幼児
を対象に、安心して育児ができるよう各家庭を訪
問し保健指導を実施する。

不妊不育治療費助成事業

不妊不育治療を行っている夫婦に対し医療費の一
部を助成する。

未熟児養育医療事業
入院医療費が必要な未熟児に対して、医療の給付
を行う。

骨髄移植ドナー支援事業

骨髄等の提供者（ドナー）及びその者を雇用する
事業所等に対して、経済的な支援として助成金を
交付し、骨髄等提供の負担軽減を図り、ドナー登
録者数の増並びに骨髄等の移植の推進に寄与す
る。

取り組む事業

①14,90914,109R1-R2健康課

健康課

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

13,953

①

健康課

①⑤

備考

R1-R2 13,786

41A
★
◎

健康課 R1-R2 521 531 ①

健康課 R1-R2 107,893 105,469 ①

①

7,019 4,512 ①

①健康課 R1-R2

7,015 7,014 ①健康課 R1-R2

健康課 R1-R2 15,004 15,004 ①

健康課 R1-R2 5,283 6,135 ①

41Ｂ◎

健康課 R1-R2 7,799 6,234

R1-R2

4,705 3,238

健康課 R1-R2 2,550 2,130

◎ 41C 健康課 R1-R2 450 450
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（参考）
H30

R1

健康文化都市推進事業
第2期伊勢市健康づくり指針（伊勢市健康増進計
画）に基づき、健康の日、健康文化週間を中心に
健康づくりのための啓発事業を行う。
食生活改善推進事業
地域の中で適切な食生活について正しい情報や知
識の普及・啓発活動の役割を担う食生活改善推進
員の養成と、伊勢市食生活改善推進協議会への食
生活改善事業を委託する。
成人健康診査事業
健康増進法に基づき生活習慣病の早期発見を目的
に、骨粗しょう症、肝炎ウイルス検診及び保険未
加入者への健康診査を実施する。
がん検診事業
日本人の死因第1位であるがんを早期発見し、早
期治療につなげることを目的とし、市内の医療機
関（個別検診）及び検診バス（集団検診）による
各種がん検診を実施する。あわせて、がん検診の
啓発及び受診促進への取り組みを強化する。
歯周疾患検診事業
歯周病等の早期発見、早期治療により歯の健康管
理意識を高め歯の喪失を防ぐ。30､35､40～
50､55､60､65､70歳の市民を対象に問診及び
歯周組織検査を行う。
成人保健指導事業
保健指導が必要な市民に対し家庭訪問や健康相談
を実施し、生活習慣病等を予防する。
予防接種事業
伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防
するため、医療機関での個別接種による定期予防
接種を実施する。
感染症予防事務費
指定感染症患者発生時に、家屋等の消毒と市民へ
の周知を実施し、感染症のまん延予防に努める。
風しん予防接種費助成事業

風しんの感染拡大の防止と先天性風しん症候群の
発生を予防するため、妊娠を希望している抗体価
の低い女性とその同居者及び抗体価の低い妊婦の
同居者に対し、風しんワクチン接種費用の一部助
成を行う。

看護学校等事業充実費補助金
地域における看護師・準看護師の育成確保を図る
ため、養成機関が実施する事業に対して補助金を
交付し、看護師・准看護師の養成を支援する。
健康・医療電話相談事業
心と体のさまざまな相談に答える24時間無休体
制の無料電話相談窓口業務を委託により実施す
る。
一次救急医療事業
一次救急医療体制の円滑な運営及び救急医療知識
の普及等を伊勢地区医師会に委託し、市民の休日
夜間の診療不安の軽減を図る。市民等が参加する
イベントを主催する希望者に無料でAEDの貸し
出しを行う。
病院群輪番制病院運営費補助金
休日・夜間における重症救急患者に対応するた
め、地域内の２総合病院が輪番制により確保する
二次救急医療体制の維持に必要な運営費の一部を
助成する。二次救急医療圏の市と度会郡４町が人
口割にて運営費を負担。
連携リハビリテーション医学講座設置事業

市から藤田医科大学へ寄附を行い、伊勢市とその
周辺の住民に健康で安心できる生活を提供する医
療体制（主に回復期リハビリテーション）に関す
る研究・教育を目的とした講座を設置し、地域医
療体制の充実を図る。

41C◎

41D◎

41E

41F

健康課 R1-R2 24,000 24,000

健康課 R1-R2 982 ②

2,217健康課 R1-R2

事業
年度

－ 1,906

健康課 R1-R2

課
題

課題
コード

健康課 R1-R2

健康課 R1-R2 1,020 781 ②⑤

262,798 248,209 ②

● 健康課 R1-R2

健康課 R1-R2

332,675 330,564

健康課 R1-R2 5,987 8,642 ②

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名

886

健康課 R1-R2 15,445 12,181 ②

事業予算（単位：千円）

備考

健康課 R1-R2

3,949 3,986

健康課 R1-R2

333 333

2,176

34,526 34,952

健康課 R1-R2

②健康課 R1-R2 1,324 1,273

9,776 9,401
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（参考）
H30

R1

公的病院支援事業補助金
市内唯一の公的病院であり、小児医療等の不採算
医療を担っている伊勢赤十字病院に、その運営経
費の一部助成する。
医科診療所運営事業
夜間や休日などに救急医療が必要な市民に応急的
な医療を行うため、休日・夜間応急診療所を開設
し、一次救急医療を確保する。
歯科診療所運営事業
休日に救急医療が必要な市民に応急的な医療を行
うため、休日・夜間応急診療所（歯科）を開設
し、一次救急医療を確保する。
病診連携の推進
病院・診療所等との機能分化と連携を促進してい
くために、地域の医療機関等を訪問し要望の聞き
取りを行い、紹介患者の促進を行う。
障害者医療費支給事業
身体障害者手帳1級～4級、療育手帳A1～B1の
対象者に対し、健康保険が適用される医療費の自
己負担相当額を助成する。また、精神障害者保健
福祉手帳1級の対象者に対し、通院に係る健康保
険が適用される医療費の自己負担相当額を助成す
る。

６５歳以上障害者医療費支給事業
身体障害者手帳1級～4級、療育手帳A1～B1の
対象者に対し、健康保険が適用される医療費の自
己負担相当額を助成する。また、精神障害者保健
福祉手帳1級の対象者に対し、通院に係る健康保
険が適用される医療費の自己負担相当額を助成す
る。
こども医療費支給事業【44Gで再掲】
出生から中学校卒業までの対象者に対し、健康保
険が適用される医療費の自己負担相当額を助成す
る。
一人親家庭等医療費支給事業【44Gで再掲】
18歳の年度末までの子どもを養育している配偶
者のいない父母及びその子ども、父母のいない
18歳の年度末までの子どもに対し、健康保険が
適用される医療費の自己負担相当額を助成する。
寡婦医療費支給事業
現在婚姻していない60歳～69歳の女性で、配偶
者と死別し、その時に20歳未満の子どもを扶養
していた対象者に対し、健康保険が適用される医
療費の自己負担相当額の一部を助成する。

1,879,983 1,859,396

41F

課題
コード

施策合計

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名 備考

252 252

医療
保険課

R1-R2

医療
保険課

R1-R2 164,913 177,572 ②

339,843 330,421 ①⑤

252,597 252,737 ②

41H◎

医療
保険課

R1-R2 81,104 78,289 ①⑤

医療
保険課

R1-R2

課
題

6,000 6,000 ②

医療
保険課

事業
年度

事業予算（単位：千円）

R1-R2

★
◎

41G
市立伊勢
総合病院

R1-R2

115,474 116,323R1-R2

健康課 R1-R2 30,000 30,000

健康課 R1-R2 8,675 8,892

健康課
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第４章　医療・健康・福祉

地域のみんなで支え合うまちづくりを進めます

課題
コード

★
◎

42A

★
◎

42B

★
◎

42C

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

－ ３ヵ所 ６ヵ所 ９ヵ所 12ヵ所

１ヵ所 １ヵ所 ２ヵ所 ３ヵ所 ４ヵ所

２圏域 ３圏域 ４圏域 ４圏域 ４圏域

【令和元年度の方向性】

指標の設置理由

地域ネットワーク
会議の設置

地域包括支援センター圏域
に１ヵ所ずつ設置

連携を強化し、地域で丸ごと支
える体制づくりが必要

・「福祉なんでも相談窓口」の開設については、地域住民のみならず専門機関等へも設置を働きかけ、困ったときに身近な
生活圏域で相談できる窓口を増やしていく。
・フリースペースの充実については、公共施設の空きスペースを活用するなどして、場所の確保に努めていくとともに、回
数の増にも努める。
・地域ネットワーク会議については、昨年度に引き続き４圏域で２回ずつ開催していくが、他の会議との連携等、参加者の
負担増とならないよう工夫する。

フリースペースの
充実

本 庁 ・ 総 合 支 所 単 位 に 年
１ヵ所ずつ設置

身近な生活圏域で高齢者、障が
い者、ひきこもり等の居場所づ
くりが必要

「福祉何でも相談
窓口」の開設

小学校区･中学校区に年３地
区ずつ設置

指標
年度別目標値

指標の算出方法

身近な生活圏域で困った時、気
軽に相談できる地域の拠点づく
りが必要

包括的な相談支援体制の構築
地域を基盤として、自治会、まちづくり協議会、民生委員、保健
福祉の関係者、社会福祉協議会、市が一体となって多様な課題に
応える包括的支援体制を構築します。

課　題 課題解決の方向性

身近な生活圏域に誰もが気軽に立ち寄り、
相談できる窓口の設置

社会から孤立せず、安心してその人らしい生活を送ることができ
る社会を実現します。

地域を支える人材・グループの支援、育成
により、地域の担い手となる資源の確保

分野を超えて、人と資源がつながることで、地域の様々なニーズ
に応えられる資源の有効活用や活性化を実現します。

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

第２節　地域福祉
関連するまちづくりの主要課題

②超高齢社会への対応
③地域のつながりの再生

節の目指す４年後の数値指標

暮らしの中で困りごとがあったとき相談するところがある市民の割合　90％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成29年度　80.6％）
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（参考）
H30

R1

小地域活動推進事業
制度・分野ごとの縦割りや、支え手・受け手とい
う関係を超え、地域住民や地域の多様な主体が
『我が事』として地域のさまざまな活動に参画
し、人と人、人と団体が世代や分野を超えて『丸
ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らし
と生きがい、地域をともに創っていく地域共生社
会の実現をめざす
生活困窮者自立支援事業
生活困窮状態にある方の抱える多様で複合的な生
活課題について、様々な社会資源の活用と、当事
者の主体的な取り組みによる解決を促し、当事者
の経済的及び社会的自立を図る。
離宮の湯管理運営事業
地域住民の福祉の充実及び向上を目的に、平成
17年4月から営業を開始し、市民の憩いの場と
して業務を行う。平成19年度からは「指定管理
者制度」を導入し、民間による管理運営を実施
し、毎月5回のかわり湯を開催するなど利用拡大
に努め浴場サービスの提供を図る。

子どもの学習支援等事業
子どもの居場所づくりを兼ねて、学習機会の充実
を図り、復習・予習型の学習支援を行うことによ
り、子どもの基礎学力を補って学習能力の底上げ
を図る。また、学習意欲や学習習慣の定着等を図
り学力向上につなげる。

139,589 148,472施策合計

16,075

◎
42
関連

●
生活

支援課
R1-R2 － 9,327 ③

★
◎

42A
小俣
生活

福祉課
R1-R2 15,533

83,097 ②③

★
◎

42A
42C

生活
支援課

R1-R2 47,056 39,973 ③

★
◎

42A
42B
42C

福祉
総務課

R1-R2 77,000

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考
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第４章　医療・健康・福祉

誰もが自分らしく暮らせるまちづくりを進めます

課題
コード

★
◎

43A

◎ 43B

◎ 43C

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

800人
1,000

人
1,200

人
1,400

人
1,600

人

【令和元年度の方向性】

障がい者サポーター
登録者数

各年度末時点の登録者数 制度の普及状況を表すため

・障がい者サポーター制度のさらなる推進を図るため、各地域で小規模研修会を開催していく。また、サポート企業・団体
に対し積極的に出前研修会の開催を働きかけていく。
・障がい者サポーター登録者のさらなるステップアップを図るため、サポーター登録者を対象としたステップアップ講座を
開催していく。
・全国手話言語市区長会手話劇祭を開催し、聴覚障がいのある人の理解促進・手話の普及を目指していく。

課　題 課題解決の方向性

障がいの理解促進と障がい者差別
の解消

障がいの理解促進と差別の解消に向け、障がい者サポーター制度の普及啓
発を行うとともに、障がい者サポーター登録者を増やし、「誰もが自分ら
しく暮らせる自立と共生のまち いせ」の実現を目指します。また、伊勢
市障害者施策推進協議会においてネットワークの構築及び差別の解消に向
けた協議・検討をします。
外見からはわかりにくい障がいのある人などが、適正な支援や必要な配慮
を受けられるようにするため、ヘルプマーク・ヘルプカードの普及を推進
します。

重度障がいのある人が利用できる
生活介護や短期入所サービスの体
制整備

指定管理者制度を導入している「重度身体障害者デイサービスセンター」
のあり方を検証し、重度身体障がいのある人の生活介護や短期入所サービ
ス等の体制整備を検討します。
特定非営利活動法人や社会福祉法人による市内での施設整備計画が確実に
実行されるよう、市補助金を交付するとともに、三重県と連携し報酬や人
員・設備基準の情報提供等、様々な支援を行います。

社会参加の促進

聴覚障がい等のある人とその他の人の意思疎通を仲介するために手話通訳
者・要約筆記者の派遣を推進します。
屋外での移動が困難な人に、外出のための支援を行います。また、障がい
のある人やその家族、地域住民等が自発的に行う活動や災害時の避難計画
の作成等に対して支援を行います。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

関連するまちづくりの主要課題

⑤選ばれるまちづくり
⑥自然災害への備え

節の目指す４年後の数値指標

障がいの有無に関らず、誰もが暮らしやすいまちであると感じている市民の割合　60％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成29年度　20％）

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

第３節　共生
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（参考）
H30

R1

障がい者サポーター事業
これまで「障がい」について知る機会がなかった
り、障がいのある人と接する機会がなかった市民
や企業等にも、多様な障がい特性、障がいのある
人が困っていることや障がいのある人への必要な
配慮などを理解してもらい、障がいのある人へ
「ちょっとした配慮」を実践し、「だれもが自分
らしく暮らせる自立と共生のまち いせ」の実現
を目指す。

障害者福祉運営対策経費
重度身体障害者デイサービスセンターや障がい者
就労支援施設（ひまわり）を運営し、日中活動
サービスを提供することで、障がいのある人が生
きがいを持って活動できるまちづくりを目指す。
また、市内の障害者団体に対し、その活動経費を
助成し、会員の自立更生を図る。

障害者地域生活支援事業
障がいのある人が、自立した日常生活または社会
生活を営むことができるよう、相談支援事業、成
年後見制度利用支援事業、日常生活用具給付事
業、移動支援事業、日中一時支援事業などを実施
する。

意思疎通支援等事業
手話通訳者や要約筆記者等の派遣や手話奉仕員の
養成等などにより、障がいのある人の意思疎通等
の円滑化を図る。また、平成28年４月からの伊
勢市手話言語条例の施行に伴い、手話の普及や手
話を使いやすい環境整備を図るための施策を推進
する。

障害者外出支援事業
重度の障がいのある人の社会参加の機会の確保の
ため、利用したタクシー（リフト付き）料金の一
部や機能訓練のため通所する交通費の一部を助成
する。障害者生活環境等整備事業
障がいのある人の生活の質を高め、地域生活を支
援するため、紙おむつ等支給、訪問理美容サービ
スにより、生活環境等を整備する。
社会的事業所創業支援事業補助金
障がいのある人もない人も「対等な立場」で「と
もに働ける」新しい職場形態である「社会的事業
所」を創業する法人に対し、事業費補助を最大４
年間に限り実施し、地域社会に根ざした障がいの
ある人の就労の促進並びに社会的・経済的な自立
を図る。

災害時要援護者対策事業（非予算化）
災害時に避難することが困難な方の要援護者台帳
を作成し、災害に備えた地域づくりや避難支援等
が受けられる支援体制を構築する。
成年後見サポートセンター運営事業
成年後見制度の利用促進に関する法律及び成年後
見制度利用促進基本計画に基づき、成年後見制度
の利用促進及び中核機関の一角を担う機関とし
て、成年後見サポートセンターを設置運営し、制
度の利用促進と円滑な制度運用ができる体制づく
りを目指す。

障害者計画策定事業
平成27年３月に策定した伊勢市障害者計画、及
び平成30年3月に策定した第5期障害福祉計画・
第1期障害児福祉計画が令和２年度で終了とな
り、令和３年度から新たな計画の策定が必要とな
ることから、併せて策定する。

245,650 284,348

43C◎

43
関連

◎

⑤14,668 15,421

障がい
福祉課

R1-R2 6,000

障がい
福祉課

R1-R2

障がい
福祉課

R1-R2 416 417 ⑤

9,146 ⑤

6,000 ⑤

－ ⑥

施策合計

●

高齢者
支援課・
障がい
福祉課

R1-R2 －

●
障がい
福祉課

R1-R2 － 154 ⑤

障がい
福祉課

R1-R2 －

177,637 ⑤

障がい
福祉課

R1-R2 17,138 17,830 ⑤

障がい
福祉課

R1-R2 163,530

8,330 ⑤

◎ 43B
障がい
福祉課

R1-R2 34,368 49,413 ⑤

★
◎

43A
障がい
福祉課

R1-R2 9,530

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考
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第４章　医療・健康・福祉

全ての子どもたちが健やかに成長できるまちづくりを進めます

課題
コード

★
◎

44A

◎ 44B

★
◎

44C

◎ 44D

◎ 44E

★
◎

44F

◎ 44G

◎ 44H

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

4箇所 4箇所 5箇所 5箇所 6箇所

49,235
人

50,000
人

50,000
人

52,000
人

52,000
人

11件 13件 15件 17件 20件

【令和元年度の方向性】

指標

社会的養護が
必要な子どもの自立支援

一人親家庭の自立支援

こども医療費（未就学
児）窓口無料化の実施

途切れのない
児童発達支援体制の充実

年度別目標値

平成30年度（2018年度）中に未就学児の医療費の窓口負担を廃止し、早期治療
と経済的負担の軽減を図ります。

児童の発達に関する相談体制の強化及び関係機関の連携とともに、児童発達支援、
放課後等デイサービス等が安全、安心に利用できるよう整備します。

指標の算出方法

さまざまな事情により家庭で生活できない子どもが家庭と同じ養育環境で生活でき
るよう家庭的養護を推進します。また、施設や里親のもとで養育された子どもが社
会で自立した生活ができるよう支援します。

指標の設置理由

一人親家庭が自立した生活ができるよう親の就労支援や経済的支援などに取り組み
ます。

全ての子どもが健やかに成長できる良質な生育環境の充実を図り、子どもたちの笑顔があふれるまちをつくる。
・仕事と子育ての両立を支援し、安心して子育てできる環境を整え、保育体制の充実を図る。
・放課後児童クラブ待機児童を解消するため、.児童健全育成事業の充実を図る。
・新たに子育て支援センターを整備し、相談・支援体制の充実を図る。
・第２期子ども・子育て支援事業計画を策定し、子育てを支える体制づくりを行う。
・母子・父子福祉の支援体制の充実を図る。
・こども発達支援室にて、新たに精神科医師による相談を実施し、発達に関する相談機能の充実を図る。

子育て支援センター
利用者数

年間利用者数
子育て家庭の交流の場としての
子育て支援センターの活用

一時保育実施箇所数 一時保育実施箇所数
多様な保育サービスのひとつで
ある一時保育の充実

高等職業訓練促進給付金
受給者数

一人親家庭の親の就職の際に有
利であり、かつ、生活の安定に
資する資格の取得を促進する給
付金であるため

高等職業訓練促進
給付金受給者数

第４節　子育て支援
関連するまちづくりの主要課題

①子どもを産み育てやすい環境づくり
⑤選ばれるまちづくり

節の目指す４年後の数値指標

伊勢市は子育てしやすいまちであると感じている市民の割合　60％　（平成2９年度　47％）

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

地域で支える子育ての
環境づくりの推進

子育て支援センターの充実などにより、子育て家庭の交流や多世代交流等を促進
し、子育て・子育ちを地域で支える機運を醸成します。

児童虐待・子ども家庭相
談、女性・DV相談体制
の強化

児童虐待やDVなどに関する相談対応の専門性の向上を図り、子ども家庭支援体制
を強化します。また、児童虐待の未然防止や早期発見・対応を推進します。

課　題

就学前の
子どもの教育・保育の充
実

課題解決の方向性

保育ニーズに対応した保育所・認定こども園の整備に取り組みます。また、延長保
育や一時保育など、多様な保育サービスを充実するとともに、障がいや疾病の有無
に関わらず保育サービスが受けられる体制を整えます。

放課後児童クラブの充実
小学校の統合も踏まえつつ、ニーズに対応して放課後児童クラブを整備し、放課後
の子どもの居場所づくりを進め、子どもの健全育成を図ります。
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（参考）
H30

R1

児童送迎バス負担金
へん地にある保育所の児童送迎にかかる負担を軽
減するとともに保育所経営の安定化を図るため
に、社会福祉法人一宇郷福祉会みどり保育園の送
迎バス運行経費の一部を負担する。
就学前の子どもの教育・保育施設整備計画推進経費
「伊勢市の就学前の子どもの教育・保育に関する
施設整備計画」に基づき、保育所の民営化を推進
するにあたり、運営事業者の審査・選定を行うた
めにかかる経費。
スマート保育（ICT）導入事業
保育所等における業務のICT化を推進することに
より、保育士の業務負担の軽減を図り、保育士が
働きやすい環境を整備する。
病児・病後児保育事業
児童が病気あるいは病気回復期にあるために集団
保育が困難である間、当該児童を専用スペースで
保育することにより、保護者の子育てと就労の両
立を支援する。
医療的ケア児童保育支援事業
日常生活を営むために医療を要する状態にある障
がい児(医療的ケア児）が、保育所等の利用を希
望する場合に、受入が可能となるよう、保育所等
の体制を整える。
民間保育施設特別保育事業
共働き家庭の増加、核家族化の進行等に対応し、
就労と育児の両立支援を総合的に推進するため
に、地域の需要を踏まえて、延長保育、一時保
育、地域の子育て支援を実施する民間保育施設に
対し助成を行う。
民間保育施設運営補助事業
公立保育所職員と民間保育所職員の給与の格差是
正や児童の安全対策費用等で施設型給付費（国庫
負担金基準）で不足する経費を補填する。また、
保育士の業務負担を軽減し離職を防ぐため、職員
を雇上げた民間保育施設(25施設)に対し補助す
る。
民間保育施設特別支援保育等充実事業

民間保育施設に対し、集団保育が可能で、かつ保
育の必要な障がい児の受け入れを行うため、基準
を超えた保育士配置に必要な経費の補助を行う。
また食物アレルギー等があり給食に特別な配慮が
必要な児童への安全な給食提供のため、調理員の
加配、代替食材、研修等にかかる費用の補助を行
う。

民間保育施設低年齢児保育充実事業
年度途中の児童の受け入れを容易にするため、低
年齢児にかかる保育士を加配する民間保育所等に
対し、人件費を補助する。
民間保育所等施設整備事業

社会福祉法人、学校法人等が設置する保育所、認
定こども園等の新築・改築・大規模修繕等の施設
整備に対し、施設整備に要する経費の一部を補助
する。

市立保育所特別保育事業

共働き家庭の増加、核家族化の進行等に対応し、
就労と育児の両立支援を総合的に推進するため
に、地域の需要を踏まえて、市立保育所において
延長保育、休日保育、一時保育、地域の子育て支
援を実施する。新設する御薗子育て支援センター
において、一時保育を開始する。

①

こども課 ①

こども課

こども課 R1-R2 38,146

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

183 250 ①

こども課 R1-R2 2,000 2,000 ①

こども課 R1-R2

R1-R2

こども課 R1-R2

52,186 ①⑤

①

①

①R1-R2

15,014 ①● こども課 R1-R2 ー

こども課 R1-R2 ①⑤

86,525 109,086

こども課 R1-R2 42,431 48,000

4,500257,501

44A
★
◎

9,599 10,966

3,168 9,487

17,415 17,558

R1-R2

こども課

35,159 32,997 ①こども課 R1-R2
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（参考）
H30

R1

特別支援保育事業
保育所での集団保育が可能で、かつ保育の必要な
障がい児について、保育所に受入れをして健常な
児童とともに保育を行うため、障がい児の入所す
る保育所に保育士を加配する。
市立保育所施設整備事業
市立保育所の施設改修等を行い、安全かつ快適な
児童の保育環境を整える（空調設備改修、内外装
改修等）。
放課後児童対策事業
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校児
童に対し、授業の終了後等に適切な遊び及び生活
の場を与えて、家庭、地域等との連携の下、発達
段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となるよ
う、児童の自主性、社会性及び創造性の向上、基
本的な生活習慣の確立等を図り、児童の健全な育
成を支援する。
民間児童館運営事業補助金
民間児童館に来館する児童が、安全に、創造的な
遊び活動を体験することができるよう、その運営
費を補助する。
ファミリーサポートセンター事業
子育ての手助けができる人と、子育ての手助けが
必要な人を会員登録し、依頼に応じて子育ての手
助けができる会員を紹介する。これにより、仕事
と子育ての両立を実現する等、安心して子どもを
育てられる環境づくりを進める。
地域子育て支援センター事業
地域の子育て支援機能の充実を図るため、児童の
健やかな育ちを促進することを目的として、子育
て家庭の交流の場の提供、子育てに関する講座の
開催等を行う。また、子育て家庭の個々のニーズ
を把握し、相談内容に応じた子育て支援情報の提
供、関係機関への仲介を行う。御薗総合支所内に
御薗子育て支援センターを新設する。
子育て支援ショートステイ事業
病気、出産、育児不安等の理由により、保護者が
家庭で一時的に養育が困難となった児童を児童養
護施設で養育する。また、経済的理由等により、
緊急一時的に保護が必要となった母子を母子生活
支援施設で保護する。
養育支援訪問事業
育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、
子育て経験者等の訪問支援員が家庭訪問し、育児
不安や養育環境の維持・改善等のための相談及び
支援を行う。
子ども家庭支援ネットワーク事業
子ども家庭支援ネットワーク（要保護児童対策地
域協議会）を設置して、関係機関等の専門性強化
及び連携強化を図ることにより、児童虐待の未然
防止、早期発見・早期対応を行う。
こども家庭相談センター事業
18歳未満の児童（家庭養育等）・女性（ＤＶ
等）に関する種々の相談を受け付け、助言・指導
を行う。児童虐待通告における安全確認などの調
査を行う。

社会的養護自立支援事業

児童養護施設を退所し、又は里親への委託を解除
される児童が就職や大学等への進学の際に、安定
した生活が開始できるよう自立を支援する給付金
を支給する。また、児童相談所等と連携し里親制
度の普及啓発を図る。

44E

こども課

◎

44D

こども課 R1-R2 1,065

こども課 R1-R2 1,222

1,046 ①

327,967 ①⑤

R1-R2 438

こども課 R1-R2 2,622

86,744

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

こども課 R1-R2 58,762 109,961

44A
★
◎

44B◎

44C
★
◎

R1-R2 9,505 9,566

96,720 ①

こども課 R1-R2

R1-R2 357,512

①

こども課 R1-R2 12,237

①

①

2,723 ①

13,926 ①

こども課 R1-R2 11,190 11,190 ①

395

備考

13,663 29,061 ①

こども課 R1-R2

こども課

①

1,786

課
題

課題
コード

◎

こども課

48 



（参考）
H30

R1

ひとり親家庭支援事業

ひとり親家庭等の相談に応じ、その自立に必要な
情報提供・助言・指導、就労のために主体的な能
力開発の取組みを支援し、ひとり親家庭の自立の
促進を図る。また、ひとり親家庭等の生活の安
定、向上を図るため、団体が実施するひとり親家
庭の自立を支援する事業の費用を補助する。

児童扶養手当支給事業
父母の離婚などにより、父又は母と生計を同じく
していない児童を養育している一人親家庭等の生
活の安定と自立を助け、児童の福祉の増進を図
る。
こども医療費支給事業【41Hで再掲】
出生から中学校卒業までの対象者に対し、健康保
険が適用される医療費の自己負担相当額を助成す
る。
一人親家庭等医療費支給事業【41Hで再掲】
18歳の年度末までの子どもを養育している配偶
者のいない父母及びその子ども、父母のいない
18歳の年度末までの子どもに対し、健康保険が
適用される医療費の自己負担相当額を助成する。
子ども発達支援事業
発達障がい児の支援体制を整備する。

こども発達支援施設運営事業
ことばや知的・身体的機能に発達の遅れや障がい
のある児童の、発達の促進と障がいの軽減を図る
ため、適切な訓練や療育を行う。
子ども・子育て支援事業計画策定事業
現在の伊勢市子ども・子育て支援事業計画が令和
元年度で終了するため、第2期の事業計画を策定
する。

2,074,714 2,024,944

44F
★
◎

44G

◎
44
関連

施策合計

◎

44H◎

こども課 R1-R2

医療
保険課

R1-R2 81,104

25,074

R1-R2 540,541

1,761 ①5,160

653,145 ①

こども課 R1-R2

こども課

78,289 ①⑤

医療
保険課

R1-R2 339,843 330,421 ①⑤

22,016 21,637 ①

23,687 ①⑤

こども
発達

支援室
R1-R2 13,889 9,619 ①⑤

こども
発達

支援室
R1-R2

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

備考
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第４章　医療・健康・福祉

高齢者がいきいきと暮らせるまちづくりを進めます

課題
コード

★
◎

45A

◎ 45B

◎ 45C

◎ 45D

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

7,372
人

8,700
人

10,200
人

11,700
人

13,200
人

【令和元年度の方向性】

・地域包括ケアシステムの強化のために、地域包括支援センターの機能強化に取り組む。
・認知症サポーターの担い手を幅広い世代に拡充する取組を行う。
・認知症サポーターの活動につながる講座を定期的に開催し、認知症に関する理解を深める。
・地域での介護予防活動に取組、地域住民とともに介護予防活動を推進する。
・災害時の地域における支援体制づくりを強化するため、新しい制度の構築及び改正を行う。
・地域密着型サービスの施設整備を行う。
・希望があった事業所へ介護相談員を派遣し、介護サービスの質的向上を図っているが、更に派遣先事業所が増えるよう事
業のPRを行う。

課　題

地域包括ケアシステムの強化

介護予防の推進と
いきいきと暮らせる環境づくり

安心して住み続けられる
地域づくり

介護サービスの充実による
安心基盤づくり

課題解決の方向性

高齢者が医療や介護が必要な状態になっても、住み慣れた地域で安心して
暮らすことができるように、地域包括ケアを推進します。地域包括ケアシ
ステムを十分に機能させるために、認知症サポーター養成等を通じ市民の
理解を深め、担い手を増やすとともに、在宅医療、認知症施策をはじめと
する高齢者の在宅生活の支援サービスを充実します。

高齢者が、いつまでも健康で幸せに暮らせることが、何よりも大切です。
心身の健康を維持・増進し、介護が必要な状態になることなく、いきいき
と人生を送ることができるように、健康づくりと生きがいづくり、介護予
防を推進します

高齢者が安心して暮らせる思いやりのあるまちを、地域の支え合いでつく
ります。地域福祉の理念に基づいて支え合いの仕組みづくりを促進し、身
近な地域での住まいの確保、ユニバーサルデザインなどを推進します。ま
た、災害対策として、支援が必要な高齢者等の個別避難計画の作成など、
地域における災害時要援護者の支援体制づくりに努めます。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

認知症サポーター数 各年度12月末時点の人数
認知症に対する市民の支援度合
いを表すため

高齢化の進行に伴い、介護サービス利用者の増加が見込まれることから、
居宅サービス及び地域密着型サービスを中心とした在宅サービスの基盤整
備を図るとともに、サービスの質的向上を図ります。

第５節　高齢者福祉
関連するまちづくりの主要課題

②超高齢社会への対応
⑤選ばれるまちづくり
⑥自然災害への備え

節の目指す４年後の数値指標

高齢者の生きがいづくりや介護サービスが充実したまちであると感じている市民の割合60％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成29年度　24％）

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題
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（参考）
H30

R1

地域包括支援センター運営事業
市内4箇所の地域支援センターを社会福祉法人に
運営委託を行い、介護保険法における包括的支援
事業の業務委託を行う。<委託業務内容>介護予防
ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業、総合相談・支援事業、権利擁護
事業、包括的・継続的ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業、介護予防
支援

在宅介護支援事業
身近な地域での相談支援を行い、地域包括支援セ
ンターを中心としたﾈｯﾄﾜｰｸを補完する役割を担
う。市内9ヶ所の在宅介護支援センターに福祉介
護に関する相談助言（24時間体制）、高齢者の
実態把握の事業を委託

認知症施策事業
認知症の正しい理解を深め、家族や周囲が対応を
行うことができ、地域で安心した生活を送り続け
ることができるよう体制づくりを推進する。ま
た、認知症初期集中支援チームにおいて早期対
応・早期治療を行う体制の充実を図る。

在宅支援連携推進事業
在宅支援連携の拠点となる、「在宅医療･介護連
携支援センター」の運営委託を玉城町･度会町・
南伊勢町と共同で行い、介護・医療・保健・福祉
の関係機関の連携を強化しネットワークづくりを
推進する。

地域ケア会議推進事業
個別ケースを通じてケアマネジャー等と専門多職
種が協働の上、ケアプラン検討や参加者の専門的
能力の向上、地域の社会資源の把握・開発や市の
政策形成に繋げることを目的とする。
また、厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護
（生活援助中心型）を計画するケアプランについ
て検討を行い、介護サービスの質の向上を図る。

成年後見制度利用支援事業
成年後見制度利用の必要があるのにも関わらず、
配偶者や四親等以内の親族がいない等の理由によ
り申し立ができない場合において、市長の権限に
よる申し立てを行うとともに、必要経費を助成す
る。また、生活保護受給者及びそれに準じる状態
の者については、申し立て費用を助成するととも
に、成年後見人等に対する報酬についても助成す
る。

認知症高齢者等SOSネットワーク事業
認知症などで行方不明の可能性のある方の情報を
事前に登録することで、早期発見・早期保護に役
立てる。登録者には、反射材シールを交付する。
また、認知症などで行方不明になった場合に家族
等が位置情報システムを利用して早期に発見でき
る機器を貸与する。

認知症サポーター養成事業
認知症に対する理解を深め、地域で見守る支援者
の増加を目的に認知症サポーターの養成を行う。

地域包括ケア事業
高齢者が住み慣れた地域で生活を続けるために、
高齢者虐待防止と権利擁護の啓発および在宅支援
に関する関係者の連携の強化等に取組み、地域包
括ケアシステムの構築と推進を行う。
高齢者の総合相談に専門職が対応し、高齢者虐待
の防止や支援困難事例対応および委託地域包括の
支援を行う。

8,566 9,088 ②

介護
保険課

・高齢者
支援課

R1-R2

高齢者
支援課

R1-R2 5,192 4,185 ②

高齢者
支援課

R1-R2 560 ②

45A
★
◎

高齢者
支援課

R1-R2

6,543 6,543

介護
保険課

・高齢者
支援課

R1-R2 2,628 3,214 ②

高齢者
支援課

②

高齢者
支援課

R1-R2 2,193 2,592 ②

高齢者
支援課

R1-R2

11,739 ②

R1-R2 354 367 ②

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

高齢者
支援課

R1-R2 88,000 91,136 ②

404

11,756
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（参考）
H30

R1

介護相談員派遣事業
介護サービス利用者の日常的な不満、疑問などを
受け付け、問題の発見や提起、解決策の提案等を
通じて、苦情が発生することを未然に防ぎ、改善
の途を探るため、希望があった事業所へ介護相談
員を派遣し、介護サービスの質的向上を図る。

健幸ポイント事業
ウォーキングやスポーツなど健康増進事業を通じ
て、健康づくり無関心層（生活習慣病予防に必要
な運動量に満たない者を含む）を含めた、多数の
市民を対象に、自ら健康づくりを行うきっかけづ
くりとしてポイント付与を行う。ICT活用によ
り、多数の市民に働きかける事により、広く健康
寿命の延伸（介護予防）を図り、超高齢化や人口
減少の進展にも対応できるような地域の活性化を
目指す。

老人福祉センター運営事業
高齢者の交流、情報収集の拠点として、高齢者を
対象とした高齢者教室を実施し、利用者の社会参
加及び文化活動の促進を図るとともに、老人クラ
ブや高齢者サークルへ活動の場を提供する。
老人クラブ補助金
伊勢市老人クラブ連合会及び各地区単位老人クラ
ブにおける老人クラブ活動等に対し補助金を交付
する。
敬老祝品贈呈事業
多年にわたり、社会の進展に寄与してきた高齢者
の方々に対して長寿を祝福し、感謝の意を表する
ため、9月に88歳、100歳、最高齢者へ敬老祝
品を贈呈し、長寿を祝う。

普及啓発事業
高齢者の健康づくりと要介護状態への進行を防止
することを目的に、介護予防の普及啓発を実施し
高齢者の健康と生活機能の維持向上を支援する。
高齢者リフト付タクシー利用支援事業
寝たきり高齢者等が外出する際に利用する移送用
車輌（リフト付タクシー等）の料金を助成し、寝
たきり高齢者等の外出を可能にすることにより、
高齢者が住み慣れた地域で引き続き生活していく
ことを支援する。

訪問理美容サービス事業
在宅で生活する寝たきりの高齢者等で理容所や美
容所に出向くことが困難な高齢者に対して、訪問
理美容サービスの出張費を助成することで、心身
のリフレッシュや在宅生活の向上を図る。
緊急通報体制等整備事業
ひとり暮らし高齢者や重度身体障がいのある方
で、身体機能の低下及び健康状態の悪化等により
緊急時の通報手段の確保が困難な方に対し、急病
等の緊急時に迅速かつ適切に対処できるよう体制
を整備し、日常生活の安全確保を図るとともに、
在宅生活継続のための支援を行う。

老人乗合バス運賃助成事業
75歳以上の高齢者が、三重交通㈱が運行する一
般乗合用のバス（乗合バス）及び伊勢市が運行す
るコミュニティバスを利用する場合に、その運賃
を助成することで、高齢者の社会参加の促進、心
身の健康保持増進を図る。

救急医療情報キット配備事業
ひとり暮らしの高齢者等の救急対策として、救急
医療活動に必要な情報を記入した用紙を入れた
キットを冷蔵庫等に事前に配備することで、救急
隊員や病院関係者等に医療情報等を迅速・的確に
伝え、適切な救急活動に役立てる。

健康課
・高齢者
支援課

R1-R2 6,843 6,438 ②

②⑤23,748R1-R2
高齢者
支援課

R1-R2 24,122 29,357 ②⑤

高齢者
支援課

R1-R2 ②

11,382

高齢者
支援課

R1-R2 3,477 7,105

高齢者
支援課

133

45B◎

★
◎

45A

27,690 ②⑤
高齢者
支援課

R1-R2

10,870

高齢者
支援課

R1-R2 3,726 3,726

高齢者
支援課

R1-R2

R1-R2 4,166 4,632 ②

43,944

高齢者
支援課

R1-R2 6,749 6,754 ②

628 ②⑤
高齢者
支援課

R1-R2 627

②

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

②

②

介護
保険課

◎ 45C

25,581

130
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（参考）
H30

R1

生活管理指導事業

基本的生活習慣が欠如している等、社会適応能力
が困難なものに対して、日常生活に対する指導・
支援を行い、基本的生活習慣を身につけさせる。

災害時要援護者対策事業
 災害時要援護者台帳を作成し、民生委員や自治
会等と共有することにより、災害に備えた地域作
りを推進する。また、災害時に要援護者が指定避
難所に避難した場合のヘルパー派遣、要援護者避
難所に避難する際の福祉タクシー利用、要援護者
避難所での生活用品等の費用を負担することで、
要援護者が避難支援等を受けられる体制作りを支
援する。

生活支援体制整備事業
地域の課題やニーズの把握・解決を地域住民と共
に解決するため生活支援コーディネーターを配置
する（第１層１名、第２層４名）。また、地域の
支え合い体制の担い手を養成するため、生活支援
サポーター養成講座を開催するとともに、伊勢市
くらし応援サービスに従事できるよう従事者養成
研修を開催する。

食の自立支援事業
高齢者の食の自立を目的として、65歳以上の1
人暮らし又は高齢者のみの世帯で、食事の確保が
困難な世帯に属する高齢者に対して、栄養のバラ
ンスのとれた食事を平日の昼食週3回を限度とし
て提供するとともに、安否確認を併せて行い、日
常生活の支援を行う。

高齢者住宅等安心確保事業
高齢者世話付住宅等に入居する高齢者に対し、生
活援助員を派遣し、生活指導・相談・安否確認・
一時的家事援助・緊急時対応等のサービスを提供
する。
家族介護交流事業
在宅で要介護者を介護する家族を対象に、介護か
ら一時的に開放し、慰労、交流を目的に実施する
事業
介護用品支給事業
在宅で寝たきりの高齢者や認知症の高齢者を抱え
る家族に対し、介護保険の給付対象外となる介護
に必要な紙オムツ等に要する経費の一部として利
用券を交付することにより、家族の身体的・精神
的・経済的負担の軽減を図る。対象は伊勢市に住
所を有し、要介護４または５の認定を受け、かつ
在宅で介護をうける者のうち市民税非課税世帯に
該当する者。

福祉有償運送運営支援事業
要介護者や身体障がい者などの移動困難者に対し
福祉有償運送を行うＮＰＯ法人等に対して輸送用
車両の購入経費や運転者として必要な講習の受講
に要した経費の一部を補助する。また、「道路運
送法施行規則」第51条の8に規定する運営協議
会の運営に係る経費を負担する。

社会福祉法人等利用者負担支援事業

社会福祉法人等が、要介護認定者であり低所得で
特に生計が困難である者に対して利用者負担額を
軽減する場合に、当該社会福祉法人に対して助成
を行うことにより、介護保険サービスの利用促進
を図る。(国1/2、県1/4、市1/4)。また、介護
保険で訪問介護を利用する低所得の障がい者に対
し利用者負担額の軽減を行い、訪問介護の継続的
な利用の促進を図る。(国1/2、県1/4、市1/4)

30,773 31,504 ②

介護
保険課

R1-R2 275 275 ②

介護
保険課

・高齢者
支援課

R1-R2

10,163 10,277 ②

高齢者
支援課

R1-R2

610 310 ②

介護
保険課

R1-R2 74 101 ②

介護
保険課

R1-R2

45C◎

高齢者
支援課

R1-R2

介護
保険課

R1-R2

高齢者
支援課

R1-R2 677 677 ②

1,781 ⑥

6,753 4,938

高齢者
支援課

R1-R2 1,932

19,574 20,227 ②

備考
課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
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（参考）
H30

R1

老人福祉施設等整備事業
社会福祉法人等民間事業者が実施する伊勢市介護
保険事業計画に基づく公的介護施設等の整備に対
する補助事業（Ｈ31年度整備予定　認知症対応
型共同生活介護　１箇所【五十鈴圏域】）

介護未経験者等研修支援事業
三重県地域医療介護総合確保基金を活用し、介護
に従事する人材の確保及び介護職員の資質の向上
を図るため、介護職員初任者研修又は生活援助従
事者研修を受講し、市内の介護保険サービス事業
所等に勤務する者に対し、研修受講費用の一部を
助成する。

介護予防・生活支援サービス事業
介護サービス事業者や地域住民等の多様な主体に
より、要支援者や総合事業対象者個々の状態に応
じたサービスや支援を行う事業（介護サービス事
業者による訪問型・通所型サービス、民間・地域
住民組織等の担い手が行う生活援助や介護予防等
を目的とした集いの場に対する支援）

介護予防ケアマネジメント事業
介護予防・日常生活支援総合事業を利用するため
のケアマネジメントに係るサービス費

住宅改修支援事業
要介護（要支援）の認定を受けた高齢者で、居宅
介護支援の提供を受けていない者に対して、申請
に必要な理由書の作成等の支援を行った事業者に
対して助成(１件あたり２千円）する。
介護給付費等費用適正化事業
介護保険給付適正化を目的に、介護給付費通知書
等の送付やケアプラン点検等を行う。

691,125 686,180

5,113 4,247 ②
介護

保険課
R1-R2

介護
保険課

R1-R2 600 600 ②

介護
保険課

R1-R2 40,832 36,964 ②

介護
保険課

・高齢者
支援課

R1-R245D◎ 316,014 283,226 ②

介護
保険課

R1-R2 1,500 1,200 ②

介護
保険課

R1-R2 0 39,200 ②

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

備考

施策合計
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第５章　防災・防犯・消防

市民の防災意識を高め、災害に備える地域づくりを推進します

課題
コード

★
◎

51A

◎ 51Ｂ

◎ 51C

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

139回 140回 145回 145回 145回

【令和元年度の方向性】

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

・市民一人ひとりの防災意識の向上のため、地域での防災講習や訓練、啓発グッズを活用した洪水・土砂災害ワークショッ
プを実施し、円滑な避難行動が取れるよう啓発する。
・地域主体で運営する避難所運営マニュアル策定に向け、取り組んでいる地域と連携をとりながら進める。
　また、災害時要配慮者の福祉避難所の協定締結を進める。
・市が保有する備蓄物資に加え、各家庭や、地域での備蓄や災害協定等で流通備蓄を確保する。
・大規模災害時には、国や自治体からのプッシュ型支援に対応するため、救援物資受入拠点の活用方法を整理する。
・災害用トイレ等の整備や資機材の充実を図り、避難所環境の改善を進める。

第１節　防災・減災 ③地域のつながりの再生
⑥自然災害への備え

関連するまちづくりの主要課題

防災講習等実施回数

指標
年度別目標値

避難所運営マニュアル策定の地域数　６地域　(平成29年度　２地域)

節の目指す４年後の数値指標

課　題

地域防災力の向上

避難体制の強化

課題解決の方向性

防災拠点の整備
発災後、被災者に物資を確実に届けるため、地域別に備蓄倉庫を整備する
とともに物資や資機材の備蓄を計画的に進め、物流関係機関と連携を図り
ながら災害時物流体制を整備します。

家庭での備蓄や災害時に正しい避難行動がとれるようになるなど市民一人
ひとりの防災意識を高め、また、災害を意識した支え合う地域づくりのた
め、講習会やワークショップ、訓練を実施するとともに地域で行う防災活
動を支援します。

指標の算出方法

市の主催及び共催
する防災講習、防
災訓練及び防災イ
ベントの合計回数

指標の設置理由

市民の防災意識の向上のため、さまざまな
講習等を催していく。
また、東日本大震災以降大幅に増えた講習
会等の件数が、近年減少傾向にあるため現
在の状況を維持し、啓発方法を工夫する。

地域主体で運営することを前提とした避難所運営マニュアルの作成を推進
し、高齢者や障がいのある方などの要配慮者対策として福祉避難所制度の
整備、災害時のトイレの確保を含めた避難所環境の整備を行います。ま
た、観光関係団体等と連携を図り帰宅困難者対策を進めます。
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（参考）
H30

R1

自主防災隊資機材購入事業
地域防災の活性化を図るため、新規防災隊へ災害
発生時に活用できる資機材を配備する（発電機・
簡易トイレセット・ヘルメット・トランシーバー
等）。
自主防災隊補助事業
自主防災隊及び自治区に対し、防災施設及び資機
材、備蓄食料品等の充実のための補助を行う（自
主防災隊…防災資機材、備蓄食料品等、訓練助
成。自治区…街頭消火器、防災資機材庫等）。
地域防災力向上支援事業
災害からの被害を軽減するため、平常時から自治
会等への啓発、自主防災隊の育成・強化を図り、
災害に強いまちづくりを目指す（市民防災意識普
及啓発事業、自主防災リーダー育成事業、地域防
災マップ作成、高齢者等宅家具固定事業、防災
コーディネーター制度、市民防災大学）。
避難対策事業
市民が避難を考える上で必要な「防災マップ」の
増刷。家庭で子どもと保護者が災害について考え
るきっかけとなる「子どもと保護者のハンドブッ
ク」の増刷。土砂災害ハザードマップの作成（宇
治館町ほか８地区）
備蓄物資整備事業
市の防災倉庫に備蓄する物資、資機材等を、計画
的に購入・更新する。備蓄食糧（クラッカー、粉
ミルク、飲料水）、資機材（発電機、LED投光
機）、避難所用資機材（テレビ、大型扇風機）、
救援物資集配拠点資機材（かご車）
避難所等整備事業
災害時に市民や観光客等が利用する食料等を備蓄
するため、防災備蓄倉庫の計画を進める。避難生
活時の災害関連死を防止するため、避難所環境の
改善を目的とした災害用トイレ等を整備する。

96,623 204,543

R1-R2

11,407 12,442 ⑥

15,831 16,996 ⑥

★
◎

51A
51B

危機
管理課
・監理課

★
◎

51A
51B
51C

危機
管理課

R1-R2

R1-R2

③⑥
危機
管理課

51A
★
◎

20,000 19,000 ③⑥

危機
管理課

R1-R2 14,285 13,185 ③⑥

危機
管理課

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

1,000

施策合計

取り組む事業

51B
51C

◎ ⑥141,92034,100R1-R2
防災施設
整備課

備考

R1-R2 1,000

課
題

課題
コード

新
規
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第５章　防災・防犯・消防

市民の防犯意識を高め、犯罪被害防止対策を推進します

課題
コード

★
◎

52A

◎ 52Ｂ

◎ 52C

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

31回 35回 35回 35回 35回

87回 95回 95回 95回 95回

【令和元年度の方向性】

・全国では児童が事件や事故に巻き込まれるケースが発生している。これを受けて伊勢市では自主防犯団体及び自治会にパ
トロールなど防犯活動の強化を依頼した。また、市においても青色回転灯装着車によるパトロールを強化し犯罪防止に努め
る。
・刑法犯認知件数は減少傾向にあるものの特殊詐欺被害は増加しており、特殊詐欺防止に向けた講習会などの取組を重点的
に行う。
・防犯意識の高揚と自主防犯活動を推進するため、自治会、学校、警察等関係団体と連携し防犯活動に努める。
・引き続き、防犯灯のＬＥＤ化を進め、犯罪の起こりにくい環境整備を推進する。

地域安全講習会の
実施回数

地域安全講習会の
実施回数

市民の防犯意識の向上を図り、犯罪を抑止
するために実施しているため

青色防犯パトロール
の実施回数

青色防犯パトロー
ルの実施回数

市民の防犯意識の向上を図り、犯罪を抑止
するために実施しているため

防犯環境の整備
夜間に路上で発生する犯罪等を防止するため、自治会等が行う防犯灯の設
置や維持管理を支援し、犯罪の起こりにくい環境整備を推進します。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

課　題 課題解決の方向性

防犯意識の醸成
関係機関・団体と連携し、自治会、老人会、ＰＴＡ等を対象とした地域安
全講習会の開催や啓発活動などの防犯活動を推進し、市民の防犯意識の高
揚に取り組みます。

地域防犯体制の充実
地域の防犯活動の要となる自主防犯団体の結成・活動・連携への支援を通
し、地域の防犯体制の充実を図ります。

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

第２節　防犯
関連するまちづくりの主要課題

①子どもを産み育てやすい環境づくり
③地域のつながりの再生

節の目指す４年後の数値指標

刑法犯認知件数減少率（平成28年比）　５％　　　（平成28年　748件）
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（参考）
H30

R1

防犯推進協議会活動経費
伊勢市防犯活動の推進に関する条例に基づき伊勢
市防犯推進協議会を設置し、市民の防犯意識の高
揚と自主的な防犯活動の推進を図り、安全な市民
生活の確保に寄与するための事業を実施する。
防犯啓発事業
伊勢市防犯活動の推進に関する条例に基づき、市
民の防犯意識の向上を図るため、防犯講習会や街
頭啓発、その他目的を達成するための各種事業を
実施する。
伊勢度会地区生活安全協会負担金
伊勢度会地区生活安全協会（地域安全部会、暴力
追放部会）への負担金。○地域安全部会…地域安
全活動の推進、啓発宣伝活動、育成指導の実施、
○暴力追放部会…警察等と連携しての暴力追放活
動の実施
自主防犯活動地区啓発推進事業
伊勢市防犯活動の推進に関する条例に基づき、自
主防犯活動の推進を支援する。地域防犯組織の育
成として防犯モデル地区を指定（指定期間２年）
し、防犯組織の新規立上げや既活動組織の活性化
を図る。

防犯灯LED化推進事業
夜間に路上で発生する犯罪等を防止するため、防
犯灯の設置を推進し、環境整備を図ることで、市
民の安全を確保するとともに、経済面・環境面・
効率面で優れたLED防犯灯への取替えを推進し、
防犯灯維持管理の効率化を図る（自治会所有防犯
灯への補助金、市所有防犯灯の維持管理）。

みえ犯罪被害者総合支援センター負担金
みえ犯罪被害者総合支援センターへの負担金。○
みえ犯罪被害者総合支援センター…犯罪被害者及
びその家族に対し、電話や面談で相談を行うほ
か、同じ立場にある被害者等の相互交流を促進

54,885 53,296施策合計

40,182 ①

52
関連

危機
管理課

R1-R2 320 320

◎ 52C
危機
管理課

R1-R2

①③

◎ 52Ｂ
危機
管理課

R1-R2 635 663 ①③

危機
管理課

R1-R2

危機
管理課

R1-R2

41,931

7,380

危機
管理課

R1-R2 4,373 4,574 ①③

177

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

52A
★
◎

7,449

177 ①③
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第５章　防災・防犯・消防

火災などの災害から市民を守る消防・救急体制の整備を推進します

課題
コード

★
◎

53A

★
◎

53Ｂ

◎ 53C

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

83% 84% 85% 86% 87%

4,094
人

4,010
人

8,020
人

12,030
人

16,040
人

【令和元年度の方向性】

・重点課題において、平成30年度の延焼阻止率が74％で目標値の達成に至らず、昨年度の取組を見直し、防火指導及び住
宅用火災警報器の設置促進を推進するとともに、今後においても消防隊が早期に放水体制を確立できるよう資機材等の整備
を図る。
・応急手当講習受講者数については、救急入門コースはもとより普通救命講習Ⅰについても、さらなる普及に努め応急手当
講習受講者数の目標値を達成し、救命率の向上を目指す。

延焼阻止率

（他に延焼しな
かった建物火災件
数 / 建 物 火 災 件
数）×100

住民及び消防隊の有効な消火活動の実施度
合いが表される

応急手当講習受講者
数

第3次総合計画期
間中における累計
受講者数

救護意識の向上度合いが表される

火災予防対策の推進
火災予防体制については、火災予防広報・啓発を積極的に行うとともに、
事業所等による消防訓練を促進します。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

課　題 課題解決の方向性

消防体制の充実
消防体制については、老朽化した消防車両や機械器具の更新及び消防団車
庫の改修・建替を実施するとともに、消防職・団員の訓練研修を充実さ
せ、消防力の充実・災害対応能力の向上を図ります。

救急体制の充実
救急救命士の増員と救急隊員の研修の充実により、救急業務の高度化を図
るとともに、応急手当の普及を推進し、「救命の連鎖（リレー）」による
救命効果を高めます。

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

第３節　消防・救急
関連するまちづくりの主要課題

⑥自然災害への備え

節の目指す４年後の数値指標

伊勢市の消防力・救急体制に満足している市民の割合　90％以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成29年度　消防力93％、救急体制86％）
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（参考）
H30

R1

各種資機材購入経費（常備消防費）
最良の状態で消防活動が行えるよう、各種資機材
を整備することを目的とした事業

消防自動車購入事業
安心・安全な社会の推進を目指し、円滑な消防活
動を行なうことを目的として水槽付消防ポンプ自
動車を更新する事業

各種資機材購入経費（非常備消防費）
最良の状態で消防団活動が行えるよう、各種資機
材を整備することを目的とした事業

小型動力ポンプ付積載車購入事業
安心・安全な社会の推進を目指し、円滑な消防団
活動を行なうことを目的として小型動力ポンプ付
積載車を更新する事業

消火栓新設負担金
消防水利不足地域（箇所）に消火栓を新設し、火
災発生時の迅速・的確な活動に備えるための事業

消防水利施設整備経費
消防水利を適切に維持管理し、また、長寿命化を
する事を目的とした事業

消防署庁舎改修経費
消防署庁舎の改修や補修を行い、災害時における
拠点として機能維持し、また、長寿命化を目的と
した事業

消防団車庫改修事業
消防団車庫の改修や補修を行い、災害時における
拠点として機能維持また、長寿命化を目的とした
事業

消防団車庫建替事業
老朽化した消防団車庫を災害活動拠点として建替
えるもの

応急手当普及啓発事業
自動体外式除細動器の普及により、取り扱い要領
をはじめ応急手当法の普及を図ります。これによ
り、誰でも成りうるであろうバイスタンダー（現
場に居合わせた者）の積極的な行動を促し、救命
率の向上を目指す事業

火災予防啓発立入検査（非予算化）
火災予防啓発及び防火管理体制の是正指導を図
り、市民の安全、安心を確保する。

83,406 152,963

ー ⑥

施策合計

◎ 53C 予防課 R1-R2 ー

17,013 ⑥

★
◎

53B
消防
総務課

R1-R2 1,859 1,960 ⑥

●
消防
総務課

R1-R2 －

53A
★
◎

891 ⑥

消防
総務課

R1-R2 23,448 9,213 ⑥

消防
総務課

R1-R2 1,239

8,000 ⑥

消防
総務課

R1-R2 12,000 13,000 ⑥

消防
総務課

R1-R2 8,000

7,400 ⑥

消防
総務課

R1-R2 20,860 25,111 ⑥

消防
総務課

R1-R2 6,000

－ 61,375 ⑥

消防
総務課

R1-R2 10,000 9,000 ⑥

●
消防
総務課

R1-R2

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考
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第５章　防災・防犯・消防

交通安全意識の高揚を図り、交通事故抑止を推進します

課題
コード

★
◎

54A

◎ 54Ｂ

54C

54D

54E

54F

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

7,794
人

7,800
人

7,800
人

7,800
人

7,800
人

【令和元年度の方向性】

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

第４節　交通安全
関連するまちづくりの主要課題

②超高齢社会への対応
⑤選ばれるまちづくり

節の目指す４年後の数値指標

交通事故の人身事故発生件数減少率（平成28年比）１５％　　　（平成28年　412件）

課　題 課題解決の方向性

「選ばれるまちづくり」に向け、
交通安全教育、広報啓発などの
交通安全活動の推進

交通事故により、毎年多くの方が被害に遭われていることから、交通事故
を防止するため、交通安全教育、広報啓発などの交通安全活動を推進し、
交通事故のない「住みたい・住み続けたい・訪れたいまち」を目指しま
す。

全ての座席のシートベルト・チャ
イルドシートの正しい着用の徹底

交通事故の衝撃や車外放出から大切な命を守るため、後部座席を含めた全
ての座席でシートベルトとチャイルドシートの着用の必要性と着用効果に
ついて広報啓発を図ります。

子どもの交通事故防止
成長過程に併せて、計画的かつ継続的な交通安全教育を具体的に実施する
とともに、保護者に対する交通安全教育を行い、家庭から交通安全活動を
推進します。

高齢者の交通事故防止

加齢に伴う身体機能の変化が行動に及ぼす影響及び交通ルールを遵守し、
交通マナーを実践することの必要性を理解させるとともに、交通安全活動
への参加を促し、また交通安全講習により交通安全意識の高揚を図りま
す。

交通安全教室
受講者数

幼児、小学生、
中学生、高齢者等
の受講者数

住民の交通安全意識の向上

・交通安全教室未受講の学校、団体等に受講を要請するとともに、既受講の学校、団体にあっても再受講を要請するなどし
て交通安全意識の向上を図る。高齢者に対する講習会を定期的に実施して関係機関とも連携し、体験型の講習会によって自
ら気づいて改善する方向に導き事故防止を図っていく。
・さらに、小学校を対象に「まもってくれてありがとう運動」を推進し、社会全体で交通ルールを遵守するという意識の向
上を図り、さらなる伊勢市の事故発生件数を減少させる。

歩行者の安全確保
歩行者一人ひとりが交通ルールを遵守し、交通ルールを実践する必要があ
ることを再認識させ、ドライバーには、歩行者に対する思いやりのある運
転と、常に危険を予測した運転を心掛ける意識付けを図ります。

自転車の安全利用の推進

身近な交通手段である自転車の安全利用を促進するため、自転車は「車」
であるとの原則を踏まえ交通安全教育を実施し、自転車運転中の携帯電話
の操作や二人乗り等危険運転を抑止するルール、マナーの啓発活動を推進
します。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由
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（参考）
H30

R1

交通安全啓発事業
平成17年11月1日に施行された伊勢市交通安全
条例の趣旨に沿って、伊勢市における交通事故の
絶滅を図るため、重点目標を「交通死亡事故抑止
対策の推進」として、各種交通安全啓発事業を行
う（伊勢市交通安全都市推進協議会負担金及び伊
勢・度会地区交通安全対策協議会負担金）。

交通安全活動団体推進事業
地域ぐるみ、家族ぐるみで交通安全活動を推進し
ている交通安全活動推進団体(小学校・幼稚園・
保育所単位)の活動の充実を図るため交付金を交
付する。

駐輪場管理事業
放置自転車は交通事故や景観を損なう原因となる
ことから、放置自転車の整理撤去及び適正な駐車
の広報活動を行う。

17,108 17,141

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

3,038 3,178 ②⑤

54E
交通
政策課

R1-R2 11,770 11,663

★
◎

54A
54B
54C
54D
54E
54F

交通
政策課

R1-R2

施策合計

2,300 ⑤54C
交通
政策課

R1-R2 2,300
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第６章　産業・経済

地元産物の魅力を生かし、持続可能な農林水産業を振興します

課題
コード

◎ 61A

61Ｂ

61C

★
◎

61D

◎ 61E

◎ 61F

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

9件 14件 19件 24件 29件

【令和元年度の方向性】

節の目指す４年後の数値指標

課　題

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

課題解決の方向性

農作物に応じたブランド化の推進や、より付加価値を高めた農産物加工を
進める６次産業化等の取り組みを支援します。また、地産地消の取組や地
域の食育を推進し、売れるものをつくる農業生産を進めるため、農産物直
売施設の積極的な活用を図ります。

災害に強い安全・安心な農村づくりに向けて、農業用排水機場の機能保全
を推進します。また、林地台帳の整備・更新を推進し、森林の健全化、雇
用創出等を図ります。

新規就農者の育成と担い手の確保
新規就農者が農業を生業とするために必要な技術取得や環境整備に対し支
援を行っていくとともに、担い手に対し経営安定に繋げる環境づくりに取
り組みます。

農業生産システムの確立
需要に応じた米作りを啓発し、水田農業経営の安定を図ります。また、関
係機関と連携し、遊休農地の把握に努め、遊休農地を営農可能な状態に回
復するための支援を行います。

農業生産基盤の整備

農道や農業用排水路など農業生産基盤の整備を進め、農地中間管理機構等
との連携や人・農地プランの作成を推進し、農地の利用集積を促進しま
す。また、鳥獣被害の防止のため、獣害に強い集落づくりの体制整備を支
援します。

・農業については、新規就農者の育成や担い手の経営を支援し、農業を担う人材の確保を図る。また、市内産農産物のブラ
ンド化に必要な取組を支援し、消費者に選ばれる農産物づくりを推進する。
・漁業については、担い手対策事業として小学生を対象に水産教室（伊勢の漁業)を行い、中学生へは、伊勢湾漁業協同組
合を就業体験の場として提案する。また、新規就業者募集のため、農業担当者と共に「三重県農林漁業就業・就職フェア
2019」へ参加し農漁業への就職ＰＲを行う。
・課題解決に向けた取組においては、生産者や地域関係団体と情報共有し、連携を密にして、それぞれの地域の実情に応じ
た取組を推進する。

第１節　農林水産業 ⑤選ばれるまちづくり
⑥自然災害への備え

関連するまちづくりの主要課題

市内産農産物のブラ
ンド化に向けた取組
への支援数（累積
数）

指標
年度別目標値

農業就業者数（認定農業者数及び認定新規就農者数）の維持　減少率０％
漁業就業者数（伊勢湾漁業協同組合伊勢市管内）の維持　　 減少率０％
　　　　　　　　　　　　　　（平成28年度　農業就業者数130名、漁業就業者数704名）

指標の算出方法

農産物ブランド化
推進事業補助金の
活用件数

指標の設置理由

ブランド化の取組に市が支援するものでブ
ランド化の促進度が計れるため

漁業環境の保全と就業者の確保

藻場、干潟の保全につながる地元組織の活動を支援するとともに、漁業関
係者が安全で使いやすい漁港施設の整備を推進します。また、魚食普及を
促進し経営安定に繋げるとともに三重県内の漁業関係組織と連携し、就業
者確保に取り組みます。

特色ある安全・安心な農産物づく
りの推進

農業・農村環境等の整備
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（参考）
H30

R1

担い手支援事業
新規就農者や担い手の環境整備を支援することに
より、地域農業の振興を図る。①農業経営基盤強
化資金（スーパーＬ）利子補給補助金、②農業近
代化資金（中核農業者育成）利子補給補助金、③
農業次世代人材投資資金（経営開始型）、④強い
農業・担い手づくり総合支援事業補助金
農業振興事業
農業者等が行う農村振興に資する取組みや、生産
者自らが主体となって行う先進的または地域の特
色ある農産物づくりに関する取組みを支援するこ
とで地域農業及び地域の活性化を図る。①農業振
興補助金、②特色ある農産物づくり支援補助金
等
伊勢のいちご産地強化事業
いちごの生産量を増加させ、産地として将来にわ
たり維持・発展できるモデルの確立を行うため、
新たにいちごを生産しようとする者が新規就農者
として独立するまで段階に応じて支援を行う。
遊休農地活用事業
遊休農地を解消・活用するために必要な草刈や耕
起などに係る経費に対して補助金を交付する。
経営所得安定対策推進事業
経営所得安定対策等推進事業費補助金を活用し、
転作等を円滑に推進する。現場確認等の業務は伊
勢市農業再生協議会への補助金交付により推進活
動の支援を行う。
農地中間管理事業

農地中間管理機構から事務委託を受け、機構を通
した農地の貸付等の事務を行う。また、農地中間
管理機構を活用して担い手にまとまった農地を貸
し付けた地域や、農地集積・集約化に協力する農
地の出し手・担い手に対し協力金を交付する。

農道及び農業用排水施設等維持補修経費
地元自治会及び農家組合・土地改良区が農道や農
業用排水路の機能を維持するための地元出合い作
業の支援として、原材料の支給や重機借上げを行
い、また農業施設の修繕工事を行う等、農業地域
の基盤整備・環境整備を図る。
多面的機能支払交付金事業
農業用用排水路の泥上げ・農道の草刈・集落の景
観形成等、農業の多面的機能の維持・発揮のため
の地域活動や営農活動に対して支援を行う。
土地改良事業補助金
土地改良区等の実施する事業に対して補助金を交
付し、農業農村の基盤整備や農業経営の安定を図
る。
県営事業負担金

パイプラインの更新整備及び給水栓整備を行うこ
とにより、安定した水供給と維持管理の省力化及
び生産性向上を図る県営事業に対し負担金を支出
する。

農道整備事業

農道を整備することにより、農耕車や一般車両の
安全な運行を図る。

農業用排水路整備事業

農業用排水路を整備することで、排水路の機能回
復を図る。

61A◎

61B

61C

15,522

農林
水産課

R1-R2 21,478

47,450 37,200

農林
水産課

R1-R2 8,072

農林
水産課

R1-R2

34,600 11,950

18,599

15,000 250 ⑤

農林
水産課

R1-R2

農林
水産課

R1-R2 45,000 35,615

農林
水産課

R1-R2

農林
水産課

⑤

農林
水産課

R1-R2 7,484 4,070

農林
水産課

R1-R2 6,776 6,069

取り組む事業

備考

R1-R2 22,889

課
題

課題
コード

農林
水産課

27,749 ⑤

新
規

1,2651,500R1-R2

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

3,842 3,753

農林
水産課

R1-R2

農林
水産課

R1-R2

127,616 125,464
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（参考）
H30

R1

獣害防止事業
近年増加傾向にある有害獣出没に伴う農林作物及
び生活環境被害の軽減を図るため、伊勢地区猟友
会に有害獣捕獲を委託する。また、有害獣から農
作物や農村地域の生活環境を守るために行う伊勢
市鳥獣被害防止対策協議会事業の経費の一部を負
担する。
農村地域防災減災事業

地震等による災害の影響が大きいため池の調査・
点検をするとともに、ハザ－ドマップ及び実施計
画書の作成を行う。また、三重県によるため池等
農業用施設整備事業の負担金を拠出する。

６次産業化推進事業
市内産の農水産物を使用した加工品の開発や販売
などに係る必要な経費に対して、補助金を交付す
る。
農産物ブランド化推進事業
市が振興を進めている農作物（青ねぎ、いちご、
トマト、かぼちゃ、蓮台寺柿、横輪いも）につい
て、ブランド化を推進しようとする取り組みに対
して補助金を交付する。
地産地消推進事業
地産地消の推進を図り、伊勢市の農林水産業の振
興に寄与する。①「地産地消の店」認定制度の展
開、②農産物等消費推進事業補助金、③市内産農
水産物を学校給食へ提供することにより、児童生
徒の食育及び地産地消の推進を行う。（学校給食
負担金）
農業体験学習事業
食育の一環として、児童に食の大切さや地元の食
材、食を育む農業の大切さを知ってもらうため、
学校に農業体験学習の機会を提供する。水稲（田
植え・稲刈り）、青ねぎ（収穫・集出荷施設見
学）、横輪いも（収穫）、蓮台寺柿（収穫・集出
荷施設見学）
産直施設維持管理経費
二見しょうぶロマンの森（民話の駅蘇民・しょう
ぶ園）及び伊勢市都市農山村交流促進施設「郷の
恵　風輪」について、指定管理者による管理運営
を行うことで地域の活性化に資する。また、地域
農業の振興を図るため、農産物直売所サンファー
ムおばたにかかる経費を支出する。
排水機等補修事業（農林水産課）
土地改良施設（農業用排水機等）において定期的
にエンジン、ポンプ、補機類のオーバーホール等
を実施することにより施設の機能を保持し、流域
への冠水による被害を未然に防止する。
樋門維持管理経費
県及び市所管の河川排水樋門について、操作業務
を地元自治会へ委託し、湛水による農作物への被
害を防止するとともに、地域の防災施設としても
適正に維持管理する。
排水機維持管理経費
県営排水対策特別事業及び県営ほ場整備事業で設
置された排水機場は、完成後地元の土地改良区へ
施設移管され運営されているが、集落地域の雨水
排水等にも稼動しているため、土地改良区及び農
家の負担軽減のため、かかる維持管理経費(電気
代等)を補助する。
排水機維持管理経費（機能更新）
排水機場の老朽化による故障や機能低下による浸
水被害を未然に防止するため、保全計画を策定
し、効率的・効果的な長寿命化対策を実施する。
林道修繕経費
路面の老朽化が著しく、放置すると災害に結びつ
くおそれのある林道を修繕し、その機能を維持し
安全を確保する。

61D
★
◎

61E◎

61C

◎
61C
61E

課
題

⑥

農林
水産課

R1-R2

農林
水産課

R1-R2

⑥

⑥

⑥2,500 10,160R1-R2
農林

水産課

農林
水産課

R1-R2 10,183 11,125

44,433 12,952

1,257

2,350 1,000

農林
水産課

R1-R2

農林
水産課

R1-R2

3,428 3,868

課題
コード

所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

⑤

1,928 1,858 ⑤

農林
水産課

R1-R2 1,257

R1-R2
農林

水産課

備考

2,080

⑤

16,880 28,000 ⑥

新
規

事業名（中事業名）・事業概要

農林
水産課

R1-R2 56,840 58,055

R1-R2 2,564

1,580 ⑤

11,896 ⑥
農林

水産課
R1-R2 12,279

9,285
農林

水産課

農林
水産課

R1-R2
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（参考）
H30

R1

環境保全林管理経費
三郷山及び音無山について、市民が身近な森林の
中で野外レクレーションや森林浴を満喫できる場
所としての施設維持管理を行う。横輪環境林につ
いては、林道の清掃や立木等の手入れにより災害
を防ぐ。
環境保全林整備事業
三郷山及び横輪町環境林について、年次計画によ
り間伐整備することで、環境保全林として森林の
もつ機能の向上を図る。また、国の名勝に指定さ
れている音無山において、自然に調和した再整備
を行い景観の向上を図る。
森林病害虫防除事業
海岸の防風林等に松くい虫被害が多く発生してい
ることから、予防及び駆除対策を実施すること
で、被害の蔓延を防ぎ、松林の機能維持、景観保
持を図る。また、市民が海辺の森林を憩いの場に
利用できるよう、下刈りなど適正な維持管理を行
う。
森林整備事業
みえ森と緑の県民税により海岸部沿線の松林にお
いて松くい虫防除として樹幹注入・地上散布・伐
倒破砕を行い、防風保安林の適正な管理を図る。
また、一部を基金として積み立てる。
種苗放流事業補助金
伊勢湾・宮川各漁業協同組合が実施するアサリ、
クルマエビ、アユ等の種苗放流事業に対して支援
し、資源の増大・確保と漁家経営の安定を図る。
水産教室実施事業
市内の小学生を対象に水産教室を開催し、伊勢市
の漁業の概要講習、体験実習、漁業関係施設見学
等を行うことで、漁業の文化・歴史等の習得を通
じて、漁村・漁業への興味を高揚させ、将来就く
べき職業の選択肢の一つとして認識してもらう。
また、地元水産物を使用した料理教室を開催し、
市民への魚食普及と地元水産物のＰＲを図る。
干潟等保全活動支援事業
地区漁業者が中心となる活動組織が行う干潟保全
活動を支援し、干潟の機能回復と水産業・漁村の
活性化を図る。
漁業近代化資金利子補給補助金
東日本大震災で甚大な被害を受けた市内漁業者の
漁業近代化資金特別災害資金借り入れに生じる利
子を補給することにより、漁業経営の再生と地域
水産業の振興を図る。
水産物供給基盤機能保全事業

効率的・効果的な漁港施設の更新を図るため、施
設の保全工事を実施する。

畜産振興一般経費
食肉の安全を確保するため、公社施設の維持管理
対策に要する経費を三重県・市町で支援を行う。
生産区域内の市町村及び生産者で組織する協議会
に加入し、その協議会が開催する松阪牛共進会の
支援を行う。

657,348 633,953

61F◎

124,000 ⑤

農林
水産課

R1-R2

農林
水産課

R1-R2 110,000

農林
水産課

R1-R2

3,780
農林

水産課
R1-R2

農林
水産課

R1-R2 260

農林
水産課

R1-R2

2,285 ⑥

52 29

892 771 ⑤

3,780

7,890 15,009 ⑥

⑤

300 ⑤

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

備考

61
関連

農林
水産課

課
題

課題
コード

施策合計

R1-R2 3,403 3,392

15,645

農林
水産課

R1-R2

11,100 30,200 ⑥

61E◎

農林
水産課

R1-R2

農林
水産課

R1-R2 17,497

4,045
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第６章　産業・経済

中小企業・小規模事業者の発展を促します

課題
コード

★
◎

62Ａ

62Ｂ

62Ｃ

◎ 62Ｄ

◎ 62Ｅ

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

5,121
件

5,150
件

5,160
件

5,170
件

5,180
件

【令和元年度の方向性】

・伊勢商工会議所及び伊勢小俣町商工会等の関係機関と連携し、中小企業の安定した経営や主体的に経営力を向上させる取
組に対し支援する。
・商店街の活性化を図るため、伊勢まちづくり株式会社と連携し、商店街の空店舗解消に向けた支援に取り組むとともに、
商業環境の整備や賑わいづくりを行う商業団体等を支援する。
・首都圏等において、伊勢の特産品等をPRするため、イベント及び物産展を開催する。
・創業しやすい環境づくりを進めるため、伊勢商工会議所及び伊勢小俣町商工会等が実施する創業スクール等の開催支援
や、創業者のリスク軽減を図るため、創業に必要となる費用の一部を支援する。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

商工団体における
経営相談件数

伊勢商工会議所中
小企業相談所及び
伊勢小俣町商工会
の実績値

相談しやすい体制を整えることで、中小企
業者等の経営安定化に対する支援が図れる
ため

地域産品の情報発信
大都市圏において地域産品のPRを行うとともに、事業者の販路拡大を図
るため商談会等へ参加する事業者に対して支援を行います。

創業の支援
伊勢市産業支援センターのインキュベーション施設の提供、創業相談や助
成制度の充実などを行うことで創業者のリスク軽減を図り、創業しやすい
環境づくりを推進します。

ものづくり産業・伝統工芸の振興

市内企業の新商品・新技術開発への助成や伊勢市産業支援センターにおけ
るセミナー開催による人材育成等への支援に取り組むとともに、木工・漆
芸講座の開催や後継者育成等の伝統工芸産業の再生及び発展につながる事
業への支援を行うことで、ものづくり産業・伝統工芸の振興に取り組みま
す。

課　題 課題解決の方向性

中小企業の支援
地域経済を支える中小企業が安定的・持続的に経営を行えるよう、関係機
関と連携し、経営相談や助成制度の充実等の支援に取り組みます。

商店街等の振興

市内商店街等の活性化を図るため、関係機関と連携しながら、地域の賑わ
いづくりのための新たな事業の創出や商業環境の整備や賑わいづくりを行
う商業団体への支援、商店街が取り組む空店舗対策への支援に取り組みま
す。

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

第２節　商工業
関連するまちづくりの主要課題

⑤選ばれるまちづくり
⑦歴史的・文化的資産の継承と活用

節の目指す４年後の数値指標

伊勢市の商業について、活気があると感じている市民の割合　 40％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成29年度　25.1％）
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（参考）
H30

R1

中小企業災害復旧資金利子補給補助金
平成29年台風第21号により被災した中小企業者
の再建の支援を図るため、市内の中小企業が、市
が認める災害復旧に関する融資を受けた場合に、
その融資に係る利子の一部を補助する。

小規模事業資金保証料補給補助金
商工業の振興を図るため、三重県小規模事業資金
融資制度要綱に基づき、三重県信用保証協会の保
証を得て、小規模事業資金の融資を受けた者に対
し、その返済状況に応じた保証料の補給補助を行
う。

経営改善普及事業
伊勢中小企業相談所（伊勢商工会議所内）及び伊
勢小俣町商工会が行う経営指導事業等、地域の活
性化に取り組む事業に要する経費に対して補助金
を交付するもの。また、中小企業等への相談や指
導の充実を図るため、中小企業等が抱えている課
題を専門的・実践的な指導、助言を行う専門家を
派遣する経費に対して補助金を交付し、課題解消
の支援を行う。

経営力向上支援事業
伊勢市の中小企業・小規模企業の経営に係る負担
を軽減し、中小企業・小規模企業の持続的発展を
促し地域経済の活性化を図るため、対象となる融
資制度の融資を受けた場合にその融資にかかる利
子の一部の補給補助及び経営を向上させるため実
施する取り組みに対し、経費に係る一部を補助す
る。

住宅・店舗リフォーム等促進事業補助金
市内の商業及び建設関連産業の振興を促進し、地
域経済の活性化を図るため、市内に主たる事業所
を有する建設業者等により店舗の新築工事又は、
住宅・店舗のリフォーム・増改築を行う者に対
し、その工事費の一部を補助する。

商品力・販売力向上支援事業
市内事業者の主体的な努力による持続的な成長を
目指した商品力及び販売力の向上を図る取り組み
を支援することにより、地域産品の質の向上と販
路拡大を図る。

商店街等振興対策事業
地域のコミュニティ機能の担い手としての役割が
期待されている商店街等の活性化及び中心市街地
の活性化を図るために、商店街の空店舗対策や中
心市街地の活性化の取り組み、商店街の環境整備
への支援を実施する。

商業活性化推進事業
地域住民や観光客のニーズに応えた商業環境の整
備等を図るため、市内の商業団体等が自主的また
継続的に実施する事業に対して補助金を交付する
ことにより、市内商業の活性化を図る。

地域産品販売促進事業
食材や特産品など伊勢の地域資源を広く発信し、
認知度の向上及び販路拡大を図るため、首都圏や
大都市圏において物産展等を実施する。また、伊
勢志摩サミットや全国菓子大博覧会などの開催に
より国内外から注目されている伊勢の特産品等の
販路拡大を図るため、商談会等に出展する事業者
への支援を行う。

3,39762C
商工

労政課
R1-R2 3,559

14,000

商工
労政課

R1-R2 12,308 4,000

商工
労政課

R1-R2 16,000

62B

18,000 ⑤

●
商工

労政課
R1-R2 － 3,563 ⑤

商工
労政課

R1-R2 18,000

62A
★
◎

19,800 ⑤

商工
労政課

R1-R2 29,781 27,540 ⑤

商工
労政課

R1-R2 19,750

1,996

商工
労政課

R1-R2 7,600 4,900

商工
労政課

R1-R2 8,000

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考
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（参考）
H30

R1

創業支援事業
創業支援事業計画に基づいて、創業支援事業者が
行う事業に要する経費の一部を補助、新たに伊勢
市内に事業所を設置し創業等を行う者の創業・移
転に必要となる経費の一部、対象となる創業関連
融資制度の融資を受けた場合にその融資にかかる
利子の一部、または融資に係る信用保証協会の保
証料を補助する。関係機関と連携し、首都圏等で
UIJターン創業セミナーを開催し、創業及び移
住・定住の促進を図る。

ものづくり推進事業
中小製造事業者の新技術・新商品の開発に対する
補助、伝統工芸品産業の振興に対する補助を行
う。

産業支援センター管理運営経費
伊勢市産業支援センターの施設の管理運営と、企
業訪問による課題解決、起業家育成、人材育成セ
ミナーの開催、伝統工芸の振興などの各種支援業
務を、指定管理者に委託する。また、産学官等で
構成する産業支援センター運営協議会において、
当センターの活動成果を分析し、産業戦略のあり
方や当センターの運営方針等を指定管理者に提案
する。

タウンマネージャー設置支援事業
中心市街地活性化協議会が専門的な知見や経験を
有した人材（タウンマネージャー）を置くにあた
り、国からの補助金をより有利な補助率で受けら
れるよう、市から補助金の支出を行う。

190,665 179,893

659

施策合計

62
関連

商工
労政課

R1-R2 607

3,190 ⑦

商工
労政課

R1-R2 47,301 48,632 ⑦

商工
労政課

R1-R2 3,283

62E◎

◎ 62D
商工

労政課
R1-R2 24,476 30,216 ⑤

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

備考
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さまざまな観光客を迎え入れ、賑わいがあふれるまちを目指します

課題
コード

◎ 63Ａ

◎ 63Ｂ

★
◎

63Ｃ

◎ 63Ｄ

◎ 63Ｅ

◎ 63Ｆ

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

652,124人 665,000人 700,000人 711,000人 712,000人

1,140,000
セッション

1,360,000
セッション

1,480,000
セッション

1,590,000
セッション

1,710,000
セッション

※セッション数…ユーザーがウェブサイトを訪れた回数

【令和元年度の方向性】

観光情報公式ホーム
ページセッション数
（※）

システムによる計
数

観光情報公式ホームページへの
訪問数が表される。

・改元を契機として、伊勢のさらなる認知度向上及びリピーター化に向けた情報発信と、地域資源の掘り起こし・磨き上げによ
る新たな魅力の創出や受入環境整備、市民のおもてなしの心の醸成、商品造成等に取り組む。
・欧米に対する情報発信（アーティストやメディアクリエーターの招聘・ＷＥＢ動画配信等）や公共交通機関との継続したタイ
アップ、デジタルマーケティング、広域連携した観光ＰＲ等、ターゲットを定めた効果的な情報発信を推進する。また、多言語
看板の整備や市営駐車場への観光公衆トイレの新設、「伊勢おもてなしヘルパー」をはじめとするバリアフリー観光の充実等、
受入環境の整備を推進する。それらの取組を複合的に実施することで、満足度アップを図り、観光客の獲得に努める。
・２０２１年に開催の「三重とこわか国体」「三重とこわか大会」において、大会の参加者と観客ともに満足していただけるよ
うな運営ができるよう、２０２０年の「国体リハーサル大会」の準備を進める。

第６章　産業・経済
関連するまちづくりの主要課題

④集約型都市構造・公共交通体系
⑤選ばれるまちづくり
⑥自然災害への備え
⑦歴史的・文化的資産の継承と活用

伊勢市宿泊者数 伊勢市観光統計
市内滞在時間の延伸と消費額向上に
つながるため

節の目指す４年後の数値指標

神宮参拝者数　900万人　　　　（平成29年　879.8万人）

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

第３節　観光

課　題 課題解決の方向性

新たな交流を生み出すための地域資源
の発掘・発見

市内に広く存在する資源を「観光」の視点で見直し、神宮を中心とした物
語性などをまち全体で発掘し、発信していきます。

産業視点での観光の推進
スポーツ・イベントなど様々な機会を活かしつつ地域資源を磨き上げ、洗
練し、周遊・滞在・消費を促進します。

さまざまな人達に届く情報発信
時勢に応じ、ターゲットや手法を定め、戦略的にＰＲを行うとともに、具
体的な目標を立て、常に効果検証に取り組みます。

地域を愛し高い市民力を持つ人材、次世代の担い手の育成を推進します。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

満足度を高めるための受入環境・受入
基盤整備

外国人や障がい者、高齢者など様々な来訪者に安心して観光を楽しんでい
ただけるよう受入環境・受入基盤を整備します。

連携による観光の推進 「競争と協働」を意識し、地域間・官民等で連携して取組を推進します。

市民力の向上、人材の育成・活用
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（参考）
H30

R1

観光情報発信事業
次の遷宮までの期間、来訪者の維持・増加を図る
ため、取り組みごとにターゲットを定め、効果
的・効率的な方法を採り入れながら、伊勢に来て
いただけるような情報発信を行う。
新規取組として、改元を契機とした旅行商品造成
等を行い、伊勢への誘客を促進する。

外国人観光客誘致推進事業
外国人観光客誘致事業として、参加協議会と連携
した誘客宣伝を行うとともに、伊勢市単体として
は特に欧米をターゲットとして、米国からのメ
ディアクリエイター招聘事業、英国からのアー
ティスト招聘事業、動画広告WEB配信等を行
い、外国人観光客の誘致を図る。

観光振興基本計画推進事業
平成29年度に策定した「伊勢市観光振興基本計
画」に基づく施策の推進について、観光客実態調
査の調査結果も参照して検証を行う。

海水浴場管理運営事業
二見浦海水浴場の安全管理及び運営等を実施す
る。また、施設が著しく老朽化しているため、
ビーチハウスの改修及びレストハウスの解体を行
う。
ターゲティング戦略推進事業
伊勢の観光旅行商品の開発、様々な媒体を活用し
た販促による誘客を図る。

スポーツ・ＭＩＣＥ誘致推進事業
市内施設等を活用し、大会・合宿、イベント、集
会等といったスポーツ大会・ＭＩＣＥを誘致す
る。
花火大会開催負担金
全国から約23万人が観覧する、日本三大競技花
火大会の一つである本大会は、全国各地で活躍の
花火師が、日頃の研鑚の技を競う大会である。本
大会を通して、花火師・観光客・市民が出会い、
交流し、伊勢志摩地域の盛り上げ、地域の活性化
を図ることを目的とする。

お伊勢さんマラソン開催負担金
全国から約１万人の参加者が集まる「中日三重お
伊勢さんマラソン」を開催し、当市への誘客行事
として位置づけ、市の活性化を図る。
参加者一人ひとりが、健康づくりや競技力向上を
めざし、本大会に参加することによって、スポー
ツの普及、観光振興を図る。

国民体育大会準備経費
令和3年（2021年）開催の「第76回国民体育
大会（三重とこわか国体）」及び「第21回全国
障害者スポーツ大会（三重とこわか大会）」を円
滑に運営するため、先催地の視察、市内開催競技
ＰＲ，競技会場実施設計を行い、開催準備を進め
る。

事務局管理運営経費
令和3年（2021年）開催の「第76回国民体育
大会（三重とこわか国体）」及び「第21回全国
障害者スポーツ大会（三重とこわか大会）」を円
滑に運営するための事務局運営経費

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

63A
63C

★
◎

★
◎

63A
63B
63C
63D
63E
63F

観光
振興課

R1-R2 4,377 4,388 ⑤

77,711  ④⑤⑦

観光
誘客課

R1-R2 65,030 54,292  ④⑤⑦

観光
誘客課

R1-R2 79,999

27,852  ⑤

観光
誘客課

R1-R2 3,035 2,927  ④⑤⑦

観光
振興課

R1-R2 9,472

63B◎

24,365  ⑤

観光
振興課

R1-R2 45,000 45,000

観光
振興課
観光

誘客課

R1-R2 25,950

 ⑤⑦

観光
振興課

R1-R2 20,000 20,000  ⑤

25,000  ⑤

国体総務課
国体競技課

R1-R2 17,365 22,820 ⑤

国体総務課
国体競技課

R1-R2 7,648
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（参考）
H30

R1

外国人観光客受入強化事業
国・県・市を挙げて誘致促進している外国人観光
客に対応するため、実態把握のための調査と受入
環境の整備を行い、観光地としての魅力を向上さ
せて、実際に来訪する外国人観光客の満足度の向
上を図る。

観光客受入環境創出事業
恒例行事として定着している事業等について、
（公社）伊勢市観光協会と連携し実施する。
また多様化する観光客のニーズを捉え、観光客受
入を効果的・効率的に行うための受入体制・事業
の充実を図るほか、小学５・６年生を対象に観光
客お出迎えボランティア「伊勢っ子」育て事業を
実施する。

バリアフリー観光向上事業
観光地としての伊勢の魅力を高めるため、サービ
ス体制の強化とバリアフリー情報の発信に取り組
む。
案内所管理運営経費
宇治山田駅・伊勢市駅・外宮前・宇治浦田・二見
浦観光案内所及び伊勢市駅手荷物預かり所を運営
する。
観光協会負担金
（公社）伊勢市観光協会の財政基盤を安定させ、
公益社団法人ならではの独自性豊かな事業が実施
できるよう、事務局人件費の一部を負担する。
旅客受入基盤整備事業
観光客の周遊性を高め、朝熊山を新たな観光資源
として育てるため、観光周遊バス「参宮バス」を
運行する。また、本年はゴールデンウィークが
10連休となることに伴い、パーク＆バスライド
を実施する予定であることから、県内外から中心
市街地である外宮周辺を訪れるパーク＆バスライ
ド利用者に対し、市内周遊促進のための策を講じ
る。

観光客滞在環境快適化事業
様々な国や地域から訪れる外国人観光客を含めた
伊勢を訪れる全ての観光客の滞在環境を快適化
し、伊勢に「良いイメージ」を持っていただくこ
とにより、滞在時間の延長や再来訪を促進し、観
光消費額の増加へと繋げていく。

災害に強い観光地づくり事業（非予算化）
伊勢おはらい町会議、皇學館大学と連携し、避難
誘導方法や避難訓練について検証することにより
災害対応力を高め、安心・安全な観光地として魅
力アップを図る。
広域連携事業
広域ならではのスケールメリットが発揮できる事
業について近隣市町や三重県、歴史的な繋がりの
ある地域等、関係各所との連携を行う。

伊勢志摩広域観光活性化事業
伊勢志摩地域が一体となって観光の動向及びニー
ズを的確に捉えた誘客宣伝活動を行うとともに、
伊勢志摩観光振興プランを遂行するため、公益社
団法人伊勢志摩観光コンベンション機構に参画
し、伊勢志摩地域への誘客のための様々な観光事
業を展開する。

案内ガイド連携事業
市内観光ガイド団体連絡協議会「伊勢たびナビの
会」の活動に、事務局として参画し、運営を行
う。
民俗伝統行事継承事業
「お木曳行事」、「お白石持行事」の保存継承及
び神宮を核とした伊勢の情報発信を行う。

484,514 478,961

16,857 ⑤⑥

◎
63B
63D
63Ｆ

観光
振興課

R1-R2 7,334 21,504 ⑤

◎
63B
63D

観光
振興課

R1-R2 12,755

4,692 ⑤

観光
振興課

R1-R2 33,349 37,079 ⑤

観光
振興課

R1-R2 1,478

5,745 ⑤

観光
振興課

R1-R2 5,900 13,900 ④⑤

観光
振興課

R1-R2 5,078

15,290 ⑤

観光
振興課

R1-R2 ー ー

観光
振興課

R1-R2 81,676

⑤⑥

施策合計

300 ⑤

観光
振興課

R1-R2 35,100 37,100 ⑤⑦

観光
振興課

R1-R2 300

63F◎

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

観光
誘客課

R1-R2 17,901 17,172  ④⑤⑦

観光
振興課
観光

誘客課

R1-R2 5,767 4,967  ④⑤⑦

63E◎

63D◎
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第６章　産業・経済

働きたい人が働ける環境づくりを進めます

課題
コード

★
◎

64Ａ

◎ 64Ｂ

◎ 64Ｃ

◎ 64Ｄ

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

69% 70% 71% 72% 73%

【令和元年度の方向性】

いせ若者就業サポー
トステーションの就
職率

就職者／登録者
支援を行い、就職につながっている成果を
示すものであるため

・いせ若者就業サポートステーションと連携し、就職に悩みを抱える人の支援を行うとともに、女性の再就職支援セミナー
を開催し、就職に向けた情報・ノウハウの提供を行う。
・セミナーを開催し、障がい者雇用促進に向けた啓発を実施するとともに、障がい者と企業が直接面談し、就職・雇用への
動機づけを目的とする企業説明会を開催する。
・若者の地元定着を図るため、企業見学ツアーの開催やインターンシップを促進するための環境整備を行う。

中小企業の福利厚生制度の充実
中小企業の福利厚生に対する助成を行うとともに、育児休暇制度等の創
設・充実を働きかけ、中小企業労働者の働きやすい環境整備を支援しま
す。

企業立地の促進
市外からの企業立地を促進するため民有地の活用を図るとともに、市内企
業の設備投資を支援し留置に努めます。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

課　題 課題解決の方向性

求職者又は就職を考えている人の
就職に向けた知識・資格の取得

セミナーや就職説明会など就職に必要な情報・ノウハウを提供する機会や
資格の取得を支援します。

企業の雇用機会の確保
関係機関と連携しながら、企業の情報発信の機会を増やし、高齢者、若
者、女性、障がい者などの求職者とのマッチングをはじめとする雇用対策
を推進します。

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

第４節　就労・雇用
関連するまちづくりの主要課題

①子どもを産み育てやすい環境づくり
②超高齢社会への対応
⑤選ばれるまちづくり

節の目指す４年後の数値指標

有効求人倍率　1.0倍以上　　　　（平成28年度　平均１.42倍）
4年間の企業立地件数　４件以上　（基準値　なし）
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（参考）
H30

R1

若年求職者等支援事業

若年者の中には職業的な自立が困難な方が多数存
在しており、その要因は多岐に及ぶ。これらの若
年求職者・無業者に対し、それぞれの個別ケース
に合わせた支援を実施することで、安定した就職
の実現を目指す。

就労支援事業
就職・再就職を目指す女性や障がい者の雇用・就
労を支援するため、セミナー等を行うとともに、
事業所と若者が接する機会を提供するため、市内
事業所の職場見学の実施及びインターンシップの
促進を行う。また、大都市圏でＵＩＪターン企業
説明会を開催する。若者の就職を促進し、雇用の
安定を図るため、就職や就業に有利な資格の取得
に要する経費の一部を補助する。
雇用対策一般事業
労働力確保・雇用に関する調査等に取り組む伊勢
地区中小企業労働対策協議会へ負担金を支出す
る。
高年齢者労働能力活用事業費補助金
高齢者の就労対策の一環として設立された公益社
団法人伊勢市シルバー人材センターに対して、管
理運営費等を補助することで、シルバー会員の就
業を支援するとともに、「福祉の受け手から担い
手」への体制づくりを支援する。
中小企業退職金共済制度奨励補助金
中小企業の従業員の福祉の増進と雇用の安定を図
るため、退職金共済制度の掛金の一部助成を行
う。
伊勢地域勤労者福祉サービスセンター補助金
中小企業等の福利厚生を充実させるため、一般社
団法人伊勢地域勤労者福祉サービスセンターに対
し助成を行う。
企業立地推進事業
三重県、国及び関係機関等との連携の下、市外か
らの企業誘致並びに市内既存企業の事業高度化及
び市外流出抑制のため、企業訪問を行い、情報収
集及びネットワークの構築を図る。
工場等誘致奨励事業
市内への新たな工場等の立地を促進するため、用
地取得、設備投資、雇用の奨励制度を講じ、雇用
の創出、税収の増加、産業振興等、地域の活性化
を図る。
勤労者ふれあい事業
福祉フェスティバル（同時開催　伊勢市環境フェ
ア）を開催し、模擬店、地元企業展等を実施する
予定である。

138,983 132,910

64Ｂ◎

64C◎

64D◎

1,010

施策合計

64
関連

商工
労政課

R1-R2 980

5,973 ⑤

商工
労政課

R1-R2 91,084 85,411 ⑤

商工
労政課

R1-R2 4,066

2,192 ⑤

商工
労政課

R1-R2 13,284 13,284 ⑤

商工
労政課

R1-R2 4,924

445

商工
労政課

R1-R2 17,233 17,233 ②

商工
労政課

R1-R2 522

4,468 ⑤

★
◎

64A
64B

商工
労政課

R1-R2 2,269 2,894 ①

★
◎

64A
商工

労政課
R1-R2 4,621

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考
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第６章　産業・経済

消費者が安心・安全に暮らせるまちをつくります

課題
コード

★
◎

65Ａ

65Ｂ

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

342件 540件 590件 640件 690件

【令和元年度の方向性】

R1

8,652施策合計 8,440

R1-R2 8,440 8,652 ②

消費生活相談業務の複雑化、高度化が進む中、
市民が安心して暮らせるよう、消費生活セン
ターを運営し、消費者被害を未然に防ぐための
啓発、消費者教育に努める。また消費生活相談
員を雇用することにより、専門的なアドバイス
を迅速に行う。

★
◎

65A
65B

消費生活センター運営事業

商工
労政課

・複雑化、高度化する消費生活相談に対応するため、消費生活相談員が最新の情報を収集し、専門的なアドバイスを迅速に行
えるよう備える。また、消費者被害を未然に防ぐために地域包括支援センターと連携をとりながら、高齢者クラブを中心に、
消費生活センターの紹介や、被害にあわないために気をつけることや、事例紹介等を行う出前講座を実施するとともに、市内
で催されるイベントへブース出展する。
・成人年齢を18歳に引き下げることを内容とする「民法の一部を改正する法律」が、2022年4月1日から施行されることに
より、若年者を取り巻く消費環境が変化し、様々なトラブルに巻き込まれることを防ぐため、国民生活センターが開催する研
修に消費生活相談員を派遣し専門知識を習得する。

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

備考（参考）
H30

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

消費者教育・啓発に
よる情報提供数

出前講座等は参加者数、イ
ベントについてはチラシ等
を受け取った人数

より多くの方に情報提供すること
で、より多く消費者被害を未然に防
ぐことができる

課　題 課題解決の方向性

消費者教育・啓発の推進

市民が安心して消費生活を営めるよう、消費者被害を未然に防ぎ、
万が一消費者トラブルに直面した時の対応力を身につけて（対応を
知って）いただくため、出前講座や出前授業など消費生活に関する
教育や啓発を進めます。

相談体制の維持・強化
市民からの複雑・多様化する消費生活に関する相談に迅速かつ的確
に対応するため、引き続き、相談員の専門的知識の向上や相談環境
の充実等、体制の維持・強化に努めます。

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

第５節　消費者行政
関連するまちづくりの主要課題

②超高齢社会への対応

節の目指す４年後の数値指標

伊勢市消費生活センターの認知度　　60%　　（平成29年度　42.4%）
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第７章　都市基盤

幹線道路及び生活道路の整備を推進します

課題
コード

★
◎

71Ａ

◎ 71Ｂ

◎ 71Ｃ

★
◎

71Ｄ

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

10
箇所

12
箇所

17
箇所

22
箇所

27
箇所

0
箇所

２
箇所

2
箇所

４
箇所

4
箇所

【令和元年度の方向性】

橋梁・トンネル長寿命化修繕計画（Ｈ25～Ｈ74）に基づき、計画的に長
寿命化対策を実施します。

幹線道路の効率的な整備 道路整備プログラムに基づき、計画的に幹線道路の整備を進めます。

市民生活に密着した道路の整備推
進

日常生活に欠かせない道路整備を実施します。

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

・補助事業を積極的に活用し、計画的な関係機関協議や用地取得を進めるとともに、効果的な道路整備を進める。
・道路施設については、計画的に点検、修繕を行い安全性の確保及びコスト縮減を行っていく。
・継続的に通学路の安全を確保するため合同点検を継続するとともに、対策の改善・充実を行う。また、学校統合に伴う新
しい通学路においても安全性の向上を図る。

第１節　道路 ①子どもを産み育てやすい環境づくり
④集約型都市構造・公共交通体系
⑥自然災害への備え

関連するまちづくりの主要課題

伊勢市交通安全プロ
グラムにおける対策
必要箇所の内、対策
済件数（累計）

指標
年度別目標値

身近な生活道路の整備に満足している市民の割合　35％　　（平成29年度　33%）

節の目指す４年後の数値指標

課　題

通学路の安全対策

課題解決の方向性

伊勢市通学路交通安全プログラムに基づき、通学路に自転車・歩行者空間
を確保します。

橋梁長寿命化の推進

橋梁の長寿命化対策
実施箇所数（累計）

長寿命化対策実施
橋梁数

道路施設のライフサイクルコストの
縮減

指標の算出方法

交通安全対策
実施済箇所数

指標の設置理由

安全に通行できる通学路の確保
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（参考）
H30

R1

橋梁長寿命化事業（防災・安全交付金）
道路交通の安全性を確保する上で、これまでの破
損してから修繕するという事後的な対応から、計
画的かつ予防的な対応に転換し、コスト削減を図
るため、橋梁長寿命化事業を実施する。
【R１事業内容】伊勢市橋梁定期点検112橋、北
新橋ほか補修工事12橋、橋梁補修設計12橋
中村楠部１７－１号線整備事業（交付金）
本路線を整備することにより、内宮周辺への来訪
者交通及び志摩方面の通過交通など、集中する自
動車交通を分散させ、周辺地域の混雑緩和を図る
ものである。全体事業L=170ｍ、【Ｒ１事業内
容】道路改良工事。
一之木５丁目１６号線整備事業（交付金）
本路線を整備し、当該地域と周辺の幹線道路との
ネットワークを形成させることにより、渋滞緩和
や救急車両のアクセス機能の向上を図るものであ
る。全体事業L=300ｍ、【Ｒ１事業内容】用地
取得、修正設計業務
高向小俣線ほか１線整備事業（交付金）
現在の宮川橋は、老朽化が著しい状況であるが、
橋梁の設置位置の問題から架替えが困難である。
そのため、代替機能を持つ高向小俣線ほか1線の
整備が必要である。事業概要：延長Ｌ＝1,420
ｍ、【Ｒ１事業内容】建物調査、用地補償、模型
実験水理解析、橋梁予備設計修正、土地評価業
務、除草業務
八日市場高向線ほか１線（２工区）整備事業（交付金）

市内の渋滞解消、都市環境整備及び中心市街地活
性化を図るための道路整備を行う。
事業概要：延長Ｌ＝２３０ｍ、幅員Ｗ＝１６ｍ
【Ｒ１事業内容】道路改良工事Ｌ=36ｍ、修正設
計、除草業務
道路管理経費
適切な道路管理を行う為、道路用地の寄附採納を
行う。道路占用の適切な処理を行う。道路事業に
伴う市道の認定、廃止、改良等を反映するため、
道路台帳の修正を行い、道路の適正な管理に努め
る。狭あい道路の解消のため、セットバックした
土地を市に寄付した場合、助成金や報償金を交付
し、舗装整備を行う。
道路改良事業
市民生活に密着した道路の拡幅等改良を行うこと
により、道路機能の改善、生活環境基盤の整備を
進める。【継続】桧尻川22-1号線ほか3路線
宇治山田駅周辺道路整備事業（交付金）
宇治山田駅への送迎車両が通行する狭隘な路線の
拡幅及び駅前広場の自家用車送迎場所を整備する
ことで、安全性・利便性を向上させる。事業概
要：道路整備Ｌ＝300ｍ、広場整備、【Ｒ１事
業内容】広場改良工事、電柱移転補償
楠部２７号線整備事業（交付金）

本路線を整備することにより、防災拠点である消
防本部、倉田山公園への安全な道路空間を確保す
る。全体事業L=300ｍ、【Ｒ１事業内容】道路
改良工事、信号移転補償

楠部２２号線整備事業（交付金）

本路線を整備することにより、新市立伊勢総合病
院への歩行者の安全性確保及び救急車両のアクセ
ス機能の向上を図るものである。全体事業
L=420ｍ、【Ｒ１事業内容】用地取得、道路改
良工事

取り組む事業

21,646 ④維持課

備考

R1-R2 25,891

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

★
◎

71Ａ
基盤

整備課
R1-R2 93,000

基盤
整備課

R1-R2 53,805

基盤
整備課

R1-R2

基盤
整備課

R1-R2

基盤
整備課

R1-R2 41,759 128,443 ④⑥

基盤
整備課

R1-R2

126,280 ④⑥

基盤
整備課

R1-R2 51,600

109,976 308,935 ④

39,960 ④

10,000 ④⑥

71Ｂ◎

7,000 3,700 ④

基盤
整備課

R1-R2 6,216 51,000 ④⑥

71C◎

基盤
整備課

R1-R2 113,164 348,232 ④

91,674 5,131 ④
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（参考）
H30

R1

中心市街地活性化整備事業（交付金）【75Ａで再掲】

伊勢市駅周辺の道路や駐輪場の整備を行い、住環
境の向上と中心市街地の賑わいを創出し、活性化
を図る。【Ｒ１事業内容】宮後1丁目1号線：道
路詳細設計、岡本吹上線：視覚障がい者誘導ﾌﾞﾛｯ
ｸ整備、鳥羽松阪線：歩道詳細設計
通学路整備事業
小中学校の通学路における通学路交通安全プログ
ラムでの要対策箇所をはじめ、通学路の対策を重
点的に実施することで危険箇所の解消を図り、安
全安心な歩行空間を確保する。【Ｒ１事業内容】
神社･大湊統合小学校関連、小俣5号線(上惣之橋
歩道橋)、小俣22号線
道路舗装事業
老朽化及び破損した市道等を舗装することによ
り、道路機能の回復、通行の安全確保、生活基盤
及び生活環境の向上を図る。
道路側溝等改良事業
道路機能や排水機能の回復及び生活環境の向上を
図るため、老朽化した道路側溝の改良や排水処理
のための側溝新設を行う。
交通安全施設整備事業
交通事故防止・交通安全環境の確保のため、道路
反射鏡・道路照明灯・防護柵・区画線等の新規設
置工事を行う。

1,067,012 1,492,667

71
関連

◎

施策合計

327,300 313,000 ⑥

④35,00030,000R1-R2維持課

維持課 R1-R2 16,700 16,700 ④

維持課 R1-R2

事業
年度

事業予算（単位：千円）

備考
課
題

課題
コード

新
規

98,927 74,520 ①

◎ 71C ●
基盤

整備課
R1-R2 － 10,120 ④

★
◎

71Ｄ
基盤

整備課
R1-R2

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
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移動しやすい交通環境の整備を推進します

課題
コード

★
◎

72Ａ

◎ 72Ｂ

◎ 72Ｃ

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

52% 55% 57% 60% 62%

80,993
人

82,000
人

83,000
人

84,000
人

85,000
人

【令和元年度の方向性】

コミュニティバスの
利用者数

おかげバス・おか
げバスデマンド・
沼木バス利用者数

公共交通の利用促進が図られているかどう
かが表されるため

・交通不便地域の移動手段を確保するため、コミュニティバス「おかげバス」、「おかげバスデマンド」、「沼木地区自主
運行バス」などを継続して運行し、高齢者などの日常生活における通院や買い物などの移動手段を確保していく。
・平成30年度に実施をした市民及びバス利用者意向調査などによる基礎的情報をもとに、地域公共交通の課題改善に向け
た再編計画を策定するとともに、その取組推進に向けたスケジュール等をまとめる。
・伊勢市内のバス路線網については、伊勢市駅や宇治山田駅を中心に各地域に放射線状に路線網が構築されているため、郊
外から郊外に移動する際に、支障が生じているので、現在の鉄道や路線バス網などを活用し、市内の主要な商業施設、医療
機関、行政施設などを短時間で効率良く移動できるようにするため、市内循環バスの社会実験運行を実施し、再編計画につ
なげる。
・市内の主な海岸堤防・港湾施設の管理者である三重県に対して、整備改修の早期完成に向けた要望活動を引き続き実施し
ていく。

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

海岸堤防・港湾施設の整備促進
主な海岸堤防・港湾施設の整備改修は三重県が行っているため、三重県に
対して早期完成に向けた要望活動を行います。

課　題 課題解決の方向性

地域公共交通の充実 誰もが安心して移動できるために地域公共交通の充実を図ります。

交通渋滞対策の推進
公共交通機関利用促進など交通需要マネージメントを実施し、道路交通混
雑の緩和に取り組みます。

市内を走る路線バス
のノンステップ車両
導入率

三重交通（株）に
よる資料

ノンステップバス車両を導入することによ
り、誰もが安心して移動できる環境が整う
ため

第２節　交通環境

節の目指す４年後の数値指標

地域の路線バスやバス路線のない地域の移動手段の確保に満足している市民の割合　23％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成29年度　18％）

関連するまちづくりの主要課題
第７章　都市基盤

②超高齢社会への対応
④集約型都市構造・公共交通体系
⑤選ばれるまちづくり
⑥自然災害への備え

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由
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（参考）
H30

R1

コミュニティバス運行事業
自らの移動手段を持たない交通弱者（高齢者等）
に対し移動手段を確保することを主な目的とし、
市内９ルートでコミュニティバスを運行する。
路線バス運行維持事業
市民の身近な交通手段である路線バスが赤字に
よって路線廃止に追い込まれるため、経常損益分
の補填を行い路線を維持する。
自主運行バス運行事業
沼木地区において、車など自ら移動手段を持たな
い住民が買い物、通院などの市民生活を行う上で
必要な公共交通を確保するため、市が運行主体と
なり、「自家用有償旅客運送」（道路運送法第
79条）の登録を受け、白ナンバーでの運行を行
う。

公共交通再編事業
平成30年度に実施をした市民及びバス利用者意
向調査などによる基礎的情報をもとに、地域公共
交通の課題改善にむけた再編計画を策定するとと
もに、その取組推進に向けたスケジュール等をま
とめる。また、新市立伊勢総合病院の開院に伴い
実施する、社会実験運行の結果を踏まえ、環状
ルートのコミュニティバスとしての本格導入の検
討及び本格導入時の運行計画案を検討する。
交通施設バリアフリー化事業
五十鈴川駅におけるバリアフリー化設備等整備事
業に補助金を交付し、伊勢市交通バリアフリ－基
本構想を推進する。
駐車場管理運営経費（観光交通対策事業）
神宮周辺の渋滞解消緩和のため、市営宇治駐車場
運営を行い、交通対策を実施する。
県営事業地元負担金
県土木関係建設事業に伴う地元負担金（港湾海岸
事業）　【事業内容】宇治山田港湾改修
踏切道対策事業
市街地の交通の円滑化を図るため、伊勢市踏切道
対策基本方針に基づき交通誘導等の対策を実施す
る。【令和元年度】伊勢市踏切道対策誘導看板設
置工事
バリアフリー化推進事業
市の現状の課題等を踏まえたバリアフリ－化の方
針等を示し、地域のバリアフリ－化を推進する。

744,866 752,077

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

82,185 ②④⑤

交通
政策課

R1-R2 7,132 9,982 ②④⑤

交通
政策課

R1-R2 78,299

10,112 ②④⑤

交通
政策課

R1-R2 25,931 33,300 ②④⑤

交通
政策課

R1-R2 10,776

施策合計

3,000 ⑥

都市
計画課

R1-R2 8,000 20,100 ④

◎ 72Ｃ 監理課 R1-R2

●
都市

計画課

都市
計画課

R1-R2

72A
★
◎

R1-R2

72
関連

◎

◎ 72Ｂ
交通

政策課
R1-R2 ⑤

4,833 49,333 ②④

－ 9,500 ②

14,400

595,495 534,565
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第７章　都市基盤

河川・排水施設を良好に保全します

課題
コード

★
◎

73Ａ

◎ 73Ｂ

◎ 73Ｃ

◎ 73Ｄ

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

0
箇所

４
箇所

６
箇所

８
箇所

１０
箇所

【令和元年度の方向性】

長期補修計画、長寿命化計画等に基づく、計画的な改築更新を行います。

関連するまちづくりの主要課題

水位計の設置による水位情報の発
信

第３節　河川・排水 ⑥自然災害への備え

節の目指す４年後の数値指標

長寿命化に着手したポンプ場の割合　88％（３1箇所／35箇所）　　（平成29年度　11％）

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

・令和元年度における水位計の設置については、目標値を上まわる15箇所の予定である。
・老朽化する都市ポンプ場の計画的な更新工事を行い維持管理費の削減に努める。
・国・県等関係機関と連携を強化し、水害対策の早期完成を要望していく。

課　題 課題解決の方向性

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

国・県等関係機関と連携した水害
対策を策定

国・県等関係機関と連携し、水害対策の検討を行います。

水位計の設置箇所数
（累計）

水位計の設置箇所
数

水位に関する情報を市民に周知する

浸水被害のあった河川に水位計を設置し、水位に関する情報発信を行いま
す。

流下能力が不足している河川・排
水路の堆積土砂の撤去

河川・排水路の通水断面を確保するため、定期的に堆積土砂の撤去を行い
ます。

既存施設の更新及び延命化
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（参考）
H30

R1

水害予防経費
水防活動及びそれに伴う必要資材の購入、市内水
防倉庫への資材補給を行う。水防訓練を実施し防
災力の向上を図る。防災マップを作成し啓発活動
を行う。危機管理型水位計を設置し防災力を向上
させる。

河川維持補修経費
河川を維持管理していく上で生じる補修及び小規
模な工事を行う。また大雨時の内水排除対策を行
う。
排水路維持管理経費
排水路の排水機能が良好な状態に保たれるよう維
持管理と補修を行う。
排水機場維持管理経費（ポンプ場機能更新）
老朽化する都市ポンプ場の機能診断に基づき長期
補修計画を策定し、予防保全の考え方で機能更新
を行うことにより効率的かつ効果的な維持管理を
行う。
河川改良事業
流下能力の不足等によって浸水被害を招いたり、
河岸や河床の侵食等による人家等の災害発生が危
惧される河川において、河川拡幅や護岸改良を行
うことにより集中豪雨、台風時等の浸水被害や重
大災害発生の軽減・防止を図る。【継続】船江山
川、菱川

排水施設整備事業
豪雨時の急激な出水によって浸水被害を招いてい
る排水路を改良する。また、河川水位の上昇に
よって自然排水が困難な地域においてはポンプ場
の新設・増設等を行う。
【継続】東豊浜ポンプ場排水区 ほか4排水路
【新規】宇治排水路

749,322 657,167

73Ｂ◎

73
関連

◎

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

45,380 58,823 ⑥

施策合計

40,500 ⑥
基盤

整備課
R1-R2 66,000

308,748 190,100 ⑥
基盤

整備課
R1-R2

維持課 R1-R2

維持課 R1-R2

80,481 108,501 ⑥

197,606 243,799 ⑥◎ 73Ｃ 維持課 R1-R2

51,107 15,444 ⑥
★
◎

73Ａ
73Ｄ

基盤
整備課

・維持課
R1-R2
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市民が住んでいたいと感じる住環境の整備を推進します

課題
コード

★
◎

74Ａ

★
◎

74Ｂ

◎ 74Ｃ

◎ 74Ｄ

◎ 74Ｅ

◎ 74Ｆ

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

135件 180件 220件 260件 300件

8.9% 9.0% 9.1% 9.3% 9.4%

32.1% 33.0% 33.4% 33.7% 34.1%

【令和元年度の方向性】

第７章　都市基盤

第４節　住環境

節の目指す４年後の数値指標

伊勢市に住み続けたいと思う市民の割合　88％　　（平成29年度　83％）

課　題 課題解決の方向性

伊勢市景観計画の推進
住む人の誇りとなる伊勢の景観を守り、つくり、育てるために、計画を普
及させ、市民一人ひとりの意識向上を図り、良好な景観形成を推進しま
す。

一般住宅の耐震化率の向上
耐震補強補助や、空家を含めた耐震性のない住宅の除却を促進し、一般住
宅の耐震化率の向上を図ります。

成果を生かせる環境であるかどうかが表せ
る

地籍調査の進捗率
（地籍調査済面積
/要調査面積）×
100

成果を生かせる環境であるかどうかが表せ
る

伊勢市立地適正化計画の推進
交通施策と連携し、中心市街地活性化等、行政主体の事業のほか、税制特
例など民間が誘導し易い環境を整え計画を推進します。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

・地籍調査については、都市部と沿岸部の調査を実施する。
・老朽化した公園の維持管理をより計画的に行い、将来に渡って安全かつ快適に公共サービスを提供していくため、長寿命
化計画に基づき、ライフサイクルコストを縮減し、施設の長寿命化を図る。
・既存の景観重点地区について、時代の変化等により地域の現状に即した景観形成基準の見直しを行うとともに、コンクー
ルを通じて景観形成に対する意識啓発を行う。また、コンクール募集について広報チラシの配布箇所の増設等により募集の
強化を図る。
・立地適正化計画を基本とし、都市計画基礎調査の結果等から土地利用の趨勢や土砂災害等の災害の視点を踏まえた基本方
針を作成し、良好な都市づくりを推進する。

関連するまちづくりの主要課題

①子どもを産み育てやすい環境づくり
④集約型都市構造・公共交通体系
⑤選ばれるまちづくり
⑥自然災害への備え
⑦歴史的・文化的資産の継承と活用

空家等対策計画の推進
空家等対策計画を総合的かつ計画的に推進していくために、地域や空家所
有者等の理解と意識が向上するよう普及・啓発の促進を図ります。

地籍調査事業の推進
第６次国土調査十箇年計画（H22～H31）及び次期第７次国土調査十箇
年計画のもと計画的かつ効果的な推進を図ります。

公園遊具の更新
伊勢市公園施設長寿命化計画（Ｈ26～Ｈ35）に基づき、計画的に公園遊
具の更新を実施します。

空家等の除却・管理
済等件数（累計）

調査等の確認によ
る

空家等の改善を推進するため

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

重点地域の地籍調査
進捗率

（地籍調査済面積
/重点地域面積）
×100
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（参考）
H30

R1

空家等対策事業
空家等対策計画に基づき、空家等に関する対策を
総合的かつ計画的に実施するために、空家の利活
用による県内外からの移住促進を、また、空家所
有者及び市民等に対する相続や空家法制の措置内
容等についての啓発推進等を図る。

地籍調査推進事業
当市においては、平成22年度より市街地を中心
に調査を再開したが、26年度からは南海トラフ
大震災対策として沿岸部地域も同時に着手してい
る。事業としては筆毎に境界立会調査及び測量業
務を実施し、その成果について国と県の認証を取
得した後、法務局へ送付を行い、最終的には登記
簿と公図が更正をされ、市民の利用に供する。

公園長寿命化事業（交付金）
厳しい財政状況の下、安全・安心を確保しつつ、
重点的・効率的な維持管理や更新投資を行ってい
くため、公園施設の長寿命化事業を行う。
【Ｒ１事業内容】公園遊具施設の更新　16公園
住宅・建築物耐震改修等促進事業
倒壊の危険性の高い木造住宅の耐震化を促進する
ため、無料耐震診断を実施し、耐震補強設計策定
や耐震補強工事に要する費用の一部を助成する。
また、防災対策上重要または市民の生命の安全を
確保する上で重要と考えられる民間建築物の耐震
化支援を行う。

道路維持補修経費（自然環境整備交付金）
国の名勝に指定されている二見浦において、転落
防止柵の自然環境に調和した再整備を行い景観の
向上を図る。（全体事業　L=185ｍ、【Ｒ１事
業内容】転落防止柵改修工事）
景観形成推進事業
伊勢市景観形成推進事業補助金交付要綱の助成基
準に適合した事業に補助金を交付する。またコン
ク－ルを通じた作品巡回展示による意識啓発によ
り、一層の景観意識向上を図る。
県営事業地元負担金
県土木関係建設事業に伴う地元負担金（街路事
業）【事業内容】外宮度会橋線（電線共同溝）、
豊川浦田線（街路事業）
本町大湊線改良事業（交付金）
電線類を地中化し都市景観の向上及び歩道の安全
性の向上を図るための整備を行う。
事業概要：延長Ｌ＝200ｍ（両側Ｌ＝400ｍ）
【Ｒ１事業内容】舗装工事(A=915㎡)
宮川堤公園整備事業
桜の名所としてふさわしい、憩いやコミュニティ
活動の場として活用できる公園を整備する。
事業概要：公園整備Ａ＝840㎡、【Ｒ１事業内
容】公園整備工事(A=840㎡)、便所等改築工事
宮川河川敷公園整備事業
宮川の高水敷を利用し、スポーツ施設や多目的広
場等を整備する。【Ｒ１事業内容】整備工事(舗
装　Ａ＝420㎡、Ｌ＝140ｍ)
土地利用推進検討経費
伊勢市都市マスタ－プラン全体構想における将来
都市像に基づき、都市計画区域内の土地利用コン
トロ－ルのため用途地域等（用途地域及び特定用
途制限地域等）の見直し原案の作成を行う。
中心市街地再生事業（交付金）【75Ａで再掲】
伊勢市駅周辺に賑わいを創出し、中心市街地の活
性化を図るため、民間事業者が実施する市街地再
開発事業に対して、補助金等による支援を実施す
る。【令和元年度】市街地再開発事業補助金

74Ｆ◎

★
◎

74Ａ
建築

住宅課
R1-R2

基盤
整備課

R1-R2

R1-R2

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

13,899 20,899 ⑤

33,000 32,086 ①④◎ 74Ｃ
基盤

整備課
R1-R2

39,173 ⑥

4,620 21,600 ⑤

★
◎

74B 用地課 R1-R2 41,087

◎ 74Ｄ
建築

住宅課
R1-R2 59,333 56,435 ⑥

74E◎

138,200 30,000 ⑤⑥

基盤
整備課

⑤

都市
計画課

R1-R2 － 6,000 ④

基盤
整備課

R1-R2 136,887 599,400 ④⑤
都市

計画課

R1-R2

21,000 5,000 ⑤

基盤
整備課

R1-R2 72,126 41,981

10,030 8,252 ⑦
都市

計画課
R1-R2

R1-R2 29,000 21,834 ⑤⑥監理課
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（参考）
H30

R1

中心市街地都市機能再生促進事業【75Ａで再掲】
中心市街地の活性化を図るとともに雇用の促進に
資することを目的とした「伊勢市中心市街地都市
機能再生促進条例」に基づき奨励金の交付を行
う。【令和元年度】都市機能再生奨励金
住宅等改修事業
入居者が住みよい環境を整備し、市営住宅を良好
な状態に維持するため、老朽化した市営住宅及び
附帯設備の全面的な改修等を行うものである。
住宅等整備事業
社会資本整備総合交付金制度に基づき、平成28
～32年度までの5年間を計画期間とし、国の助
成を受けて市営住宅の整備を行い、住宅の機能向
上及び高齢者等が安心して生活できる住まいづく
りを推進する。また、平成25年度に策定した市
営住宅等長寿命化計画に基づき、効率的な維持管
理及び改修工事を行う。

654,121 969,108

74
関連

◎

建築
住宅課

R1-R2

課
題

課題
コード

⑤

52,468 40,304 ⑤

建築
住宅課

R1-R2 24,041

施策合計

18,430 18,062 ④⑤◎ 74Ｆ
都市

計画課
R1-R2

28,082

事業予算（単位：千円）
備考

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度
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第７章　都市基盤

中心市街地の都市機能の増進及び経済活力の向上を推進します

課題
コード

★
◎

75Ａ

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

28
（26～28年
度の累計）

10 10 10 10

【令和元年度の方向性】

R1

627,582

R1-R2 136,887 599,400 ④⑤
伊勢市駅周辺に賑わいを創出し、中心市街地の活
性化を図るため、民間事業者が実施する市街地再
開発事業に対して、補助金等による支援を実施す
る。【令和元年度】市街地再開発事業補助金

中心市街地再生事業（交付金）【74Fで再掲】

都市
計画課

75A
★
◎

● R1-R2 － 10,120 ④

伊勢市駅周辺の道路や駐輪場の整備を行い、住環
境の向上と中心市街地の賑わいを創出し、活性化
を図る。【Ｒ１事業内容】宮後1丁目1号線：道路
詳細設計、岡本吹上線：視覚障がい者誘導ﾌﾞﾛｯｸ整
備、鳥羽松阪線：歩道詳細設計

中心市街地活性化整備事業（交付金）【71Cで再掲】

基盤
整備課

・地元関係者と連携を図りながら伊勢市駅周辺の道路整備を行い、住環境の向上と中心市街地の賑わいを創出し、活性化を図
る。
・賑わいが戻りつつある伊勢市駅前地区で、民間事業者が実施している市街地再開発事業の促進を図り、さらなる賑わいの創出
に繋げる。
・伊勢市中心市街地活性化協議会、伊勢まちづくり株式会社、各事業者と連携を図り、活性化に向けた取組を進める。
・第２期伊勢市中心市街地活性化基本計画の作成に着手する。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

商店街新規店舗数
中心市街地（5商店街）の
現地調査による

店舗の開店は賑わい創出の要因とな
るため

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

課　題 課題解決の方向性

中心市街地の賑わいの創出

官民連携の下、伊勢市中心市街地活性化基本計画を各事業者が推進
するとともに、伊勢市景観計画によって誘導や規制を行い、伊勢市
駅前～外宮周辺の景観の向上を図り、中心市街地の活性化につなげ
ていきます。

第５節　市街地整備
関連するまちづくりの主要課題

④集約型都市構造・公共交通体系
⑤選ばれるまちづくり

節の目指す４年後の数値指標

中心市街地の商店街の歩行者通行量　2,780人　　（平成28年度　2,751人）

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

備考（参考）
H30

④⑤
中心市街地の活性化を図るとともに雇用の促進に
資することを目的とした「伊勢市中心市街地都市
機能再生促進条例」に基づき奨励金の交付を行
う。【令和元年度】都市機能再生奨励金

中心市街地都市機能再生促進事業【74Fで再掲】

都市
計画課

施策合計 155,317

R1-R2 18,430 18,062
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第７章　都市基盤

安全・安心な水の供給と、快適な生活環境の整備を推進します

課題
コード

76Ａ

◎ 76Ｂ

★
◎

76Ｃ

76Ｄ

★ 76Ｅ

◎ 76Ｆ

76Ｇ

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

160km 166km 172km 178km 184km

65,900
人

66,500
人

66,900
人

68,500
人

69,300
人

【令和元年度の方向性】

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

第６節　上水道・下水道
関連するまちづくりの主要課題

⑤選ばれるまちづくり
⑥自然災害への備え

節の目指す４年後の数値指標

水道耐震管延長　　184ｋｍ　　　　　　　　　（平成28年度 151.4ｋｍ）
下水道を利用できる区域の人口　　69,300人　（平成28年度　65,356人）

課　題 課題解決の方向性

健全な事業運営
水道料金・下水道使用料、資金の安全かつ効果的な運用等財源確保に努め
るとともに、経費節減に取り組み、健全経営を目指します。

啓発活動の推進
安全でおいしい水や快適できれいな水環境づくりに取り組む上水道・下水
道事業の普及啓発活動を積極的に行います。

水道管路の耐震化
災害時に、避難所や病院等の重要拠点への給水を確保するため、水道管路
の耐震化を進めます。

老朽管の更新
漏水等がなく、安全で安心である水道水を安定的に供給するため、老朽管
の更新を進めます。

下水道普及率向上
流域関連公共下水道事業の整備を進めるとともに、処理区域内の下水道へ
の接続を推進します。

下水管路施設の耐震化
地震時に下水道機能を確保するためのマンホール浮上防止対策を推進しま
す。

下水道施設の長寿命化
下水道の機能を継続的に確保するとともに、優先順位を付け下水道施設を
適正に維持・更新します。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

・上水道事業は、「持続」、「安全」、「強靭」を基本理念とした「伊勢市水道事業ビジョン」に基づき事業を推進してい
く。
・下水道事業については、下水道の整備が順調に進められるよう、関係機関との協議及び下水道整備に伴う業務のアウト
ソーシングを進めていく。

水道耐震管延長 事業計画に基づく 課題に対しての成果を表す数値である

下水道を利用できる
区域の人口

事業計画に基づく 課題に対しての成果を表す数値である
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（参考）
H30

R1

健全な事業運営（非予算化）
水道事業ビジョン、下水道第５期計画に基づく健
全な事業運営に取り組む。

上水道事業に係る普及啓発経費

ボトルドウォーター『伊勢の水』を製造し、安
全・安心の水道水のＰＲを行う。

下水道事業に係る普及啓発経費
夏休み親子見学会の開催や市内の小学4年生に下
水道副読本を無償配布する等、下水道事業に対し
て理解を深める取組を行う。
支障管敷設替事業
下水道建設工事等に支障となる管路を、耐震性能
を備えた水道管路へ敷設替えを行う。

送配水管敷設・敷設替事業
安全･安心な水道水の供給及びその安定化、耐震
化並びに利用区域の拡大を網羅的に行う。

老朽管更新事業
漏水等がなく、安全で安心できる水道水を安定的
に供給するため、老朽管の更新を行う。

流域関連公共下水道（汚水）事業
汚水処理の普及による生活環境の改善、公共用水
域の水質保全等のため下水道整備を行う。

下水管渠更新事業
特に重要な幹線において、液状化によるマンホー
ル浮上の可能性があるマンホールの浮上防止対策
を行う。
ポンプ場更新事業
点検等により老朽化対策が必要な施設及び地震に
対する耐震性が不足している施設の改築・更新を
行う。
処理場更新事業
点検等により老朽化対策が必要な施設及び地震に
対する耐震性が不足している施設の改築・更新を
行う。
下水管渠更新事業
点検等により老朽化対策が必要な施設の改築・更
新を行う。

4,028,882 3,852,040

◎

76Ｃ

76Ｇ

－76Ａ

76Ｂ

上下水道
総務課

R1-R2 1,279

★
◎

上水道課 R1-R2 247,500

上下水道
総務課

R1-R2 1,244 2,700 ⑤

上下水道
総務課

R1-R2 －

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

上水道課 R1-R2 497,000

76Ｄ 上水道課 R1-R2

1,484 ⑤

222,000 ⑥

374,759 391,000

469,856 ⑥

0
⑥

※R2実
施予定

★ 76Ｅ
下水道
建設課

R1-R2

◎ 76Ｆ
下水道
建設課

R1-R2

2,542,100 2,262,000

下水道
施設

管理課
R1-R2 30,000

30,000

30,000

施策合計

438,000

下水道
建設課

R1-R2 20,000 35,000

下水道
建設課

R1-R2 285,000
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積極的に情報発信するとともに、持続可能な行財政運営を進めます

課題
コード

81Ａ

★ 81Ｂ

81C

★ 81Ｄ

81E

★ 81F

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

42.1％
（H24値）

50.0% 55.0% 60.0% 65.0%

－ 20% 30% 40% 50%

78% 80% 82% 84% 86%

【令和元年度の方向性】

課　題 課題解決の方向性

・ＩＣＴの活用は、さらなる市民サービスへの向上及び業務の効率化を図れることから、新規「ＩＣＴ活用推進事業」にて
ＡＩ（人工知能）やＲＰＡ（ソフトウェア・ロボットによる業務の自動化）等の活用を推進していく。
・シビックプライド（市民のまちに対する誇りや愛着）の向上等を図るため、シティープロモーションの取組として、小学
生を対象とした伊勢市の歴史と文化をテーマにしたスタンプラリーの実施や、「伊勢市オリジナル原付ナンバープレート」
の導入を進める。
・市ホームページについて、情報量の増大やセキュリティへの対応、また誰もが利用しやすく、災害時にも強い環境等を整
備するため、リニューアルを進める。

公共施設マネジメントの推進
公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設等の適正配置を実現するた
め、複合化や集約化、長寿命化対策など、公共施設等の総合的かつ計画的
な管理を行います。

市政情報の積極的な発信
さまざまな方法で市民へ伝えたい情報、市民が求めている情報などをわか
りやすく提供し、情報の共有化を図ります。

多様な市民ニーズの把握
市に意見を伝えやすい環境の整備や、アンケート等により、市民ニーズの
把握に努め、市民と行政の協働化を図ります。

市から提供されてい
る情報がわかりやす
いと思う割合

市民アンケートに
よる

市から提供される情報がわかりやすいと思
う市民実感が表されます。

広域連携の推進
定住自立圏構想を推進するなど、近隣市町との連携を深め、広域的な課題
に取り組みます。

総合計画に基づく効率的、効果的
な行財政運営

総合計画の進行管理や予算の編成と執行を通じ、事業の「選択と集中」、
ICTの活用など事業手法の改善等を行い、行政運営の効率化やコスト削減
に取り組むとともに、自主財源の確保を図り、健全で安定した財政基盤の
確立を目指します。

シティプロモーションの推進
全庁的にシティプロモーションを推進し、市の総合的な魅力や優位性を市
内外へ発信することで、市民のまちへの愛着と誇りを醸成するとともに、
誘客促進を図ります。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

伊勢市に自分のまち
としての愛着、魅力
を感じていると思う
割合

市民アンケートに
よる

まちへの愛着と誇りが醸成された状態を表
します。

総合計画基本構想の
認知度

市民アンケートに
よる

市の目指す姿等の市民の認知度を表しま
す。

第８章　市役所運営

第１節　行財政運営

節の目指す４年後の数値指標

知りたい情報が提供されていると感じている市民の割合　60％以上（平成24年度　34.9％）
経常収支比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　90.0％以下 （平成28年度　91.8％）

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題
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（参考）
H30

R1

公共施設マネジメント事業
財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設
の最適な配置を実現するため、個々の施設の方向
性を示す施設類型別計画の進捗管理を行う。
広報いせ発行事業
広報紙　「広報いせ」を毎月2回（1日号・15日
号 ※1月、5月は合併号）発行するための経費
（全戸配布分）
ＣＡＴＶ広報いせ放送事業
ケーブルテレビで放送する行政情報番組の制作、
放送スケジュール管理及び放送業務

インターネット情報発信事業
市ホームページのシステム利用と運用管理および
リニューアルにかかる経費

情報調査一般経費
庁内に対しては日常の業務の円滑化に資すること
を目的に、情報の収集を行う。
また庁外に対しては、分かりやすく有用な行政情
報等の発信を行う。

地域審議会運営経費
合併により、住民の声が市政に届かなくなること
を防ぐために、合併前の自治体単位に設立された
地域審議会の開催に係る事務を行う。

総合計画推進事業
伊勢市総合計画審議会に諮問し、総合計画の進行
管理を行う。また総合計画を市民に浸透させるた
めの取組を行う。
ふるさと応援寄附推進事業
ふるさと応援寄附金の受入れ及び獲得のための
PR等を行う。

地方版総合戦略推進事業
「伊勢市人口ビジョン」が描く将来像へ向け、人
口減少の克服と持続可能な地域づくりを実現する
ため、「伊勢市まち・ひと・しごと創生総合戦
略」の進捗管理及び改善を行う。
ICT活用推進事業
AI（人工知能）やRPA（ソフトウェア・ロボッ
トによる業務自動化）等のICT（情報通信技術）
の活用を推進する。
行財政改革推進事業
行政サービスの生産性の向上や市民満足度の向上
を目指し、時代にふさわしい行財政運営を行うこ
とを目的として策定した行財政改革プランに基づ
き、効率的・効果的な行財政運営を行うことで、
行財政改革を推進する。（伊勢市行財政改革プラ
ンに基づく取組の進捗管理、伊勢市行政改革推進
委員会の運営）

定住自立圏構想推進事業
伊勢市を中心市とする3市5町で形成する伊勢志
摩定住自立圏において、相互に連携・協力し、人
口定住のために必要な生活機能等を確保していく
ため、共生ビジョン懇談会及び推進協議会を開催
し、共生ビジョンに示す具体的取組の進捗管理等
を行う。

宮川流域連携事業負担金
宮川流域の水量・水質、森林、自然環境、地域振
興問題に向けて流域７市町等で取り組む、宮川流
域ルネッサンス協議会への負担金

969

81Ｄ

企画
調整課

R1-R2

785

417

★

81Ｅ

700 400

企画
調整課

R1-R2

19,214

376

81Ａ
企画

調整課
R1-R2 2,039

3,565

広報
広聴課

R1-R2 17,874

広報
広聴課

R1-R2

81Ｂ★

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）
備考

★
81Ｂ
81Ｃ

企画
調整課

R1-R2

●
情報

政策課
R1-R2

31,502

企画
調整課

R1-R2

広報
広聴課

R1-R2

486

1,6062,000

2,268 2,358

31,156 31,925

18,076

325

企画
調整課

R1-R2

情報
政策課

R1-R2

R1-R2

市民交流
課・企画
調整課・
生活福祉
課(二見・
小俣・御

薗)

81Ｃ

－ 5,237

2,946 518

企画
調整課

R1-R2

750

19,457
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（参考）
H30

R1

シティプロモーション推進事業
「伊勢」が魅力あるまち、「住みたい」「住み続
けたい」場所として選ばれるまちでありつづけら
れるよう、市の地域資源・魅力について、市内及
び国内外での認知度向上を図るとともに、シビッ
クプライド(市民のまちに対する誇りや愛着)の醸
成を図る。

本庁舎改修事業
本庁舎東館改修後、小俣・御薗総合支所に分散し
ている部署の移転を行う。また、御薗総合支所に
おいては、仮移転先事務所の撤去等復旧工事を行
う。
工事等技術調査委託経費
監査委員及び事務局職員には技術職がいないた
め、工事の適正な監査の実施を目的として外部の
専門家に委託する。設計金額300万円以上の工
事を対象に２就業単位（1就業：8時間）の範囲
で実施予定

1,524,494 147,596

備考

81
関連

施策合計

116
監査委員
事務局

R1-R2 120

管財
契約課

R1-R2 1,436,657 17,253

★ 81Ｆ
企画

調整課
R1-R2 4,377

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

16,618
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第８章　市役所運営

職員のプロ意識を向上させ、行政全体の組織力強化を推進します

課題
コード

★ 82Ａ

82Ｂ

【重点課題の成果指標】
現状値

Ｈ29 30 1 2 3

72.5% 74% 76% 78% 80%

【令和元年度の方向性】

R1

23,936施策合計 32,738

R1-R2 20,284 12,251災害対応の円滑化及び職員の防災研修、庁内図上
訓練・ＢＣＭ定例会に係る事務費など。

82Ｂ

防災対策一般経費
危機

管理課

取り組む事業

課
題

課題
コード

新
規

事業名（中事業名）・事業概要 所属名
事業
年度

事業予算（単位：千円）

備考（参考）
H30

この4年間で取り組む課題・課題解決の方向性 ★：重点課題
◎：まちづくりの主要課題と関連した課題

課　題 課題解決の方向性

第２節　行政組織力

節の目指す４年後の数値指標

市職員が責任感を持って業務に取り組んでいると感じている市民の割合　60％（基準値　なし）

・職員個人の意識と能力を向上させるため、研修基本計画に基づき階層別研修や派遣研修などを実施することにより、職員のプ
ロ意識の向上及び組織力強化につなげていく。
・災害対策本部はチーム制を敷いており、人事異動などによる経験値の低下が毎年ある。このことを補完するために本年度も図
上訓練を２度行い成熟度を上げていく。

信頼される職員・組織づくり

危機管理体制の強化

総合計画に示すまちの将来像を実現しようとする強い意志を持ち、伊勢市人
材育成基本方針に示された求められる職員像（語れる・感じる・考える・行
動する・極める）を実現できる人材の育成に取り組みます。
また、市民ニーズや社会の情勢の変化に柔軟に対応し、効率的かつ効果的な
組織づくりを進めます。

チーム制の成熟度を上げるため職員向け図上訓練を実施します。
また、業務継続計画を実効性のあるものにするため業務継続マネジメントを
実施し、円滑な災害対応を行います。
なお、危機管理全般において迅速に対応できるよう組織強化していきます。

指標
年度別目標値

指標の算出方法 指標の設置理由

研修内容が意識・業
務の向上に役立った
と感じた職員の割合

職員アンケートによる
効果的な研修内容とすることで職員
の能力・意識の向上につながるため

★ 82Ａ

職員研修事業

職員課 R1-R2 12,454 11,685
地方分権型社会に対応する職員を育成するため、
伊勢市人材育成基本方針・人材育成アクションプ
ランに基づき、研修計画を構築し、実施する。
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